
<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

情報公開・個人情報保護 総務部 総務課 法
制係

市民 公文書の公開及び情報提供を推進する
ことで、市民の市政に対する理解と信
頼を深め、公正で民主的な透明性の高
い市政を確立する。また、市の機関が
保有する個人情報の開示及び訂正を請
求する権利を明らかにし、個人の権利
利益の侵害を防止し、公正で民主的な
市政を推進する。

条例に基づく適正な情報公開及び個人
情報の開示を行う。また、情報公開の
推進及び個人情報の適正かつ円滑な運
用を図るため、｢芦別市情報公開・個
人情報保護審査会」を開催する。

59,880 Ｂ

市民が制度を利用しやすく、ま
た、個人情報保護法に規定して
いるビックデータの利活用等に
対して円滑な対応をするために
は、公文書を管理するためのシ
ステムづくりが必要である。

市民が、制度を利用しやすい環
境づくりを進める。

「市民の知る権利」及び「市の
説明責任」を明らかにするとと
もに、市民に対し、自己情報の
コントロール権を保障し、開か
れた市政の実現・民主的な行政
運営を目指すにためにも、情報
公開・個人情報保護制度の円滑
な運営を継続していく。また、
平成31年度に向けて、公文書を
管理するためのシステムの整備
について検討する。

現状

広報業務 総務部 企画政策
課 秘書係

市民 市政の基本方針をはじめ、業務・事業
紹介、制度改正、市民活動団体の紹介
等、市民生活に係る事項について、で
きる限り多くのことを多くの市民へ周
知を図り、市政参加への一助とする。

・広報あしべつの発行～Ａ４版、月平
均１７ページ、毎月１日付、年１２回
発行。取材、編集、印刷製本業務を委
託。広報紙は、町内会へ各戸配布を依
頼しているほか、ホームページへの掲
載、公共施設、市内各金融機関、ＪＲ
駅、郵便局、医療機関等にも設置。
・街頭放送の実施～年１回
・車体広告の実施～年１２回

16,874,884 Ｂ

・行政からの一方的な情報発信
に留まることのないよう、多く
の市民に親しまれ、興味を持っ
て情報収集出来るよう配慮した
紙面を構築する必要がある。
・平成２４年７月から広報紙の
構成は変更されていないことか
ら、広報紙の構成変更を検討す
る必要がある。
・公式ホームページについて、
トップページに情報が集まり過
ぎているため、閲覧したい情報
にアクセスしづらいほか、ウェ
ブアクセシビリティー（文字の
大きさや色を簡単に変更できる
ことや、読み上げ機能）の取り
組みに対応できていない。

・広報紙の有する公共性や公平
性を損なわず高齢化社会に対応
した紙面にすることを基本とし
て、毎月の編集会議でタイム
リーな情報発信と読みやすさや
見やすさを重視したレイアウト
の紙面構成を図る。
・市政情報の発信は、掲載内容
の統一性、画面構成等を確認
し、適正な情報発信を図る。
・公式ホームページについて、
スマートフォンでも閲覧できる
ようにするほか、高齢者や障が
いを持つ方も不自由なく閲覧で
きるようにデザインを再構築す
る。

・「わかりやすい」広報紙づく
りを目指し、高齢者に配慮し
た、より市民の目をひく紙面構
成への対応を図るなど「広報星
の降る里あしべつ」の内容充実
に努める。
・公式ホームページと連携した
情報発信を行い、市民にとって
必要な情報や興味のある話題等
の提供を図る。
・まちづくり基本条例に基づく
「市民参加と協働」の取組や広
報広聴業務などを一体的に推進
する専門組織の設置について検
討する。

改善

市民参加と協働推進
総務部 企画政策
課 まちづくり推
進係

市民、市議会、市 芦別市まちづくり基本条例の柱のひと
つである「市民参加と協働」を推進す
る。

まちづくりの基本となる計画等の策
定、実施と評価の過程で、市民の意見
が適切に反映されるよう取組を行う。
審議会等の委員公募の実施、意見の公
募(パブリックコメント）の実施、各
種説明会等の開催

- Ａ

公募委員の募集やパブリックコ
メントなど、広報やホームペー
ジ等で周知している状況である
が「市民参加と協働」が推進さ
れ、充分に目的を達成している
とは言い難い状況である。

まちづくり基本条例の見直し作
業において、市民検討委員会か
ら寄せられた市民への周知方法
改善等の意見や他市の取組事例
を参考にしながら「市民参加と
協働」の取組に対する工夫・改
善に努める。

まちづくり基本条例に基づく
「市民参加と協働」の取組や広
報広聴業務などを一体的に推進
する専門組織の設置について検
討する。

現状

市民参加と協働推進 総務部 企画政策
課 秘書係

市民 さまざまな機会を通じて広く市民の声
を聴き、市民の意思をまちづくりに反
映することを目的とする。

市長への手紙（随時）、市長への電子
メール（随時）、市役所への電子メー
ル（随時）、市民の意見箱（随時）、
まちづくり意見はがき（随時）

- Ａ

・市民から市へ意見及び要望を
伝える手段として「まちづくり
意見はがき」を平成２９年度に
導入したが、今後も市民から多
様な意見を聴取するための手法
を検討する必要がある。

・意見及び要望を伝える手段と
して、試験的にまちづくり懇談
会の参加者に「まちづくり意見
はがき」を配布したところ、昨
年を上回る意見等が寄せられた
ことから、新たな周知方法並び
に配布方法について検討する。

・既存の手法、媒体のみなら
ず、新たな取り組みにより、市
民の意識や要望を迅速かつ的確
に把握し、市政に反映するよう
取り進める。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課総合

評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

男女共同参画推進業務
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

芦別市男女共同参画推進協議
会

男女共同参画社会の形成を図ることを
目的とする。

芦別市男女共同参画推進協議会に対す
る側面的支援や助言を行う。

- Ａ
　会員の高齢化により、年々団
体活動の維持・活性化が難しく
なっている。

　引き続き、芦別市男女共同参
画推進協議会に対し、側面的支
援や助言を行う。

　男女共同参画社会の実現を推
進するために、芦別市男女共同
参画推進協議会を中心として、
今後更に市関連部署や各団体と
の連携を強化する。

現状

改革・改善（Action）

１ 自治体運営 ⑴ 参加と協働 ① 情報共有・市民参加と協働の促進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 評価（Check）実施（Do）

１ 自治体運営 ⑴ 参加と協働 ② 男女共同参画の促進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課総合

評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

職員研修 総務部 総務課 職
員係

市職員 社会経済情勢が大きく変化する中で、
多様化する市民ニーズに的確に対応す
るため、公務員としての基本的な知識
の習得、資格の取得はもとより、時代
のニーズに即した知識と能力を備えた
多様な人材を育成する。

職場内研修を各職場において日常行う
ほか、北海道市町村職員研修セン
ター、日本経営協会、北海道社会福祉
協議会、中空知広域圏等が主催する各
種の研修会に派遣し、受講させること
により人材を育成する。事務事業に必
要な資格について必要の都度取得させ
る。先進地の事例を学びながら、幅広
い視野を備え自ら考え、学び成長する
ようスキルアップを図る。

1,077,278 Ｂ

市職員としての基礎的知識とあ
わせて専門的な職務に精通した
意欲的な職員の育成が必要であ
るため、すべての職員が研修機
会を持てるよう対応していくと
ともに、職場外の研修施設によ
る研修だけでなく、講師を招へ
いし、経験年数や職位に応じた
研修の実施や職場内研修の積極
的な実施を促進する必要があ
る。

・研修機会が均等になるよう選
考に当たって留意するととも
に、研修成果の職場への還元や
業務への還元を進め、情報や知
識の職員間での共有化を図ると
ともに、引き続きOJTの実践につ
いて検討していく。
・市職員として自己の資質や知
識を高める意識と自覚を持たせ
ることを重点に置いた啓発や研
修メニューを周知していくこと
で、積極的な受講につなげてい
く。

研修施設を活用した職場外研修
に職員を効率よく派遣するとと
もに、平成３２年度を目途に人
材育成基本方針及び職員研修計
画の策定を目指す。

現状

行政評価推進
総務部 行財政改
革推進課 行革推
進係

市が実施している事務事業 個々の事務事業の成果・活動状況を把
握し、改革・改善を図り、効率的で効
果的なまちづくりの実現に向け、行政
評価を円滑かつ着実に定着させ、本市
にとってふさわしい行政評価を推進す
る。推進にあたっては、次の４つを目
的とする。
①成果重視の行政運営システムへの変
革　②限られた財源等の有効活用　③
市民への説明責任の質的向上　④職員
の意識改革

①事務事業評価システムの活用　②行
政評価推進チームの設置、行政評価委
員会の開催　③事務事業評価の実施
④行政評価制度の調査研究（制度内容
や評価シートの検討など）

3,000 Ａ

　行政評価制度に対する全庁的
な普及啓発はもちろんである
が、決算成果（第５表）との関
連性について、検討を要する。

　行政評価に係る説明会等の開
催、早期提出に向けた啓発はも
ちろんのこと、入力システム、
内容等の見直しを随時行い、評
価をする原課の負担を軽減す
る。また、評価結果と行財政改
革の取組との連携や、予算編成
作業への反映方法について検討
する。

　行政評価システムを定着させ
ることで職員の意識改革につな
げるほか、評価結果を今後の事
務事業に反映させるため外部評
価の導入等、そのあり方につい
て検討する。

現状

総合戦略進行管理
総務部 企画政策
課 まちづくり推
進係

市民 国が策定した「まち・ひと・しごと創
生総合戦略」の基本的な考え方や政策
５原則等を基本に、本市における、人
口減少と地域経済縮小の克服、まち・
ひと・しごとの創生と好循環の確立を
目指す。

総合戦略の進行管理については、庁内
組織で行うとともに、産官学金労等で
構成する推進会議に諮りながら、特に
重要業績指標（ＫＰＩ）の進捗状況を
中心に検証を進める。

42,740 Ａ

平成２７年１１月に総合戦略を
策定し、実質的にスタートした
ことから、今後の進行管理（Ｐ
ＤＣＡサイクル）を円滑に進め
る必要がある。

総合戦略に掲げている施策を着
実に進めることで、本市の２０
４０年における人口の目標であ
る８，０００人を目指すことか
ら、原課と調整を図るほか、財
源の確保も視野に入れ、施策を
着実に展開する。総合戦略の進
行管理については、庁内組織及
び推進会議に諮りながら、特に
重要業績指標（ＫＰＩ）の進捗
状況を中心に検証を進める。

総合戦略は、平成２７年度～平
成３１年度までの５か年の戦略
であるが、地域経済分析システ
ム（ＲＥＳＡＳ）の活用など、
毎年度、推進会議に諮りながら
必要な見直しを行っていく。ま
た、国の財政的支援制度などを
積極的に活用し、総合戦略に掲
げる施策の充実・強化に努め
る。

現状

総合計画進行管理
総務部 企画政策
課 まちづくり推
進係

各施策、各事務事業 本市の最上位計画である総合計画の目
指すまちの将来像「人が輝き 豊かな
自然と共生する 安全・安心なまち あ
しべつ」を実現させる。

目標達成に向けた効率的かつ効果的な
施策・事務事業を実施するため、事務
事業評価による改善を図りながら、総
合計画・実施計画の策定を行った。な
お、実施計画については、当該年度か
ら３か年分を予算編成にあわせて毎年
度策定している。 - Ａ

総合計画に掲げる各施策の目標
を達成するための手段として、
選択と集中の観点に基づき予算
の効果的配分が必要である。

総合計画･実施計画に掲載してい
る事務事業については、最少の
経費で最大の効果が発揮できる
よう、行政評価の結果を最大限
反映する。

行政評価と連動した事務事業の
見直しと重点施策の設定による
効果的な予算配分により、総合
計画実現に向けた着実な進行管
理を図る。また、計画の策定過
程で市民から意見が出された、
実施計画への市民意見の反映に
ついては、行政評価の外部評価
と連動させることを含め検討を
進める。なお、本計画が平成３
１年度に終了するため、次期計
画の策定に向けて準備を進め
る。

現状

１ 自治体運営 ⑵ 行財政運営 ① 行政運営の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課総合

評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

地域づくり事業促進
総務部 企画政策
課 まちづくり推
進係

まちづくりチャレンジ事業～
市内に活動の拠点を有する団
体であって、かつ、5人以上の
者で構成される団体
まちづくり人材育成事業～本
市に住所を有している１５歳
以上の者
まちづくり交流促進事業～本
市に住所を有している中学生
以上の者、本市内の学校に在
籍する中学生以上の未成年
者、それらに該当する者で構
成する団体

本市の振興発展を図り、地域特性を活
かした独創的で個性的な魅力あるまち
づくりを推進するため、地域の活性化
や課題解決を図る市民の自主的な活
動、市民資質の向上と人材の育成及び
国内外との交流の促進に資する事業の
推進を図る。

申請団体から提出された補助金交付申
請書類について、芦別市まちづくり推
進事業委員会において審査を行い、補
助金交付の可否を決定する。

5,503,102 Ａ

本事業の活用状況については、
平成29年度の制度の見直しによ
り、一定程度の活用が得られた
ところであるが、更に、市民へ
の周知等を行い活用に向け促進
する必要がある。

市ＨＰや広報あしべつによる周
知を積極的に行う。

制度内容の見直しについて行っ
たことから、平成３１年度以降
も定期的に制度の周知を図り、
他の助成制度に該当しない市民
活動の支援を行う。

現状

市民生活向上推進事務 市民福祉部 市民
課 生活交通係

市民 市民生活相談業務の円滑化を図る。 相談者に有益な情報提供をすることに
より、相談者の問題解決を支援する。

266,676 Ｂ
市民相談業務は、法的知識を必
要とする案件が多くなってい
る。

市民相談業務において法的見解
を求められる案件については、
弁護士等の専門家による相談窓
口を紹介している。

法的見解を求められる案件につ
いては、引き続き市が行ってい
る無料弁護士相談を活用し、問
題解決を図る。

現状

その他行政事務 総務部 総務課 総
務防災係

①市民
②市民

①芦別自衛隊協力会が安定した活動を
行うことで、自衛隊と市の円滑な関係
を築き、いつ起こるか分からない災害
等に備えて自衛隊との連携強化を図
る。
②広島市及び長崎市は、原爆による悲
劇が二度と繰り返されてはならないと
の信念のもと、都市の連携を通じて、
核兵器のない平和な世界を実現するこ
とを目的に、昭和５７年度から「平和
首長会議」を主宰しており、加盟都市
全体で支える体制をつくる。

①芦別自衛隊協力会に負担金を交付す
る。
②平和首長会議に加盟し、負担金を交
付する。また、原爆投下の日にサイレ
ンを鳴らし、市民周知を行っている。

46,000 Ｂ

①協力会の新規会員の加入促進
が課題となっている。
②核兵器廃絶と世界恒久平和の
実現。

①引き続き会員拡大の募集活動
を実施する。
②「平和首長会議」という機構
を加盟都市全体で支える体制作
りを継続する。

①滝川駐屯地及び自衛隊家族会
芦別支部との交流を通じて、協
力会の安定した活動を維持す
る。
②平和首長会議と連携を図り、
非核平和に対する取組を実施す
る。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

ふるさと納税促進事務 総務部 財政課 財
政係

ふるさと納税寄附希望者 　市の公式ホームページやふるさと納
税のポータルサイト「ふるさとチョイ
ス」でのＰＲ、また、寄附金の代理収
納システムを活用していただくこと
で、寄附希望者へのＰＲの促進と財源
の確保を図る。

①ふるさと納税制度を活用して寄附を
していただいた市外在住者に対し、感
謝特典を設ける。
②Ｙａｈｏｏ！ＪＡＰＡＮの「Ｙａｈ
ｏｏ！公金支払い」のページから、ク
レジットカードでの支払いができる体
制を整え、寄附者の利便性向上を図
る。 176,861,440 Ａ

　寄付者を拡大するためには、
感謝特典の商品の拡充だけでは
なく、メールやはがきなどでの
ＰＲ、ＨＰやパンフレットのリ
ニューアル等を進めていくべき
だが、現状、事務担当者が実質
１名体制であり、他の業務もあ
ることから業務体制の見直しが
課題となっているほか、総務省
より感謝特典の見直しを求めら
れており、その対応が課題と
なっている。

　①ふるさと納税額の増加に向
けては、新たな返礼品の企画・
開発、ＰＲ用パンフレットの作
成など、業務の特殊性や専門性
が求められており、事業者が
持っている体制やノウハウを活
用することが効率的かつ効果的
であると考えられることから、
業務を（一社）芦別観光協会へ
委託する。
　②感謝特典(返礼率)につい
て、H30.3～4月に見直しを行
い、概ね総務省の通達どおりと
する。

　通常のふるさと納税制度に加
え、使い道をより具体的に示し
て寄附の募集を行うガバメント
クラウドファンディングなど、
ふるさと納税を活用した新たな
取組みを進め、寄附件数や寄附
金額の増加を図る。

拡充

市税等賦課業務 総務部 税務課 市
税係

各種市税納税義務者 各種市税の賦課事務を適正に行うこと
を目的とする。

正確な課税資料の収集に努めるととも
に、税制改正等にも的確に対応できる
各種システムを活用して賦課事務を行
う。

5,446,232 Ａ

毎年、税制改正が行われ現行制
度の改正、新制度の導入により
税額算定方法が複雑化し税額計
算、市民への周知・対応が難し
くなっている。
また、納税通知における個人情
報の取り扱いについて課題があ
る。

税制改正等に的確に対応できる
ように情報の収集や各種システ
ムの活用を継続していくととも
に、市民にわかりやすい通知や
制度の周知に努める。
また、個人情報の保護対策につ
いては、確認作業の徹底、通知
方法の見直し等に取り組んでい
るところである。

税制改正への対応、個人情報の
保護対策への対応のため事務量
が増えているが、各種システム
を更に活用することで事務の効
率化を図るとともに正確性を高
めていく。
また、納税通知における個人情
報の保護対策では、他市の対応
状況を情報収集し通知方法の見
直しに取り組む。

現状

１ 自治体運営 ⑵ 行財政運営 ② 財政運営の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

１ 自治体運営 ⑵ 行財政運営 ① 行政運営の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

市税等徴収業務 総務部 税務課 納
税係

個人、法人等の納税義務者 市税等における市民負担の公平性を保
つとともに市財源を確保する。

口座振替の推進及び滞納者に対する各
種催告と差押え等の滞納処分

4,492,667 Ｂ

納税者の収入状況の悪化等によ
り、市税を滞納するケースが多
くなっている。一方、市税未納
の状況を続け、納税に対して誠
意を感じない者もいる状況であ
る。また、近年における景気の
低迷等により、個人・法人の破
産・倒産も発生しており、この
場合における収納は非常に困難
な実情にある。

滞納者と協議のうえ、的確な分
割納付計画を立て、滞納繰越額
の減少に努める。
未納の状態が続き、分割納付等
の相談もなく、納税に対する誠
意がない方に対しては、財産調
査等を実施のうえ、差押等の滞
納処分を執行する。

滞納処分等の技術について、他
市との意見交換や各種研修会へ
の参加、職場内研修を実施する
ことにより、より効果的な滞納
処分等を実施し、収納率の向上
を目指す。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

広域行政事務
総務部 企画政策
課 まちづくり推
進係

中空知５市５町（中空知広域
市町村圏組合）等近隣市町

　少子高齢が進展する本市において、
行政機能を向上させ、市民の生活機能
を確保するため、国、北海道及び近隣
市町と医療、教育、環境などの分野に
おいて、お互いの特性を生かした連携
強化を進めることによって、効率的か
つ効果的なまちづくりを進めることを
目的とする。

　医療、介護、交通など市民に身近な
問題を中心に、単一自治体では不足す
る機能や共通する行政サービスを補完
するための広域連携による取組の検討
を進め、近隣市町との連携を強化する
とともに地域的な結びつきを生かした
広域的な地域振興を図る。

2,872,238 Ａ

今後、地域主権制度の広がりが
見込まれる中、基礎自治体（と
りわけ小規模自治体）のあり方
が大きく問われることから、広
域連携はますます重要になって
くるため、どのような事業を広
域化として取り組むかの判断・
選択が課題である。

中空知広域市町村圏組合におい
て広域連携をすることで、本市
の行政運営において効率化が期
待できる特定の課題（例：防
災、医療、観光等）について、
具体的に取り進めることとす
る。

第３次中空知ふるさと市町村圏
計画や中空知定住自立圏共生ビ
ジョンを取り進めるとともに、
引き続き産業の活性化などを目
指すための道北圏との連携も取
り進める。加えて、空知地域創
生協議会として空知管内２４市
町が連携し、地域のＰＲや移住
促進事業を展開する空知全体の
活性化を目指す。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

都市計画管理業務 経済建設部 都市
建設課 土木係

市民 本市のあるべき姿を考え、まちづくり
の具体性ある将来ビジョンを確定し、
整備方針等を総合的に定めることを目
的とする。

都市計画の見直しは、芦別市都市計画
審議会の審議を経て実施する。

71,500 Ａ
　都市計画区域内における景観
整備等について検討を行う必要
がある。

　都市計画審議委員等の意見を
基に問題点を検討する。

　都市計画区域内の問題点につ
いて今後も継続的に整理検討す
る。

現状

２ 生活・環境 ⑴ 都市基盤 ① 都市計画･都市開発の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

１ 自治体運営 ⑵ 行財政運営 ③ 広域連携の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

１ 自治体運営 ⑵ 行財政運営 ② 財政運営の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

土木管理事務 経済建設部 都市
建設課 土木係

国、北海道等の関係機関 道路に関する総務事務を円滑に推進
し、安心・安全な道路環境の創出を目
的とする。

一般国道４５２号の早期開通を始めと
する国道・道道の整備について要請を
行う。
また、道路台帳の整備や駐車公園の清
掃など、道路施設の管理に必要な事務
や業務を行う。

12,088,055 Ａ
　一般国道４５２号の早期開
通、道道芦別美瑛線の対面交通
ができないことが課題となって
いる。

　関係機関に対し、早期に整備
が進められるよう要望する。

　一般国道４５２号の早期開
通、道道芦別美瑛線の対面交通
の整備促進に向け、関係市町に
よる期成会が中心となり、今後
も継続して要望活動を行う。

現状

道路維持管理業務 経済建設部 都市
建設課 土木係

市民 快適、安全な道路環境の創出により、
歩行者や車両等の円滑な運行と安全を
確保することを目的とする。

定期的な道路パトロールを実施し、経
年劣化による損傷や凍上による凹凸の
補修を計画的に進めるほか、高齢者や
障がい者に配慮した車歩道の整備を行
う。

178,197,512 Ａ

　本市の市道延長は334㎞あり、
凍上による舗装路面の凸凹等や
施設の老朽化により安全性が確
保できない道路があることか
ら、歩行者や車両の通行に支障
をきたしている状況である。
　また、路盤が施工されていな
い簡易舗装の道路があることか
ら、道路改良による整備が必要
である。

　現状を道路パトロールにより
把握し、計画的な維持補修、工
事等で対応する。

　歩行者や車両が安全に通行で
きる道路整備を行うため、計画
的に道路改良や道路付帯施設の
整備、点検及び補修を行う。
　また、路面・側溝清掃等によ
り環境美化に努める。

現状

橋りょう維持管理業務 経済建設部 都市
建設課 土木係

市民 快適、安全な橋りょう環境の創出によ
り、歩行者や車両等の円滑な運行と安
全を確保することを目的とする。

橋りょうの定期的な点検やパトロール
により、安全確保や適正な維持管理に
努め、必要に応じた補修を行うほか、
橋梁長寿命化計画に則し計画的な改修
を行う。

58,496,657 Ａ

　本市の橋梁は77個所ありその
うち50年以上経過している橋梁
が7橋、30年以上経過している橋
梁が45橋ある。そのため長寿命
化計画に基づき維持管理の計画
的な実施と計画の見直しを定期
的に行うことが課題である。

　橋梁点検やパトロールにより
状況を把握し、長寿命化計画に
反映し計画的な維持補修を実施
する。

　歩行者の安全や車両の通行確
保を図るために計画的な維持・
補修を実施する。そのためにも5
年に1度の橋梁法定点検を実施し
長寿命化計画を見直しながら修
繕、対策を行う。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

生活交通確保対策事業 市民福祉部 市民
課 生活交通係

市民 住民が日常生活を維持していくために
必要不可欠である生活交通路線を維
持・確保するための措置を講ずること
を目的とする。

住民の交通体系の確保は、その路線を
運営する民間のバス会社の運営状況
（経営状況）に密接に関わっているた
め、市としての支援策等を協議する。

34,415,500 Ａ

　平成25年11月に4路線14系統で
循環路線となる市内バス路線を
導入していたが、平成28年10月
から4路線7系統とし、本町を循
環路線に、その他を往復路線に
見直しを行っている。また事業
者に対し補助金事業から業務委
託方式に変更している。しかし
人口の減少及び自動車の普及に
より、公共交通機関の利用者は
減少傾向にある中、利用者は伸
び悩んでいる。

　芦別市地域公共交通会議にお
いて、市内在住の委員を中心に
地域公共交通検討委員会を設立
し、平成28年10月から4路線7系
統としている本町循環路線やそ
の他の往復路線に見直しを行っ
て実施している状況について改
善点などの必要性について協議
していく。また、地域間幹線で
ある芦旭線についても改善点な
ど維持存続のため地域公共交通
検討委員会で協議するととも
に、関係する３市及びバス事業
者と協議していく。

　一部の循環方式の見直し実施
から1年と半年が過ぎたが、平成
29年6月16に開催した地域公共交
通会議の中で、現在行っている
運行体系が一部の市民から分か
りやすいとの声があるが、利用
者を確保するためにもこれまで
以上にバス利用の働きかけを行
う。また、芦旭線については、
関係する３市で協議を継続す
る。

現状

２ 生活・環境 ⑴ 都市基盤 ③ 交通体系の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

２ 生活・環境 ⑴ 生活環境 ② 自然環境の保全

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

-5/41-



<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

地球温暖化・省エネル

ギー対策推進事業

総務部 企画政策
課 まちづくり推
進係

市の全ての公共施設 本市は、各公共施設におけるエネル
ギー使用量の年間の合計が1,500ｋｌ
以上（原油換算）あることから、省エ
ネ法に基づき「特定事業者」の指定を
受けており、市総合庁舎をはじめとす
る各公共施設のエネルギー使用量の削
減及び二酸化炭素排出量の削減を図
る。

地球温暖化防止実行計画（事務事業
編）の推進、芦別市地球温暖化・省エ
ネ対策推進本部及び推進委員会の開
催、各公共施設等の省エネ診断の実
施、各公共施設の管理標準の策定など

20,760 Ａ

各公共施設におけるエネルギー
使用機器等の詳細な把握ができ
ていない。

省エネ法に基づき、各公共施設
の「管理標準」を整備する必要
がある。

エネルギー使用量の更なる削減
のため、省エネ・節電診断制度
等を活用した省エネルギー型照
明の導入等の検討や各公共施設
の管理標準の計画的な策定を進
めるとともに、それぞれの公共
施設で実施できる省エネを推進
する。また、芦別市公共施設に
おける省エネルギー型照明導入
基本方針に基づき、各公共施設
の省エネルギー型照明の導入を
促進する。

現状

ごみ収集事業 市民福祉部 市民
課 環境衛生係

・ごみを排出する者 ・市内全域をごみの収集日・収集地区
表に基づき円滑に収集することによ
り、清潔な生活環境を確保し、環境衛
生の向上を図る。

・ごみ収集車の適正な補修、更新
・ごみ収集業務委託業者による、適正
な収集業務の遂行の監理監督

101,197,064 Ａ

　①ごみ収集の要となる、ごみ
収集車について、計画的に更新
する必要がある。②分別間違い
のごみが残され、出し直しされ
ずに放置されるケースも多く、
衛生管理上問題のあるごみス
テーションも存在している。③
委託業者の見直しが５年毎に行
われるため、労働者が雇用不安
を抱えている。

　①使用年数等による計画的な
ごみ収集車の更新により、ごみ
収集に支障が生じないように努
める。②分別間違いがなくなる
よう、ごみの出し方について、
繰り返し広報等により啓発す
る。また、ごみステーションに
放置されたままのごみについて
は町内会等と連携を図り、問題
の解決に当たっていく。

　①ごみ収集車の適正な維持管
理に努め、計画的に更新してい
く。②ごみステーションに放置
されるごみが減らない状況が続
くようであれば、ごみステー
ション等に注意文書等を貼り、
搬出した者に注意喚起を促す。
③労働者の雇用不安を解消する
ための方策について検討してい
く。

現状

ごみ減量化推進事業 市民福祉部 市民
課 環境衛生係

市民 一般廃棄物の減量化の推進、適正な処
理、資源化及び再使用の促進を図る。

ごみ減量化、資源リサイクルの促進に
向け、諮問機関である芦別市廃棄物減
量等推進会議を開催する。

73,600 Ａ

　収集した資源ごみの中にリサ
イクルできない不純物が含まれ
る。

　今後も広報、環境だよりやイ
ベント回収などにより周知徹底
していく。また、廃棄物減量等
推進会議においてリサイクリー
ンを視察し、問題となっている
生ごみの中に鉄アレイや漬物石
等の遺物の混入により機械が破
損する事例について実態を把握
したことから、環境だよりにお
いて、生ごみへの異物混入を防
ぐため注意喚起を行う。

　より一層の一般廃棄物の減量
化の推進、適正な処理、資源化
及び再使用の促進を図る。

現状

ごみ処理センター運営管

理業務

市民福祉部 市民
課 環境衛生係

・ごみを排出する全世帯及び
企業

・芦別市ごみ処理センターの適正な維
持管理により、円滑な一般廃棄物（一
般ごみ、粗大ごみ）の埋め立て処分に
資する。

・ごみ処理センター施設・設備の適正
な維持管理
・ごみ処理センター管理業務等委託業
者による、適正な運営管理事務の遂行
の監理監督

33,924,745 Ａ
　施設開設後、２０年近くが経
過し、設備や機器の老朽化が進
んでいるため修繕・更新が見込
まれる。

　適正な維持管理により、施設
の設備や機器の使用に支障が生
じないよう、使用年数に応じ、
計画的な整備に努める。

　ごみの減量化を図るととも
に、施設や設備等の適正な維持
管理を図ることする。

現状

ごみ処理事業 市民福祉部 市民
課 環境衛生係

・ごみを排出する全世帯及び
企業

・ごみを適正に処理するため、指定専
用袋の作成・配送・保管、ごみステー
ションの設置補助、生ごみの広域共同
処理を行い、円滑なごみ処理事業に資
する。

・適正な指定専用袋の作成・配送・保
管、ごみステーションに対する設置補
助、三市二町による生ごみの広域共同
処理の継続により、円滑なごみ処理事
業に資する。

81,195,687 Ｂ

　生ごみの搬入量は昨年度とほ
ぼ同量であり、生ごみの更なる
減量化に努める必要がある。

　市民のごみ減量化に向けて、
コンポストの購入にかかる補助
に加え、電動生ごみ処理機につ
いても補助している。

　コンポスト等の購入補助金制
度をはじめ、ごみの減量化・資
源化（３Ｒ）を推進するため広
報等により発信していく。な
お、財政上の観点から、ゴミス
テーション等設置補助金につい
て見直しを検討する。

現状

資源ごみリサイクル推進

事業

市民福祉部 市民
課 環境衛生係

・ごみを排出する全世帯及び
企業

・芦別市資源ごみ保管施設の適正な維
持管理を行い、資源ごみをリサイクル
し資源の有効活用、ごみの減量化を図
る。

・資源ごみ保管施設・設備の適正な維
持管理
・資源ごみ保管施設管理業務委託業者
による、適正な運営管理事務の遂行の
監理監督
・資源ごみの適正な分別に係る広報や
現地指導

18,440,610 Ｂ

　資源ごみリサイクルの要とな
る、プラスチック製容器包装減
容機、空き缶プレス機、ペット
ボトル減容器等の機器について
老朽化が進んでおり、今後、更
新が必要となっている。

　適正な維持管理により、機器
の使用に支障が生じないよう、
使用年数に応じ、計画的な更新
に努める。

　さらにごみの減量化を図るた
め、新たなリサイクル資源を検
討するとともに、保管施設、機
器等の適正な維持管理を図る。

現状

新エネルギー利活用事業
総務部 企画政策
課 まちづくり推
進係

地域新エネルギービジョン
（平成２１年度策定）に基づ
く、木質バイオマス及び廃食
油の有効利用

環境基本条例及び環境基本計画に基づ
き、本市の豊かな自然環境を活用した
新エネルギーの有効利用を図る。

木質バイオマス及び廃食油の有効利用
のため事業化について検討を進める。

- Ｂ

木質バイオマスは、木質バイオ
マスボイラーの燃料となる木質
チップの原材料の確保が課題で
あり、廃食油については、人口
減少や飲食店の減少により回収
量の確保に課題がある中で、活
用方法を判断していくことが課
題である。

木質バイオマスボイラーの燃料
となる木質チップを安価で安定
的に供給できる体制を維持する
ため、木質バイオマス利用推進
協議会と連携し、国・道有林と
引き続き協力を得て林地残材等
を確保する。廃食油について
は、環境審議会等と連携しなが
ら事業化が可能か否かについて
判断する。

木質バイオマスはチップの製造
を行う民間事業者が平成２６年
度から事業を開始しているが、
引き続き、原材料の確保に向け
た支援に取り組む。廃食油につ
いては、環境審議会を開催する
中で、活用の是非についての方
向性を見出す。また、公共施設
ボイラー更新時における木質バ
イオマスボイラー導入方針に基
づき、既存ボイラーの更新時に
は木質ボイラーの導入を検討す
る。

現状

２ 生活・環境 ⑵ 生活環境 ① 自然環境の保全

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

斎場運営管理業務 市民福祉部 市民
課 環境衛生係

遺がいの火葬、汚物（えな、
産わい物）の焼却、身体の一
部の焼却を必要とする者

芦別市斎場の適正な維持管理により円
滑な火葬業務に資する。

火葬炉の定期点検、修繕等の適正な維
持管理
斎場管理業務委託業者による、適正な
運営管理事務の遂行の監理監督

24,373,063 Ｂ
　火葬業務の要となる、火葬炉
について、火葬中に故障等が生
じないよう、適正な維持管理を
継続して行う必要がある。

　火葬場設備に専門的知識をも
つ業者に委託していることか
ら、修繕箇所を早期に発見し、
計画的な修繕に努める。

　計画的に機器の更新を進め
る。また、高齢者の方が利用し
やすい環境（転倒防止等）を確
保できるよう整備する。

現状

墓地運営管理業務 市民福祉部 市民
課 環境衛生係

墓地を使用する市民（市内に
住所を有する世帯主）
※市長が特別の理由があると
認めるときは、市外に住所を
有する者であっても願い出る
ことができる。

墓地の適正な維持管理及び造成を図り
市民の需要に応える。

墓地の清掃等による適正な維持管理
市民の需要に応えた墓地の造成

3,794,454 Ａ

①年度により申込者数にばらつ
きがあり、需要を把握すること
が難しい。
②高齢化が進む中において、高
齢者に配慮した墓参しやすい環
境づくりが必要となっている。

①墓地の返還数や残数を把握
し、計画的に造成を行う。
②排水及びトラフ蓋の交換修繕
を行うことで安全性を確保する
など、適正な維持管理に努め
る。

①平成２６年度に桜ケ丘霊園に
おいて、自由墓地３３区画、規
制墓地４４区画を造成してお
り、今後の造成については、需
要の動向を見定めながら検討し
ていく。
②利用者のニーズを把握するな
ど利便性の向上に努めていく。

現状

公衆浴場確保事業 市民福祉部 市民
課 環境衛生係

公衆浴場を利用する者 住民の保健衛生上確保すべき公衆浴場
に必要な助成を行い、その経営安定と
廃業防止を図る。

公衆浴場に対する経営安定と廃業防止
のため、補助金を交付する。

6,939,340 Ａ

　入浴者の減少、燃料費の高騰
などにより経営が困難になって
きている。また、施設の老朽化
が進んでおり、修繕対応が必要
となっている。

　浴場利用組合の経営状況が非
常に厳しいことから、浴場経営
に大きな影響を与える燃料費に
係る補助金額を引き上げるた
め、補助率を「１０分の２以
内」から「２分の１以内」に改
正する。

　存続する公衆浴場の確保に向
けて、経営の安定化が図られる
よう、補助金の交付を継続し、
廃業防止に努める。

改善

環境衛生向上業務 市民福祉部 市民
課 環境衛生係

市民 動物の死骸の回収、有害ごみの回収、
地域墓地の草刈等環境美化の推進等に
より快適で衛生的な生活環境の確保に
資する。
犬の飼養者に対し、畜犬登録及び狂犬
病予防注射を行う等により適正な飼養
をするよう周知し、公共の安全の確保
に資する。

環境衛生業務委託業者による、適正な
業務の遂行の監理監督。
動物の死骸の回収、有害ごみの回収に
係る定期的な広報の実施。
有害ごみ回収店の確保。
犬の飼養者に対する、畜犬登録及び狂
犬病予防注射の接種等の周知徹底及び
市集合注射の実施。

4,356,851 Ａ

犬猫の糞の放置、野良猫への餌
やり等の苦情が寄せられてい
る。

犬の糞の持ち帰り看板の設置や
環境衛生だより等による広報活
動を通じて、市民のモラルに訴
える施策を展開、強化する。

委託業者との連携を深め、環境
だより等の広報活動により一層
の地域の生活環境の向上を図
る。

現状

し尿収集事業 市民福祉部 市民
課 環境衛生係

し尿及び浄化槽汚泥収集世帯 市内全域をし尿収集計画に基づき適正
に収集することにより、清潔な生活環
境を確保し、環境衛生の向上を図る。

し尿収集車の適正な補修、更新
し尿収集業務委託業者による、適正な
収集等業務の遂行の監理監督

65,332,798 Ｂ

①し尿収集車の適正な修繕、更
新を計画的に行う必要がある。
②委託業者の見直しが５年毎に
行われるため、労働者が雇用不
安を抱えている。

①現在、必要に応じた修繕を行
うとともに、計画的な更新に努
めている。

①し尿収集車の適正な維持管理
に努め、計画的に更新してい
く。②労働者の雇用不安を解消
するための方策について検討し
ていく。

現状

２ 生活・環境 ⑵ 生活環境 ② 環境衛生の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

移住・定住促進業務
総務部 企画政策
課 まちづくり推
進係

首都圏に居住する団塊世代等
の移住希望者と市民を対象と
する。

本市への移住・定住を促進し、交流人
口の増加を図ることで、地域活性化を
図ることを目的とする。

移住・定住を促進するため、受入体制
の整備充実、本市の恵まれた自然環境
と快適な生活環境の道内外に向けた積
極的な情報発信、空き地・空き家情報
を収集、発信する。また、市内に住宅
を新築・購入した市民に奨励金を交付
することにより、定住を促進し、地域
のコミュニティや経済の活性化を図
る。

13,226,686 Ａ

少子高齢化の進行等に伴う人口
減少により、地域活力が失われ
る中、首都圏を中心に「団塊世
代」のみならず、若年層を含
め、地方への移住や二地域居住
などの志向が高まっている。こ
の様な志向に対応するため、移
住希望者のより具体的なニーズ
を把握するとともに、そのニー
ズに対応した環境づくりをどう
進めるかが課題である。

①直接的に移住者の確保に結び
つけるため、「地域おこし協力
隊」の制度を活用して人材を誘
致する。②北海道、北海道移住
促進協議会、市内関係団体・企
業との連携を図る。③住宅の新
築・購入者に対する「持ち家取
得奨励金」を交付する。④「空
き家・空き地情報バンク」など
移住・定住情報を発信する。⑤
首都圏ＰＲ事業に積極的に参加
する。

①農業の担い手確保など、基幹
産業の振興等によるまちづくり
などを推進するため「地域おこ
し協力隊」の制度を活用し、人
材を誘致と移住者の確保を図
る。②移住者の誘致に向け、首
都圏ＰＲ事業を推進し希望者へ
アプローチする。③持ち家取得
奨励金制度の活用により、定住
を促進する必要があるが、財政
上の観点から当制度のあり方に
ついて検討する必要がある。

現状

移住・定住促進業務 市民福祉部 市民
課 市民年金係

芦別市に住所を有する者で結
婚又は出産したもの

芦別市定住促進条例に基づき、市民の
人生の節目のお祝いとして、結婚祝品
及び出産祝品を贈呈し、市民の定住を
促すものである。

結婚一組及び出産一子につき、１０万
円分の市内限定商品券を贈呈する。

6,503,834 Ｂ

平成２４年度の制度開始時と比
較して利用者は減少しており、
少子化対策や移住定住対策とし
てのＰＲ効果はあるものの実績
は伴っていない。

市民に対しては、市民課窓口に
おける婚姻届用紙の配付及び婚
姻届受理並びに出生届の受理の
際に、制度に係るチラシを配布
し説明することで周知を進め
る。また、移住者・定住者の誘
致活動を行う際に制度について
ＰＲする。

少子化対策や移住定住対策とし
て効果はあるものの、財政上の
観点から結婚出産祝品事業のあ
り方について検討する必要があ
る。

現状

移住・定住促進業務 経済建設部 農林
課 農政係

首都圏に居住する団塊世代等
の移住希望者と市民を対象と
する。

本市への移住・定住を促進し、交流人
口の増加を図ることで、地域活性化を
図ることを目的とする。

移住・定住を促進するため、受入体制
の整備充実、本市の恵まれた自然環境
と快適な生活環境の道内外に向けた積
極的な情報発信、空き地・空き家情報
を収集、発信する。また、市内に住宅
を新築・購入した市民に奨励金を交付
することにより、定住を促進し、地域
のコミュニティや経済の活性化を図
る。

729,900 Ｂ

　本市農業における従事者の高
齢化の進行と後継者不足は喫緊
の課題であり、特に、労働力を
必要とするメロン等の施設園芸
作物の栽培面積減少が大きな課
題となっている。

　直接的な移住者の確保と地域
農業の担い手の確保をめざし、
地域おこし協力隊の制度を活用
して人材を育成する。

　メロン生産組合と協議しなが
ら、まちづくり推進係と連携し
て農業部門の地域おこし協力隊
員の募集を検討する。また、通
常の新規就農者の誘致活動とし
て就農相談会だけでなく移住・
定住相談会への参加を検討し、
農業に興味を持つ相談者への積
極的な対応を図る。

現状

移住・定住促進業務 経済建設部 農林
課 林務係

地域おこし協力隊 本市への移住・定住を促進し、交流人
口の増加を図ることで、地域活性化を
図ることを目的とする。

移住・定住を促進するため、受入体制
の整備充実、本市の恵まれた自然環境
と快適な生活環境の道内外に向けた積
極的な情報発信、空き地・空き家情報
を収集、発信する。また、市内に住宅
を新築・購入した市民に奨励金を交付
することにより、定住を促進し、地域
のコミュニティや経済の活性化を図
る。

2,771,139 Ａ

　一般住民等の森林・林業への
理解度は高まってきているが、
さらに理解を深める必要があ
る。特に、林業の現場における
作業内容及び森林の多面的機能
について広く周知しなければな
らない。

　元気森森まつりや、一般住民
を対象とした市独自のイベント
開催により、森林・林業への理
解度を深める。また、空知地域
林業担い手確保推進協議会の
ワーキンググループ員として林
業担い手の育成・確保に向けた
取組を実施する。

　市独自のイベント開催につい
ては、北海道の担当部署と連
携、協力を得ながら自然を生か
した体験型イベントの開催を検
討する。また、林業等の担い手
対策として、ＳＮＳを利用した
情報発信を継続的に実施してい
く。なお、地域おこし協力隊に
ついては、平成31年６月をもっ
て任期満了となるが、引き続き
本市に定住できるよう、就業先
の斡旋や自立に向けたサポート
を行う。

現状

移住・定住促進業務
教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

首都圏に居住する団塊世代等
の移住希望者と市民を対象と
する。

本市への移住・定住を促進し、交流人
口の増加を図ることで、地域活性化を
図ることを目的とする。

移住・定住を促進するため、受入体制
の整備充実、本市の恵まれた自然環境
と快適な生活環境の道内外に向けた積
極的な情報発信、空き地、安き家情報
を収集、発信する。また、市内に住宅
を新築・購入した市民に奨励金を交付
することにより、定住を促進し、地域
のコミュニティや経済の活性化を図
る。

6,177,889 Ａ

スポーツ部門の地域おこし協力
隊に求めるスポーツ合宿・大会
誘致による交流人口の増加につ
いては、社会体育施設に空きが
なく新規の合宿等を受入が困難
な状況にある。

地元スポーツチームが参加する
大会において技術指導を行うと
ともに、大会参加チームの指導
者に対し誘致活動を積極的に行
う。
また、社会体育施設担当職員と
の連携を図り、施設予約を効率
的に調整し、限られた施設予約
時間の中であっても新規合宿等
の受入できるよう努める。

平成３０年８月３１日付けでス
ポーツ部門の地域おこし協力隊
が退任し、新たな地域おこし協
力隊の採用は予定していないこ
とから、スポーツ部門の本事業
は終了するが、事業終了までの
期間においては、市民へのス
ポーツ指導、合宿等の誘致に向
けた活動を実施する。

縮小

２ 生活・環境 ⑵ 生活環境 ③ 住宅環境の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

市有住宅管理業務 経済建設部 都市
建設課 住宅係

市及び関連職員のための住宅
（市共済住宅等）及び市内の
事業所等に勤務している若年
単身者のための特定公共賃貸
住宅（渓水団地）の入居者及
び入居予定者を対象とする。

市有住宅（市及び関連の職員住宅及び
特定公共賃貸住宅）の適正な維持管理
を目的とする。

市有住宅（市及び関連の職員住宅及び
特定公共賃貸住宅）の維持管理を適正
に行い、入居者の利便性の向上と住環
境の充実を図る。 1,544,240 Ａ

　特定公共賃貸住宅（渓水団
地）の空き家戸数は平成３０年
３月末現在で７戸で、年度末は
企業の人事異動等により一時的
に空き家が減少する傾向にあ
る。

　入居募集については、引き続
き「広報あしべつ」に入居募集
記事を掲載していくことが必要
である。なお、平成３０年度よ
り指定管理者制度を導入し、民
間事業者による管理を行う。

　市内の若年勤労者及び事業所
に対する広報活動を充実させ、
入居者の確保に努める。また、
指定管理者制度導入による民間
業者の管理業務に対し指導、監
督を行う。

改善

公営住宅管理業務 経済建設部 都市
建設課 住宅係

市営住宅施設及び住宅に困窮
する低額所得者

公営住宅等に入居を希望する人に対
し、低廉で良質な公営住宅を提供する
とともに適正な住宅管理を行うことに
より、入居者が快適で安全・安心な生
活を送ることができる機能の維持を図
る。

維持管理に関する事務として、入居者
からの連絡による修繕の他、計画修繕
により適正な管理を実施する。
家賃に関する事務として、滞納者への
催告等の方法により、適正な家賃収納
管理を行う。
入居に関する事務として、空き家が発
生した場合、速やかに修繕を行い、待
機している入居予定者に住宅を斡旋す
る。

86,078,338 Ａ

　公営住宅の需要実態と入居可
能な希望住戸の提供の調整を図
り、計画的に修繕を行うこと
で、公営住宅の適切な維持管理
を行う必要がある。頼城地区及
び西芦別地区の改良住宅は、地
区の人口減少により空き家が増
加しており、また老朽化が著し
く維持管理に支障をきたしてい
る。

　平成２６年３月に策定した
「住生活基本計画」及び「公営
住宅等長寿命化計画」の見直し
を行い、修繕、建替え等を推進
する。頼城及び西芦別地区の改
良住宅は、再編事業（移転集
約、用途廃止）によりコンパク
トな住環境の提供を図る。な
お、平成３０年度より指定管理
者制度を導入し、民間事業者に
よる管理を行う。

　平成３０年度に見直しをする
「住生活基本計画」及び「公営
住宅等長寿命化計画」により公
営住宅の整備及び維持管理を行
う。また、指定管理者が効率的
かつ効果的に管理業務を行うこ
とができるよう指導等を行う。

改善

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

公共下水道維持管理業務 経済建設部 上下
水道課 業務係

下水道を使用している市民及
び事業所等

都市基盤である下水道施設の維持管理
業務を計画的に行い、施設の機能を確
保するとともに延命化を図る。

下水道施設の計画的な点検、調査を実
施し、修繕等について早期に対処す
る。

31,831,301 Ａ

　少子高齢化や人口減少時代の
到来、節水型社会への変化等の
社会経済要因を踏まえ、限られ
た財源の中で施設の老朽化等に
対する長寿命化や、効率的かつ
計画的な施設の更新を行い、経
営を安定させていくことが課題
となっている。

　将来にわたって安定的に事業
を継続していくための中長期的
な基本計画として、平成28年度
に策定した「芦別市流域関連公
共下水道事業経営戦略」に基づ
き、マンホールポンプ所の保守
点検や管路施設調査清掃等によ
り、補修箇所の早期発見に努
め、修繕をすることで長寿命化
を図る。

　経営戦略の進捗管理を毎年度
行うとともに、各種委託業務の
内容を精査する等、効率的な維
持管理に努め、将来的な公営企
業法の適用に向けた検討を進め
る。
　また、下水道事業への理解を
深める契機として、平成28年度
から行っている「マンホール
カード」を活用したＰＲ等も継
続して進める。
　なお、財政上の観点から、水
洗便所等改造資金利子補給金に
ついて見直しを検討する。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

カナディアンワールド公

園管理運営業務

経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

市民、観光客 観光施設や観光資源の有機的な結合と
適切な施設等の維持管理により、自然
豊かな本市の地域イメージである「星
の降る里」にふさわしい魅力的な施設
として集客を図る。

カナディアンワールド公園の適切な整
備及び維持管理をする。

14,010,522 Ｃ

園内各施設の老朽化が進んでお
り、芦別市公共施設等総合管理
計画で「大規模な改修が必要と
なった時点で廃止」としている
こと。また、平成３０年２月に
芦別市行政改革推進委員会から
市に対して「借入金の返済や維
持管理費に加えて、施設の老朽
化に伴い、さらに修繕費が増加
していくことが見込まれること
から、存続すべき施設ではない
と思われる」との提言を受けて
いることから、公園の運営に関
して早期に方向性を示す必要が
ある。

平成３０年度に各施設の老朽化
の状況を点検したところ、軒や
柱、外壁など腐食が進んでいる
施設が多く、そのすべてを修繕
した場合多額の費用がかかるこ
とが判明したため、テナントで
使用している施設で必要最低限
の補修を行い、来園者の安全を
確保する。

今後も施設を継続して開設して
いくためには、多額の改修費用
を要することから、平成３１年
度をもってカナディアンワール
ド公園を閉園することとする。

現状

２ 生活・環境 ⑵ 生活環境 ③ 住宅環境の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan）

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

２ 生活・環境 ⑵ 生活環境 ⑤ 下水道・排水施設の充実

２ 生活・環境 ⑵ 生活環境 ⑥ 公園・緑化の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

-9/41-
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

公園管理業務 経済建設部 都市
建設課 土木係

市民 市民が安心して憩うことのできる公園
整備と安全管理を目的とする。

市民が安心して利用できるように公園
遊具の日常点検や有資格者による定期
点検の実施。また、市民が憩える空間
を確保するために公園施設の清掃や草
刈り、公園樹のせん定などの維持管理
と法で定められている公園台帳の整備
を行う。

69,197,036 Ａ

　本市が管理している公園は58
公園あり、そのほとんどが建設
年数が30年以上経過しているこ
とから、施設や遊具の老朽化が
著しい状況である。
　また、遊具の管理や公園樹木
の剪定等を実施する必要があ
る。

　日常的な安全点検、定期的な
草刈りやごみ拾い、計画的な樹
木の剪定を実施する。

　芦別市公園長寿命化計画、芦
別市公園再整備計画に基づき、
施設の補修や遊具の更新、花の
植栽を行う。
　また、地域のニーズに合わせ
公園の廃止を含めた再整備を検
討する。

現状

緑化推進事業 経済建設部 都市
建設課 土木係

市民 地域で花や植物等を育て慈しむ心を通
じて、人間社会における「思いやりの
心」を養うことを目的とする。

「花いっぱい運動」で、町内会などの
各種団体に協力依頼し植樹桝等に植え
る花の苗の育成をする。また、北海道
開発局の事業である「フラワーロード
３８」、空知総合振興局の事業である
「ふれあいの街クリーン事業」と連携
した取組を推進する。

13,487,839 Ｂ

　芦別市花と木・緑化推進事業
計画に基づき、道路沿線や各公
共施設に花を植栽し市民の協力
もあり景観整備を進めている
が、植栽後の草取りなどの管理
が課題である。

　植栽後の管理について、関係
機関と調整を行い草取り等を適
正に実施できるよう協議する。

　「芦別市花と木・緑化推進事
業計画」に基づき事業を推進す
る。
　平成２９年度に、旭地区の山
の斜面を利用して試験植樹を実
施した「モミジ」、「エゾヤマ
ザクラ」の生育状況の定期観察
し、植樹計画の検討を行う。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

防災業務 総務部 総務課 総
務防災係

市民の生命・財産 市町村は、「災害対策基本法」第42条
に基づき、市民の生命と財産を災害か
ら守るための災害対策を定める「地域
防災計画」の策定が義務付けされ、適
宜、必要に応じ修正を行ってきた。災
害予防、災害応急及び災害復興対策ま
での一連の対策を迅速かつ円滑に行う
ための備えや体制強化を推進する必要
がある。

国、北海道の上位計画との整合性を図
るため、適宜、本市の地域防災計画の
修正を行うとともに、計画で定める防
災対策などを実施する。町内会を単位
とする自主防災組織の設置促進及び防
災活動マニュアルの作成。防災関係機
関、団体、企業等との防災協定締結の
促進。災害備蓄品配備計画（非常食・
資機材など）の作成及び計画に基づく
備蓄品の備蓄配備の促進

705,783 Ａ

災害時における行政の災害対応
には限界があることから、自主
防災組織の設置を促進する必要
があるほか、災害協定の促進、
避難所運営マニュアルの作成、
避難行動要支援者名簿更新、計
画的な災害備蓄品の整備などを
計画的に推進する必要がある。

地域防災計画の修正、登録制
メールの加入促進及び備蓄品の
購入など、災害時における体
制・対応強化等を進めるほか、
本市全体の防災力を高めるため
の各種マニュアルの作成、自主
防災組織の設立促進と防災活動
の支援など、災害に備えた危機
管理体制の強化充実を図る。

防災訓練や防災講座を実施し、
市民の災害への意識高揚を図る
とともに、各種マニュアル（防
災ガイドブック、防災ハンド
ブック（土砂災害）等）を作成
し、市民が安心して生活できる
防災対策と環境づくりを推進す
る。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

河川維持管理業務 経済建設部 都市
建設課 土木係

市民 快適、安全な河川環境の創出により、
河川を適正に利用できるとともに、流
域の安全確保することを目的とする。

河川の災害を未然に防ぐため、継続的
な監視パトロールや関係機関との情報
交換を密にし、安全確保に努めるとと
もに、危険箇所の改修を行う。

4,169,569 Ａ

　本市が管理する普通河川及び
準用河川は８９箇所あり、その
総延長は451.2㎞である。
　近年、集中豪雨等の影響で被
害を受けた河川の早急な対応が
必要である。

　河川パトロールを強化し危険
個所を把握し、計画的な工事・
修繕などで対応する。

　河川パトロールの結果を基に
特に危険と思われる河川につい
ては、速やかに必要な対応を図
る。
　また、それ以外の河川につい
ては定期的な巡回を行い、事前
に危険な個所を把握し維持管理
に努める。

現状

２ 生活・環境 ⑶ 生活環境 ② 自然環境保全

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

２ 生活・環境 ⑶ 安全・安心な生活 ① 消防・防災対策

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

２ 生活・環境 ⑵ 生活環境 ⑥ 公園・緑化の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

除排雪事業 経済建設部 都市
建設課 土木係

市民 冬期間の降雪による交通の制約を軽減
し、安全・安心・快適な冬の暮らしを
提供することを目的とする。

除排雪計画に基づいた除排雪業務の適
切な実施と、作業効率の低下した除雪
機械の計画的な更新、更にオペレー
ターの確保に向けた委託業者との連携
を強化し、安定的で効率的な除排雪業
務を推進することで維持管理経費の抑
制を図る。

328,542,694 Ａ

　除排雪計画に基づき作業を実
施し一定水準の道路環境は維持
されているものの、降雪状況に
より市民要望が多様化してい
る。

　芦別道路維持管理協同組合に
除排雪作業を委託しているが、
市と組合が連携を図りながら現
状を把握し、多様化する市民要
望に対応していくこととする。

　除排雪機械を計画的に更新す
る。
　また、除排雪事業に携わる人
材の確保と育成を図り、将来を
見据えた効率的な作業体制の整
備と強化に努める。
　なお、財政上の観点から、融
雪施設設置費補助金及び融雪施
設設置資金利子補助金について
見直しを検討する。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

交通安全対策事業 市民福祉部 市民
課 生活交通係

市民及び芦別市交通安全対策
推進協議会本部・芦別交通安
全協会・芦別市交通指導員会
等

　市内における交通安全の確保、交通
事故抑止、特に「交通事故抑止」を目
的として事業を効果的に推進し、運転
者の各事業及び一般家庭道徳と交通文
化の進展に寄与することを目的とす
る。

国・道・警察等の行う交通安全の安全
に関する施策に計画段階から市民が参
加できる仕組みづくり、市民が主体的
に行う交通安全総点検、地域における
その特性に応じた取組み等により、参
加、協働型の交通安全活動を推進す
る。

4,077,066 Ａ

芦別市においては、高齢化率が
著しく高く、高齢者自らが交通
安全運動を実践できるよう効果
的な広報・啓発活動を継続して
実施していく必要がある。

芦別市交通安全対策推進協議会
本部を中心に、老人クラブ連合
会などを通じて、広報・啓発活
動を実施したり、交通安全運動
に参加してもらうことにより、
交通安全意識の高揚を図る。

交通事故を減少させるために
は、何より自らの意識改革が必
要であり、そのためには交通安
全教育をはじめ、有効な事業内
容の検討を行い、今後も関係団
体と連携を図り、各種交通安全
対策を積極的に推進していく。

現状

地域社会浄化事業 市民福祉部 市民
課 生活交通係

市民 犯罪を抑止するため、市民（地域）の
防犯力（市民の防犯意識の普及啓発、
防犯体制の強化）を高める。

市民の防犯意識の普及啓発を図るため
の講演会等の開催、地域の防犯体制を
強化するための取組み（地域パトロー
ル活動、防犯灯の維持管理及びＬＥＤ
防犯灯交換工事、電気料の補助、防犯
カメラの設置）。

5,328,897 Ａ

防犯への取組を推進するために
は、犯罪の被害者となりやすい
社会的な弱者である幼児・障が
い者等に対する防犯力の強化や
犯罪の発生を未然に防ぐ地域づ
くり（防犯灯、防犯カメラの設
置等）が必要である。

防犯への取組は、市民一人ひと
りが自分のこととして考える
「自助」が基本であるが、「共
助」という町内会等の地域的なｻ
ﾎﾟｰﾄ力を高めることも必要であ
り、市が先頭に立って防犯都市
宣言を推進する会の構成団体等
と連携を図りながら、今後も継
続して防犯に効果的な各種施策
や啓発を実施する必要がある。
なお、抑止力効果を高めるた
め、市有施設等に防犯ｶﾒﾗの設置
及び防犯灯のLED化を推進するこ
とで防犯への取組を行っていく
必要がある。

　防犯への取組は、市民、事業
者、関係団体と協議しながら、
防犯都市宣言や条例に沿った全
市的な取組みを進めていくこと
とし、防犯カメラについては、
抑止力効果を上げるため、市有
施設等に設置することで犯罪等
を未然に防ぐ効果を高める。ま
た、将来に向けて地域団体や事
業者等への防犯カメラ設置に係
る助成及び運用について研究を
進める。なお、財政上の観点か
ら、防犯灯の電気料補助金につ
いて見直しを検討する。

現状

空き家等対策事業 市民福祉部 市民
課 生活交通係

市民 　管理不全な空き家等への対応を図
る。

　平成25年度に制定した空き家等対策
条例に基づき、管理不全な空き家の所
有者等に対し、助言・指導・勧告等を
行い空き家の改善を求める。また、所
有者不明物件は市が必要最低限の緊急
安全措置を行う。

507,840 Ａ

　老朽化した空き家が適切に管
理されていないことにより、防
災、防犯、景観などの市民の生
活に深刻な影響を及ぼしてい
る。また、管理不全な空き家は
増加傾向にあり、その中でも所
有者不明（相続放棄物件）の空
き家や修繕解体する費用を出せ
ない所有者への対応が今後の課
題となっている。

　管理不全空き家の抑制を図る
ため、ホームぺージや広報で空
き家等の活用方法や放置空き家
による地域住民への影響などを
周知するとともに、窓口に来ら
れた市民に対し、「芦別市空き
家・空き地情報バンク登録者募
集」のパンフレットを渡し、管
理不全空き家を増やさない取組
を実施していく。また、関係部
署による庁内検討会を開催し、
「空家等対策の推進に関する特
別措置法」第５条に基づく国が
定めた基本的な指針に即した本
市における「空家等対策計画」
の策定に向けて、空き家等に関
する対策を総合的かつ計画的に
取り進めていく。

　空き家の適正管理を促すた
め、空き家等の有効な活用方法
や放置空き家による影響などを
市民へ周知・啓発するととも
に、空き家対策を進めるために
基本計画を策定する。

改善

２ 生活・環境 ⑶ 安全・安心な生活 ④ 交通安全・防犯対策

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

２ 生活・環境 ⑶ 安全・安心な生活 ③ 除排雪対策

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

消費者対策事業 市民福祉部 市民
課 生活交通係

市民  　消費者が安全・安心な暮らしがで
きるように、暮らしに役立つ情報等を
提供する。

　悪質な詐欺等の被害を未然に防ぐた
め、暮らしに役立つ情報を提供する。

2,996,897 Ａ

　日々巧妙化する悪質な詐欺な
どの消費生活に関する問題に対
する素早い対応が課題となって
いる。

　全国消費生活ネットワークシ
ステムなどを通じて、様々な情
報を収集し、消費者に伝えてい
くこととする。

　研修会などでの啓発により、
日々巧妙化する消費生活に関す
る問題、情報等を市民へ情報提
供していく。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

農業経営基盤強化促進事

業

経済建設部 農林
課 農政係

農業者 近年の農政事情である高齢化、担い手
不足などの様々な問題に対処するた
め、経営感覚に優れた効率的かつ安定
的な農業経営者を育成し、本市の農業
を担う農業経営体の確保を図ることを
目的とする。

芦別市担い手育成総合支援協議会を中
心とした各種助成事業や農業経営改善
計画の立案・指導により、担い手の育
成・確保を図るとともに、農業関係資
金の融通等による助成措置等で農業経
営の安定を図る。また、農地利用集積
円滑化事業等を活用し、認定農業者へ
の農地の利用集積を図る。 2,540,919 Ｂ

　農家戸数が減少する中で、農
地の流動化がさらに進むことに
より、認定農業者に集積される
農用地が増加しており、受け皿
としての余力を確保する観点か
らも、機械、施設等の設備投資
への支援が必要となっている。

　認定農業者の経営基盤が安定
するように、引き続き関係機
関・団体と連携して効果的な農
地の集積を進めることとし、規
模拡大により効率的かつ安定的
な農業経営の育成・確保を図
る。

　平成２９年５月に農業振興条
例を改正して支援制度の見直し
を行ったことから、制度の有効
活用により認定農業者を中心と
した担い手の育成確保を図る。
特に「芦別市版総合戦略」に掲
げる花き、メロンの生産額維持
に向けて、これまでのハウス助
成だけでなく、ソフト面で生産
者の取組を助長する支援をす
る。なお、財政上の観点から、
営農改善事業資金のメニュー見
直しと利子補給期間の見直しに
より事業費の圧縮を図る。

現状

農業担い手対策事業 経済建設部 農林
課 農政係

認定農業者、新規就農者及び
受入指導農業者

将来の本市農業を支える経営感覚に優
れた農業者の確保・育成を図り、農業
振興と農村地域の活性化を目指す。

農用地の利用集積を推進するととも
に、将来、本市において就農すること
を志して高校・大学等に在学している
者に対する修学資金の貸付及び新規就
農者の定着に必要な助成を行う。

6,388,625 Ｂ

　高齢化や後継者不足による農
業従事者の確保が喫緊の課題で
ある。

　農業後継者からの相談や新農
業人フェアへの参加などを通し
て、Uターン就農者や新規参入者
が効果的に活用できるよう制度
のPRや効果的な運用を図る。

　農業担い手育成条例における
制度体系を見直して、従来の地
域おこし協力隊、Uターン後継
者、新規参入者を柱とする担い
手の育成過程に対応した政策支
援を継続し、国、道、市の制度
を組み合わせた中で、関係機
関・団体が一体となって担い手
の育成を行えるように体制づく
りも並行して行う。
　なお、財政上の観点から、農
業経営基盤確立借入金償還利子
補給事業補助金について見直し
を検討する。

現状

中山間地域等直接支払事

業

経済建設部 農林
課 農政係

農業生産条件が不利な地域と
その地域に住む農業者

中山間地域等の耕作放棄地発生防止及
び多面的機能の維持を図る。

耕作放棄地の発生を防止し、適正な農
業生産活動等の維持管理を通じて、中
山間地域等の多面的機能の維持を図
り、生産条件の不利を補うため、中山
間地域等への支援をする。 202,951,466 Ａ

　本事業を活用し農業生産活動
を何とか継続しているが、農業
従事者の高齢化、地域の過疎
化、後継者不足などの課題が多
い。

　本事業を継続し、耕作放棄地
の発生を防止するとともに、後
継者及び新規就農者の育成、農
地所有適格法人等による農業経
営の推進、集落内の農業支援体
制の確立を図る。更には新規作
物の導入による集落の活性化を
推進する。

　今後も本事業により中山間地
域の生産条件の不利地の集落が
行う、耕作放棄地発生防止、農
業施設の維持、多面的機能の増
進、農地保全活動に対し支援を
行い、農業生産活動の維持を図
る。

現状

３ 産業・経済 ⑴ 農林業 ① 農業の振興

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

２ 生活・環境 ⑶ 安全・安心な生活 ⑤ 消費者対策

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

農業振興対策事業 経済建設部 農林
課 農政係

農業者、農業関係団体等 農業振興対策全般について、次の事項
を中心に施策の展開を図る。　①経営
所得安定対策　②農業技術の普及　③
消費者との交流による生産意欲の高揚
推進　④都市との交流　⑤意欲ある多
様な経営体の育成・確保　⑥農商工連
携に向けた体制づくり

生産地としての情報発信、生産者によ
る販売促進ＰＲ活動及びグリーンツー
リズム推進活動。地域協議会全体での
新たな農業政策（経営所得安定対策）
への対応を図る。また、農商工連携に
向けた、民間主体の組織づくりに向け
た調査・研究を実施。

9,520,922 Ａ

　民間主導により設立された
「食農産業推進協議会」（平成
24年度設立）と引き続き連携を
図りながら、農業の振興を含め
た農商工連携に向けた取組を促
進していくことが必要である。
併せて、農業者が主体的に取り
組むために生産組合による産地
ブランド化に向けた取り組みを
促す必要がある。
　また、本市の農業振興を図る
上で、重点的に国の政策支援を
受けて地域農業の中核となる
「認定農業者」の育成が重要と
なるが、高齢化と後継者不足に
より漸減の方向にあり、確保に
向けた取り組みが必要である。

　改正した農業振興条例の支援
メニューを活用して水稲、メロ
ン、花きの産地ブランド化や特
産物の開発支援を行い付加価値
の向上をめざした自主的な活動
を促す。
　また、認定農業者の育成・確
保を図るため、農産物の付加価
値増、生産コストの低減に対す
る取り組みに支援を行う。

　食農産業推進協議会による日
本酒「あしべつだけ」の育成と
定着、生産組合による産地ブラ
ンド化に向けた種々の取り組み
を推進し、地域経済の活性化を
図る。
　また、認定農業者の減少を緩
やかなものにし、農業生産の維
持をめざすため国、道の政策支
援を活用して認定農業者の育
成・確保を図る。

現状

多面的機能支払事業 経済建設部 農林
課 農政係

農業振興地域の農用地区域に
おける活動組織

農業生産活動を通じて農地の多面的機
能の維持を図る。

農業者を中心として地域住民を含めた
活動組織を結成し、農用地、水路、農
道等地域資源の適正な維持管理を行
う。 47,205,211 Ｂ

　農業従事者の高齢化等によ
り、個人のみの努力では農用地
の保全並びに農業施設等の現状
維持が非常に厳しい状況であ
る。

　認定農業者や農地所有適格法
人への農地集積の推進や地域ぐ
るみでの共同活動等により、農
用地の確保及び農業施設等の維
持を行う。

　農業者をはじめとした地域の
活動組織が地域の農用地を保全
することで、地域全体で農地を
守っていくという意識の高揚
と、農地が持つ多面的機能の発
揮が期待できる。

現状

畜産業振興事業 経済建設部 農林
課 農政係

市内酪農家及び家畜飼養者 安全・安心な畜産物を消費者に供給す
るため、家畜衛生対策の推進及び畜産
農家の経営安定を図る。

家畜診療事業、家畜伝染病の予防事
業、酪農施設（堆肥舎）の整備補助及
び債務負担整理に関する負担減を行
う。 450,000 Ｂ

　近年、畜産農家戸数が減少
し、高齢化と後継者不足が進み
市内酪農家数の維持が困難な状
況である。

　酪農経営の安定や食の安全を
確保するための施策を継続し、
今後の状況に応じて必要な措置
を講ずる。

　飼料価格高騰や適正な乳価の
確保といった課題に対応するた
め、国の配合飼料価格安定制
度、加工原料乳生産者補給金制
度を活用して生産体制の維持と
畜産農家数の維持を図る。

現状

土地改良事業 経済建設部 農林
課 農政係

農業者 農業基盤整備により土地改良を行い農
業を継続できる環境を整える。国営施
設及び農業用施設を整備・維持管理を
することで安定した農業経営を推進
し、農業競争力の強化を図る。

地域の実情に応じた農地・農業水利施
設等の整備を農業基盤整備促進事業で
実施し、生産効率の向上を図る。土地
改良区と連携をして、安定的な土地改
良施設の管理体制の強化を図る。 6,401,700 Ｂ

　農業水利施設の老朽化が進ん
でいるが、施設の管理水準の確
保が必要である。土地改良によ
る品質向上や経営規模拡大が必
要とされる。

　計画的な施設の修繕を実施し
長寿命化を図る。管理体制整備
の強化に向けた目標を設定し継
続して取り組む。基盤整備によ
る生産条件の向上を図り湿地の
解消、区画の拡大等で課題解決
につなげる。

　今後も農業生産基盤の国営施
設、農業水利施設を維持管理す
る土地改良区に対し、農業水利
施設に有する多面的機能等の発
揮、環境や安全に配慮した適切
な管理水準の確保のための支援
を行う。基盤整備を促進し生産
条件の向上を支援する。

現状

３ 産業・経済 ⑴ 農林業 ① 農業の振興

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

林業振興等業務 経済建設部 農林
課 林務係

市内民有林、林業関係機関・
団体、森林作業員

市内民有林林業を振興し、森林の維
持・増進を図るとともに、専門的な職
業能力を有する林業担い手を育成・確
保するための人材養成機関の設置に向
けた取り組みを行う。また、森林整備
に不可欠な森林作業員の就労の長期
化・安定化を図る。

市内民有林業の振興のため、関係機
関・団体との連携を図り必要な経費を
負担する。また、芦別市内に人材養成
機関である林業学校の設立・誘致の活
動に対する経費及び森林作業員の確保
に向けた森林整備担い手対策推進事業
に要する負担金を負担する。

22,836,021 Ａ

　崕山の自然保護活動を行うた
めに入山制限をしているもの
の、高山植物の盗掘目的での無
断入山が問題となっている。ま
た、期成会については、北海道
が（仮称）北海道立林業大学校
の設立を表明したことから、芦
別市に林業大学校の拠点施設の
誘致または地域拠点についての
検討を行う必要がある。

　高性能林業機械等の導入によ
り効率的な施業を促すととも
に、北海道が実施する林業体験
を活用し新規就労者の確保を図
る。また、崕山自然保護ボラン
ティアをはじめとした関係団体
の協力を得て、盗掘を防ぐため
の地道な巡回活動を実施する。
木質バイオマス事業の活性化に
ついては、チップ製造事業者の
育成を目的とした助成を行うと
ともに、原材料の安定的な確保
のために植栽した試験林の整備
を行う。林業大学校について
は、北海道から講義や実習を行
う拠点の設置場所等の考え方が
示され、本市は「講義拠点」と
して位置付けられたが、北海道
が平成30年度中に策定する基本
計画に「実習拠点」としても位
置付けられるよう引き続き、期
成会と連携した活動を行う。

　崕山については、巡回活動を
継続し高山植物の回復を待つ。
また、木質バイオマス事業の活
性化については、チップ製造事
業者の育成を目的とした助成を
行うとともに、原材料の安定的
な確保のために植栽した試験林
の整備を行う。

現状

民有林振興対策事業 経済建設部 農林
課 林務係

森林所有者 市内民有林林業の振興、市内一般民有
林における森林整備を計画的に推進す
る。

市が計画した森林整備事業を実施した
森林所有者に対して、費用の一部を補
助する。

7,913,202 Ａ

　計画を進めるうえで、森林所
有者への周知が困難な「不在村
森林所有者」への対策が課題と
なっている。

　不在村森林所有者対策に向け
て、各関係機関の協力を得なが
ら広く事業を周知させるために
「ふるさと森林相談会」に参加
することで、より一層の事業の
推進を図る。

　広く森林所有者に事業を周知
させ、計画的な林業振興及び森
林整備を推進していくととも
に、整備放棄森林の解消を目指
す。

現状

猟政業務 経済建設部 農林
課 林務係

農林業関係者、市民 有害鳥獣と野生鳥獣による農林業並び
に生活環境に係る被害防止、人間と動
物が共存できる環境づくりを推進す
る。

住民からの要請及び情報に対して、関
係機関・団体との連携を図り、捕獲・
保護及び防除を行う。

12,649,402 Ｂ

　有害鳥獣と野生鳥獣による農
林業被害の低減、生活環境に係
る被害防止、人間と動物が共存
できる環境づくりが進められて
いるものの、農林業への被害が
引き続き認められている。

　芦別猟友会や道、または近隣
市町と連携し、捕獲頭数の増加
を図る。

　平成２６年度から新規銃猟免
許の取得に要する経費を補助し
ており、これら免許取得の促進
に努めることにより、地域の有
害鳥獣捕獲の担い手を確保し、
農林業の被害低減を図る。

現状

市有林・林道管理業務 経済建設部 農林
課 林務係

芦別市有林 市有林における森林資源の確保を図
る。

市有林野の管理及び市有林野の管理に
必要な林道・作業道の維持管理を行
う。

7,893,074 Ｂ

　植栽から伐採（収穫）までの
循環型森林施業を確立するため
には、約1,000haの所有面積が必
要である。
　作業道等については、天候や
車両走行により路盤洗堀や崩落
が突発的に発生することから、
迅速かつ安全な状態での維持管
理を行う必要がある。また、野
ねずみによる食害が発生してい
ることから、その対策が必要で
ある。

　森林所有者の不在村化及び世
代交代などにより、施業放棄森
林となる可能性がある市内の一
般民有林を購入し、森林の多面
的機能の維持増進及び市有林の
施業面積の拡大を図る。また、
森林組合と連携し、情報の提供
を受けながら、路網の維持補修
並びに野ねずみ防除事業等を実
施する。

　施業放棄森林となる可能性が
ある市内の一般民有林を購入
し、森林の多面的機能の維持増
進及び市有林の施業面積の拡大
を図り、循環型森林施業を確立
するとともに、林道、作業道等
の整備を継続し、市有林・林道
の適正な維持管理に努める。

現状

生活環境保全林管理業務 経済建設部 農林
課 林務係

市民、旭町生活環境保全林
（芦別市有林）

市民の森林レクリエーションの場とし
て生活にゆとりを提供し、森林環境教
育のフィールドとしての活用及び遊歩
道を利用した森林浴や森林セラピーに
より心身の健康維持・増進を図る。

北海道が保健保安林に指定し、道の治
山事業で旭町市有林内に造成された
「生活環境保全林」の維持管理を行
う。 1,537,920 Ｂ

　森林レクリエーションの場と
して、また森林環境教育の
フィールドとしての利用が少な
い。

　市内小中学校や生涯学習活動
の一環として利用してもらえる
よう、継続的な維持管理を進め
るとともにＰＲ活動も併せて実
施していく。

　整備造成については道に企業
の森づくりとして要望を行うと
ともに、市民の憩いの場とし
て、また森林環境教育のフィー
ルドとしてのＰＲ活動を行う。

現状

森林環境保全整備事業 経済建設部 農林
課 林務係

市有林 市有林における森林資源の確保と地元
木材の価値の向上を目指すとともに、
世界的な問題となっている地球温暖化
の防止に貢献できるよう適切な森林整
備を実施する。

森林整備が必要な市有林の人工造林・
下刈・除間伐等の事業を実施する。ま
た、収穫期を迎えた林分については主
伐等実施し、財産収入を得る。

36,777,014 Ａ

　芦別市有林の財産形成並びに
森林の多面的機能を発揮させる
ためには、適正な森林整備が必
要であり、事業量を確保するた
めには、年間を通じて森林整備
事業量の平準化が必要である。
また、諸般の事情により皆伐
後、植栽が出来ない森林所有者
がいることから、造林未済地の
発生を抑えなければならない。

　積雪後に施工可能な森林整備
事業については、冬期間の事業
実施に努める。また、植栽を実
施できない森林所有者には分収
造林契約を締結し、補助事業を
活用しつつ造林未済地の発生を
抑え、市有財産の形成を図る。

　造材を伴う森林整備事業は、
冬期間での事業実施が最適であ
り、林業従事者の通年雇用化に
も貢献できることから、今後も
森林経営計画に基づき、有利な
補助事業を活用して市有林の整
備及び造成を図る。

現状

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

３ 産業・経済 ⑴ 農林業 ② 林業の振興
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

商工業振興・育成事業
経済建設部 商工
観光課 商工振興
係

中小企業者等 地域における商工業の総合的な改善発
展を目指し、地域経済の振興発展を目
指す

中小企業者等に対する補助金の交付、
商工会議所への補助金の交付

219,385,345 Ｂ

　製造業を中心に積極的な設備
投資の姿勢が見えており、生産
設備の増強や工場の増設等の案
件も出ている。一方では、全国
的な人手不足の問題は地方にお
いてはさらに深刻な問題となっ
ており、製造業を中心に従業員
の確保が思うように進まない市
内企業も多くあり、労働力の確
保が大きな課題となっている。

　社会経済情勢の変化、多様な
企業ニーズに対応するため、継
続的な企業情報の収集に努め、
企業が必要とする支援を行って
いくとともに、労働力の確保に
向けて企業、関係団体などと連
携を図って推進していく。

　労働力の確保については、企
業、教育機関、行政が連携し、
三位一体の取り組みを研究し推
進する。また、企業の多様な
ニーズに対応するため、現在の
補助・優遇制度を地元企業に広
く周知し、投資意欲を喚起す
る。
　なお、財政上の観点から、企
業振興奨励金等について見直し
を検討する。

現状

住宅改修促進事業 経済建設部 都市
建設課 住宅係

市民 住宅の改修工事に係る費用の一部を助
成することにより、快適な住環境の整
備並びに市内建設業の振興及び雇用の
安定を図る。

住宅改修工事を行った者に対する補助
金の交付

11,970,000 Ｂ

　商工行政としての施策から、
建築行政における市民の住環境
整備を図る施策への方向転換を
行う必要がある。

　平成２９年１０月より建築行
政としての事業対応開始。都市
建設課にて事務事業を行う。

　住宅の耐久性、安全性に対す
る住環境の整備、地元建設業の
経営の健全化、疲弊する地域経
済の活性化を図るため必要な施
策であり今後継続していく必要
があるが、財政上の観点から、
補助対象要件、補助金額につい
て見直しを検討する。

現状

市内購買促進事業
経済建設部 商工
観光課 商工振興
係

市民、商工業者 　消費の落ち込み、売上げの減少、郊
外への流出を防ぐため、「買い物は地
元で・地元商品愛用強調月間」として
ドリームフェスタを、さらに地域経済
緊急対策として「スーパープレミアム
（割増特典付）商品券」を発行し、商
店街、市民一体となり、疲弊している
商店街等に活力と消費の回復を図る。

商工会議所との連携により、購買促進
事業を実施する。

17,996,477 Ａ

　市内の人口減少、近隣市町の
大型店舗の進出などによる購買
力の市外流出など、市内小売店
舗を取り巻く環境はますます厳
しくなっており、市内消費を促
す取り組みが必要である。

　市民の購買需要を極力市内で
賄う商店街づくりに努めるもの
とし、購買力の市外流出を防ぐ
ためのイベント等を実施する。
平成３０年度の割増特典付商品
券発行事業については、平成２
９年度同様に地元企業を対象と
した地元限定商品券を一定額含
めて発行する等、さらに域内消
費が活性化するよう実施する。

　市内限定商品券「どんぐり」
の利用拡大に向けた積極的なＰ
Ｒ活動をはじめ、年末商戦の期
間において実施する「ドリーム
フェスタ実施事業」を引き続き
支援していくほか、平成２９年
度から、従来の芦別ポイント
カード（Ａカード）が、行政と
の連携した付加価値の高い、新
たなＩＣ型ポイントカードシス
テムに移行したことから、更な
る行政との連携事業の推進を図
り、購買力の市外流出を防ぐこ
とで、市内経済活性化を図る。
　なお、財政上の観点から、ド
リームフェスタ実施事業費補助
金等について見直しを検討す
る。

現状

地元産品販売拡大事業
経済建設部 商工
観光課 商工振興
係

市内商工業者 地域における産業・経済の活性化を願
い、地元産品を広く市内外に紹介する
とともに、積極的に販路の拡大を図
る。

市内におけるイベントの開催、市外イ
ベントへの出展によるＰＲ・販売活動
を実施する。

2,606,087 Ｂ

　本市の特産品は、農産物を含
めて評価が得られるような潜在
力がある一方、ＰＲ機会や商談
機会の不足等により販路開拓が
十分ではない。また、生産ロッ
ト数確保が求められるような商
品は、小規模事業者では対応が
困難である。また、新たな特産
品づくりに向けた事業者の意欲
を助長するような支援が必要で
ある。

　国内においては、市内外で行
われるイベントへの出展や商談
会への参加を促進するととも
に、「香港フードエキスポ」
等、海外への販路拡大への取り
組みに対する支援を行う。ま
た、商品開発や生産体制の充実
が図られるような取り組みを推
進する。さらに、食農産業推進
協議会等と連携し、本市の特産
品として確立できるような商品
開発を目指す。

　道内の主要物産イベント（食
べマルシェ、さっぽろオータム
フェスト、らんフェスタ、なか
そらち大収穫祭）では、民間企
業者同士が連携を図り、自主的
な参加を行える環境整備をさら
に進める。また、多様な商談会
等の参加を促し、販路の拡充と
生産体制の充実を目指す。さら
に、北海道やサハリン経済交流
促進協議会との連携により、国
外への販路拡大の取り組みを進
める。

現状

⑵ 商工鉱業 ① 商業の振興

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

３ 産業・経済
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

企業誘致事業
経済建設部 商工
観光課 商工振興
係

誘致対象企業 企業誘致を積極的に推進することによ
り本市経済の活性化、雇用の確保及び
地域振興に資する

企業誘致委員会の開催、企業訪問の実
施等

1,638,644 Ｂ

　近年では、どの自治体も誘致
に向けて補助制度や優遇制度を
掲げているため、最終的には本
市の優位性や特性などの差別化
を訴えることが重要となるが、
訴求力となる要素が少ない。ま
た、誘致した企業へのフォロー
アップ（補助制度周知、雇用確
保などの様々な要望への対応
等）においても重要度がさらに
増してきているので、その対応
が課題となっている。

　本市の有する特性や優位性を
踏まえ、重点的な誘致対象業種
のあり方や企業訪問・企業誘致
活動の手法などについて、具体
的かつ実効性のある取り組み
（例：道内に移転等の計画があ
る企業の誘致推進など）を推進
するとともに、誘致企業との接
触を継続する。
　また、北海道との連携により
自動走行システムの実証実験誘
致を新たに展開していく。

　企業立地や既存企業の事業拡
大に対する支援制度を積極的に
ＰＲするほか、自動走行システ
ムの実証実験誘致を展開し、企
業誘致の実現や交流人口の増加
に向けた効果的な活動を展開す
る。さらに、北海道が主催する
「北海道ビジネスフォーラム」
などへの参加のほか、人脈を活
用した誘致活動や本市のＰＲを
進める。

改善

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

雇用・労働環境向上事業
経済建設部 商工
観光課 商工振興
係

芦別市内の事業所に勤める勤
労者、出稼労働者及び事業
所。

勤労意欲の向上、出稼労働者の援護、
短期の就業・雇用機会の創出を図る。
勤労者の雇用の労働条件改善や雇用安
定維持を図ることにより勤労意欲の向
上を目的とする。
市内事業所における人材確保と雇用拡
大を図る。

規則に基づく褒賞の授与・表彰、出稼
ぎ前無料健康診断の実施。
芦別地区連合会、芦別技能協会に対す
る交付金の交付。
新規学卒者等雇用奨励金、ふるさと就
職奨励金の交付。

14,831,462 Ａ

　全国的な労働力人口の不測の
影響もあり、求人しているにも
関わらず、充足されていない事
業所がある一方、求職者が雇用
機会を求めている状況もあるこ
とから、多様な雇用機会の創出
と拡大、さらに労働力の確保と
特に若年層の定着が課題となっ
ている。

　新規学卒者雇用奨励事業、雇
用拡大奨励事業、ふるさと就職
奨励金交付事業の積極的なＰＲ
を行うとともに、特に新規学卒
者の市内就職を推進するための
事業を関係機関と連携し実施し
ていく。

　市内企業においては労働力確
保が最優先課題であることか
ら、既存制度の周知と活用を促
すとともに芦別商工会議所と連
携し、多くの高等学校や大学等
への訪問活動の実施や市内企業
説明（見学）会を通じて、市内
企業における人材確保を推進す
る。なお、財政上の観点から、
新規学卒者等雇用奨励金及びふ
るさと就職奨励金について見直
しを検討する。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

観光イベント推進事業
経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

市民、観光客 健夏まつり、キラキラ☆フェスタあし
べつの開催を支援するとともに、観光
客の誘致を図り、市民活力の向上を図
る。

健夏まつりの開催委託、キラキラ☆
フェスタあしべつ実行委員会に対する
開催補助金を交付する。

8,153,221 Ｂ

健夏まつりの行事内容が固定化
し、真新しさがなく、魅力の向
上が図られていない。

平成３０年度は、実行委員会の
事務局である観光協会が一般社
団法人として独立した初年度の
ため、新たな体制により実施す
ることから、運営の引継ぎを
しっかりと行う。このため、新
たなプログラム変更は難しいこ
とから、雑誌や新聞、ラジオ、
観光ホームページ、ＳＮＳなど
情報発信を積極的に行い、誘客
促進を図る。

健夏まつりは平成３１年度に第
５０回を迎える節目の年となる
ことから、記念事業として、平
成３０年度から事業内容の見直
しを進め、魅力ある健夏まつり
となるよう、実行委員会と市が
連携し実施する。

現状

観光振興推進事業
経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

市民、観光客 道内外観光客の来訪促進や星の降る里
芦別の魅力を発信するため、広域PRの
強化を図るほか、芦別観光協会などの
観光団体と密接な連携を図り、観光事
業の発展や観光客の誘致を図る。ま
た、あさひかわ観光誘致宣伝協議会、
中空知広域市町村圏組合、中空知定住
自立圏、東空知観光周遊ルート創出推
進協議会などの市外関係団体とも広域
的連携を深め、観光客の誘致に効果的
な体制の整備を図り、各種共同事業を
展開する。

①星の降る里芦別観光事業の委託（芦
別観光協会）　②観光施設整備及び維
持管理（観光案内板や旧三井芦別鉄道
展示場等）　③観光・イベント周知宣
伝事業（観光専用ホームページの作成
や観光プロモーションの実施、イベン
トPRチラシ作成・配布等）　④市外観
光関係団体との連携、活動促進

24,318,334 Ａ

市職員の兼務体制を解消し、民
間発想による柔軟な対応と情報
発信を充実させるが、人件費が
主となる観光協会への交付金が
約２５０万円から２，０００万
円に膨らんだことから、収益業
務を充実させつつ、市からの観
光ＰＲ等の委託業務を遂行させ
るための観光協会の業務体制の
早期構築が必要である。

平成３０年度から観光協会を一
般社団法人化し、ふるさと納税
業務を委託して一定程度の収益
を確保できる状況とし、その推
進を図りつつ、従来から委託し
ている観光ＰＲ業務も両立でき
るよう、観光振興係の観光協会
兼務部分の引継ぎを綿密に行
い、真に独立できる体制づくり
に向け、最大限の支援を行う。

できるだけ早期に、業務体制を
軌道に乗せ、収益を上げなが
ら、市からの交付金を削減して
いけるよう、連携を密にし進め
ていく。

改善

３ 産業・経済 ⑷ 観光 ① 観光事業の振興

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

３ 産業・経済 ⑶ 雇用・労働環境 ① 雇用・労働環境の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

３ 産業・経済 ⑵ 商工鉱業 ② 工鉱業の振興

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

陶芸センター管理運営業

務

経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

市民、観光客 芸術・文化の向上を図るとともに、青
少年や高齢者等のコミュニティーの場
として、個性あるまちづくりと地場産
業の振興を図る

芦別市陶芸センターの適正な管理・運
営

7,538,252 Ｂ

ホテル利用者は増加しているも
のの、総体の利用者は減少傾向
にある。

昨年同様、北海道ホテル＆リ
ゾートと連携し、ホテル利用客
への陶芸センターの周知を図る
ほか、体験型施設として観光客
や市民に対し広報紙やホーム
ページ、ＳＮＳを活用し、陶芸
センターのPRを行う。

平成３０年２月に芦別市行政改
革推進委員会から市に対して
「開館日数の削減など経費の削
減を検討すべき。しかし、温泉
客が利用するという相乗効果が
期待できるのであれば、ＰＲ等
に努めていく必要がある」との
提言を真摯に受けとめ、芦別振
興公社や北海道ホテル＆リゾー
ト等と連携し、ＰＲの手法や自
主事業など利用者増加策を検討
する。

現状

健民センター園地管理運

営業務

経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

市民、観光客 市民および観光客等の保健休養地とし
て整備を図り、観光客誘致の促進およ
び地域の活性化を図る。

芦別市健民センター園地の適正な管
理・運営

12,700,752 Ｂ
利用者の少ないテニスコートや
グラウンドの利用促進を図る必
要がある。

スターライトホテル等の指定管
理者である北海道ホテル＆リ
ゾートと連携し、ＰＲ等を工夫
しながら利用者増を図る。

テニスコートの半数以上のコー
トが使用不能であり、大規模改
修しなければ使用できないが、
費用の捻出が難しいことから、
グラウンドを含め現状での利用
促進を模索する。

現状

健民センターオートキャ

ンプ場管理運営業務

経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

健民センターオートキャンプ
場利用者

市民及び観光客等のレクリエーション
施設として管理運営し、観光客誘致の
促進と地域活性化を図る。

オートキャンプ場施設の安全管理と環
境整備

6,214,899 Ａ

前年度と比較し利用者は増加し
たが、赤字施設であることは変
わりはなく、二つのオートキャ
ンプ場を運営していることによ
る費用対効果の問題から、将来
的な当該キャンプ場のあり方に
ついて検討する必要がある。

平成２９年度にスターライトホ
テル等の指定管理者である北海
道ホテル＆リゾートと同施設の
活用について協議したが、採算
性などクリアしなければならな
い問題もあり、今すぐの活用策
は見い出せなかった。財政健全
化の観点から今後、当該施設を
休止又は廃止し、キャンプ場の
管理運営は滝里湖オートキャン
プ場のみとする。

当該施設の売却、譲渡先等を探
しながら、施設の廃止等も含め
方向性を検討する。

現状

滝里湖オートキャンプ場

管理運営業務

経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

滝里湖オートキャンプ場利用
者

市民及び観光客等のレクリエーション
施設として管理運営し、観光客誘致の
促進と地域活性化を図る。

オートキャンプ場施設の安全管理と環
境整備

37,242,479 Ａ

利用者数は増加しているもの
の、今後さらに利用者を増加さ
せ利用料の増収を図り、地域振
興基金（滝里ダム地域振興に活
用する資金）からの繰り入れを
減らす努力が必要である。

指定管理者による自主事業を充
実し、サービスを向上させるこ
とにより、リピーターや口コミ
での利用者増加を図る。

隣接する滝里湖を活かした市民
及び観光客等のレクリエーショ
ン施設として、また、富良野市
に近い立地条件などのＰＲを行
うとともに、快適に利用できる
よう適正な維持管理とサービス
の向上により、さらなる利用者
の増加を図る。

現状

健民センター管理運営業

務

経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

市民、観光客 市民及び観光客の保健休養地としての
諸施設の適正な管理・運営により、本
市観光産業の振興を図る

健民センター施設の安全管理と環境整
備

71,011,648 Ｂ

市が管理するテニスコートやグ
ラウンド、パークゴルフ場、陶
芸センター等を活用し、スター
ライトホテル宿泊者及び日帰り
温泉利用者の集客増に向けた連
携が必要である。また、星遊館
の老朽化に伴い、機械室及び浴
室の改修が必要となっている。

平成３０年度に作成したスター
ライトホテルのパンフレットに
上記施設を掲載しているほか、
集客が増加するよう同社と情報
共有を図るとともに、市におい
て施設整備（星遊館の改修等）
を実施する。

指定管理者と市が情報共有を深
め、連携して利用者増に努め
る。なお、芦別温泉について
は、施設の老朽化が著しく温泉
経営の観点から見直しを検討す
る。

拡充

国設芦別スキー場管理運

営業務

経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

市民、観光客、児童・生徒 スキー場の整備・管理運営を行い、市
民及び観光客のレクリエーションの場
の確保と観光振興を図る。

国設芦別スキー場の適正な管理・運営
を行う。

34,829,804 Ｂ

平成２９年度に最低限の施設整
備を図りスキー場を休止せずに
運営を継続することとしたが、
平成３１年度までに、新たな事
業継承者等が見つからなかった
場合には休止せざるを得ない状
況となっている。

国内又は国外の投資家等へアプ
ローチし事業継承者の探索に努
める。

事業継承者が確保されない場合
は、平成31年度をもって施設を
休止する。

現状

３ 産業・経済 ⑷ 観光 ② 観光資源の有効活用

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

道の駅等管理運営業務
経済建設部 商工
観光課 観光振興
係

市民、観光客 大きな駐車場と市の観光施設を連携し
た「道の駅」を整備し、道路交通の安
全で快適な環境整備、観光客に対する
サービスの提供により地域活性化を図
る。

道の駅連絡会との連携、施設の有効利
用

28,656,294 Ａ

売店取扱商品の特産品の充実と
レストランの新メニューの開発
や自主事業の展開による、魅力
向上と集客の増加が必要であ
る。また、指定管理者である㈱
芦別振興公社が平成３０年度の
事業をもって清算することか
ら、新たな指定管理者の選定が
必要となる。

売店においては、平成３０年度
に道の駅オープン２５周年特別
企画を実施したほか、ガタタン
中華まんじゅうを開発し販売を
開始した。平成３１年度からの
指定管理者を新たに指定するた
め、道の駅のレストラン、売
店、加工室等を管理運営できる
事業者を選定し、指定する。

平成３１年度以降も新商品の開
発を続け、魅力のある施設運営
を図り、集客力の向上に努め
る。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

母子保健事業
市民福祉部 健康
推進課 健康推進
係

妊産婦、乳幼児、乳幼児の保
護者等の市民

　妊産婦及び乳幼児までの一貫した母
子保健サービスを実施することで、妊
産婦、乳幼児の健康の保持増進を図る
とともに、母性・父性を育み乳幼児が
心身ともに健やかに育つことを支援す
る。

　母子健康手帳交付、妊婦一般健康診
査受診票交付、妊産婦への交通費助
成、プレママクラス、特定不妊治療費
助成、思春期保健事業、乳幼児健康診
査･健康相談（①３・４か月児健康診
査②７・８か月児健康相談③１歳６か
月児健康診査④３歳児健康診査⑤５歳
児健康相談）、訪問指導を実施するこ
とにより、妊婦や乳幼児の健康状態
や、生活環境等を把握し、個々に合っ
た適切な情報提供や育児指導などを実
施する。

4,256,552 Ａ

・妊娠期からきめ細かな支援を
要するケースが増えており、関
係機関との連携を深めながら、
支援を充実する必要がある。
・育てにくさのある子どもや、
発達障がいの子どもへの支援を
充実する必要がある。
・妊婦の陣痛など緊急時の対応
について、安心できるサポート
づくりに向けた検討を進める必
要がある。
・妊娠時から子育て期にわたる
切れ目のない支援のためH32年度
末までに「子育て世代包括支援
センター」の設置が求められて
いる。

・妊娠期、乳幼児期などライフ
ステージに合わせ、本人のみな
らず保護者など家庭を含めた支
援を実施する。医療機関、要保
護児童対策地域協議会、療育推
進協議会などとの連携を深め
る。
・発達障がいを早期発見し、子
どもの特性に合わせた適切な指
導、早期療育ができるよう、健
診や健康相談の内容を充実させ
る。
・妊婦の陣痛など緊急時の対応
について、陣痛タクシー事業を
実施する。
・子育て世代包括支援センター
の設置について、関係部署と協
議を進める。

・健診や健康相談、家庭訪問な
どを通じ、個々のケースに合わ
せた家族への支援を実施する。
・妊娠期からの包括的な支援に
ついて、関係機関と連携しなが
ら事業を進める。
・妊婦の陣痛など緊急時の対応
について、安心できるサポート
づくりを進める。
・子育て世代包括支援センター
の設置について、関係部署と協
力し進める。

現状

生活習慣病予防対策事業
市民福祉部 健康
推進課 健康推進
係

市民 　保健事業を総合的に実施することに
より、生活習慣病等の疾病予防や市民
一人ひとりの生涯を通じた健康増進を
支援し、市民の健康寿命の延伸と生活
の質の向上を図る。

　健康相談、健康教育、各種がん検診
（胃・肺・大腸・乳・子宮頸）、各種
（肝炎ウイルス、骨粗しょう症）検
診、健康増進法に基づく健康診査、各
種健康教室、訪問指導等を実施する。

12,920,522 Ａ

検診の受診率が目標とする数値
に到達していない。

多くの市民が受診できるよう集
団検診及び個別で受診できる医
療機関との委託を継続し、市民
周知を行い受診率向上を図る。
同時に、健診結果や医療費の分
析を行い、より効果的な健診体
制を模索する。また、若年層の
がん教育を通じて、がんをはじ
めとする健康の正しい知識を付
与し、意識付けすることで、将
来的な検診受診行動がとれるよ
うにする。

・未受診者への受診勧奨の継続
及び「特定のがん検診推進事
業」による無料クーポン券の配
付、土日の受診日の設定やクー
ポン券利用者が個別でも受診で
きる体制の継続など受診機会の
拡大による受診率の向上を図
る。健診結果や医療費の分析を
行い、市の健康課題に沿った健
診体制を模索する。また、若年
層が将来的な検診受診行動がと
れるように小中学校でがん教育
を実施する。

現状

歯科保健事業
市民福祉部 健康
推進課 健康推進
係

妊娠期から成人期の各歯科保
健事業の対象者

　生活習慣を背景として発症する虫歯
や歯周病の予防を推進する。また、歯
科口腔保健に関する正しい知識の普及
啓発により歯や口の機能を維持し、食
べることを通した健康づくりを支援す
る

　プレママクラス、歯科健診、健康教
育・歯科相談、フッ化物を利用した虫
歯予防対策、幼稚園・保育園園児に対
する歯科保健対策等を実施する。

416,795 Ａ

・虫歯は歯を失う最大の原因で
あり、乳幼児期から永久歯交換
期の虫歯を減少させることが優
先度の高い課題となっている。

・定期健診や健康教育を通し
て、家庭での基本的な生活習慣
や継続した健診・フッ素塗布な
どの予防処置を受ける習慣づく
りを保護者へ働きかける。ま
た、フッ素塗布やぶくぶくうが
い・歯磨き剤などのフッ化物利
用による虫歯予防について、年
齢に応じた正しい知識を普及す
る。
・主たる対象者が乳幼児である
ことから、歯科保健事業の予算
を３０年度から母子保健事業に
統合する。

虫歯は歯が生えた直後から数年
間が発生しやすい年齢のため、
４歳から１４歳頃までのフッ化
物洗口による虫歯予防が推奨さ
れており、市内保育園・幼稚園
のほか、平成２６年度からは
小・中学校まで継続して実施す
る体制となっている。保育園・
幼稚園のフッ化物洗口は、集団
実施のスタートとなるため、
フッ化物に関する正しい知識を
普及・啓発して適切に継続す
る。

統合

３ 産業・経済 ⑷ 観光 ② 観光資源の有効活用

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

４ 保健･医療･福祉 ⑴ 保健・医療 ① 保健の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

-18/41-



<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

感染症予防対策事業
市民福祉部 健康
推進課 健康推進
係

予防接種対象者の市民、エキ
ノコックス症検診希望者

　感染症に関する正しい知識の普及に
努めるとともに、感染症の発症及びま
ん延を防止するために予防接種を行う
ことにより公衆衛生の向上及び健康増
進を図る。また、エキノコックス症検
診を実施し、エキノコックス症の早期
発見・早期治療につなげる。

　予防接種法に基づき本市が実施主体
となって定期接種を実施する。
　・定期接種Ａ類疾病～四種混合（破
傷風・ジフテリア・百日咳・不活化ポ
リオ）、三種混合（破傷風・ジフテリ
ア・百日咳）、二種混合（破傷風・ジ
フテリア）、不活化ポリオ、麻しん風
しん混合、麻しん、風しん、ヒブ、小
児用肺炎球菌、水痘、子宮頸がん予
防、日本脳炎、Ｂ型肝炎、ＢＣＧ
　・定期接種Ｂ類疾病～インフルエン
ザ、高齢者用肺炎球菌

31,082,064 Ａ

予防接種では、各種ワクチンの
接種者（接種率）が減少すると
感染症が蔓延する可能性があ
り、今後も接種率を向上させる
ため、接種しやすい体制づくり
を検討していく。

感染症に対する市民の意識を向
上させ、予防接種スケジュール
について個別の相談に応じなが
ら、接種率を高めることで感染
症予防対策を図る。また、順次
予防接種法に基づく定期接種と
されるワクチンについては、速
やかに実施体制を整える。

予防接種法A類疾病の未接種者に
対して個別に通知することで、
接種を促す。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

食育推進業務
市民福祉部 健康
推進課 健康推進
係

市民 　第３次芦別市食育推進計画に基づ
き、関係団体や行政が協力・補完し合
いながら推進することにより、健全な
食生活や食習慣の実践を通して豊かな
人間性を育む。

　食育推進会議を中心に施策を展開
し、家庭を中心に、保育所、幼稚園、
学校、地域、生産者、事業者、行政等
がお互いに協力・補完し合いながら事
業等の取組みを実施する。

178,380 Ａ

食育推進会議を中心に各種食育
事業に取り組んでいることで、
市民の食育への関心は高まって
いる。家庭において日常的に食
育が取り入れられるように、関
係団体・関係各課と連携協力し
ながら、普及啓発や食育関連事
業を実施し、食育が市民運動と
なるように取り組むことが求め
られる。

第３次芦別市食育推進計画（計
画期間：H30年度～34年度）に基
づき、食育を総合的かつ計画的
に推進するため、食育推進会議
を適宜開催し、全てのライフス
テージに必要な食育の内容を見
直し、関係団体・関係各課と連
携協力し、効果的に推進してい
く。

・第３次芦別市食育推進計画
（計画期間：H30年度～34年度）
に基づき、食育関連施策を展開
し、地域、関係機関・団体、行
政が連携協力し合いながら、家
庭における実践的な食育を実施
できるよう取組の展開を図る。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

救急医療業務
市民福祉部 健康
推進課 健康推進
係

市民 　地域医療体制の確保と安定化並びに
市民に対する救急医療に関する普及啓
発を図るため一次救急医療体制（在宅
当番医制）の確保等の必要な事務・事
業を実施する。さらに中空知圏域にお
いては、一次救急医療体制のバック
アップとして休日夜間の一次からの手
術入院を要する患者に対応する二次救
急体制（病院群輪番制運営事業等）の
整備がされており、日常の医療体制等
が確保されることにより市民が安心し
て医療を受けることができる。

　一次救急医療体制（在宅当番医制）
の確保等の必要な事務・事業を芦別市
医師会に委託するとともに、二次救急
医療体制確保のため中空知５市５町に
よる病院群輪番制病院運営事業費負担
金等を負担する。

9,066,985 Ａ

休日夜間に対応する一次救急医
療体制（在宅当番医制）と入院
を必要とする重症救急患者に対
応する二次救急医療体制（管内
の病院群輪番制参加病院など）
の診療体制を、将来にわたり安
定的に維持確保していくことが
必要である。

芦別市医師会に委託している一
次救急医療体制を継続して実施
するとともに、二次救急医療体
制についても、中空知５市５町
が連携し、今後も事業を継続し
ていく。

市民に対する救急医療に関する
普及啓発を図るとともに、地域
医療体制の確保と安定化に努め
る。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑴ 保健・医療 ① 保健の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

４ 保健･医療･福祉 ⑴ 保健・医療 ③ 医療の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

４ 保健･医療･福祉 ⑴ 保健・医療 ② 食育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

-19/41-



<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

社会福祉協議会関係事務 市民福祉部 福祉
課 福祉係

社会福祉法人芦別市社会福祉
協議会

高齢者、障害者、里親等を支援するた
めに、市の支援だけでは行えない様々
な福祉サービスを実施し、地域福祉の
中心的な役割を果たしている社会福祉
協議会の運営経費を補助し、同法人が
安定的・健全な事業運営ができるよう
支援することにより、市民福祉のより
一層の向上を期する。

①規則に基づき、同法人の運営経費の
うち、次の必要と認められる額を補助
金として交付する。
〇社会福祉協議会の運営事務費とし
て、事務局の人件費(全額)及び活動経
費(一部)　〇　一日里親事業に係る事
業費(2分の1)　〇　ボランティアセン
ターの運営経費(3分の1)
②生活が困窮なかたに対する生活資金
の貸付金の原資を、同法人に無利子で
貸し付けを行っていたが、平成３０年
度以降は社協予算により対応すること
になったため、原資の貸付は平成２９
年度をもって終了する。

35,727,797 Ａ

　社会福祉協議会と市は密接な
関係にあり、社会福祉協議会が
実施する事業は本市の社会福
祉、地域福祉の推進に不可欠で
あることから、社会福祉協議会
の安定的な運営が求められる。

　社会福祉協議会の運営経費を
精査しながら不足分について補
助していく必要がある。

　社会福祉協議会が行う事業が
円滑に実施できるよう運営に必
要な財政的な支援を行ってい
く。

現状

コミュニティ推進事務 市民福祉部 市民
課 生活交通係

市民 コミュニティ運動を推進することによ
り、市民のまちづくりの意識高揚を図
る。町内会の運営に関することや町内
会との連絡調整を図る。町内会活動を
円滑に推進するための環境整備及び町
内会再編のために必要な助成を行い自
主的活動の促進と町内会の基盤強化を
図る。

地域のコミュニティの推進は、町内会
の活動（町内会の運営）のあり方に密
接な関係があるため、行政としては、
そのための支援策を実施する。

10,541,984 Ａ

　人口の減少や高齢化により、
地区によっては町内会の維持が
難しい状況となっており、活動
が停滞している。

　町内会活動を維持させるため
には、一定程度の世帯数が必要
であることから、町内会の再編
を促すための方策を構築してい
く。

　平成２６年度から施行した町
内会活動促進助成条例に基づ
き、コミュニティ活動の拠点と
なる町内会館の整備や町内会の
再編を促進し、町内会活動の活
性化、コミュニティの促進を図
る。また、行政事務委託費は、
３年毎に見直しを実施している
が、平成２９年度以降は、市の
手数料及び補助金交付金につい
て現行のままとしたことから、
行政事務委託費については現行
のままであるが、今後、人口、
世帯の減少に伴う委託料の見直
しについて検討を進める。

現状

コミュニティセンター管

理運営業務

市民福祉部 市民
課 生活交通係

市民 　地域住民のコミュニテｲ活動、生活
の改善及び社会福祉の増進に寄与する
ための場を提供することを目的とす
る。

　地域住民が利用しやすいコミュニテ
ｲセンターの運営を図る。

71,114,682 Ａ

　施設の老朽化に伴う維持管理 　公共施設等総合管理計画を踏
まえ、施設の統廃合を含めた管
理方法を検討するとともに、老
朽化した施設の修繕等を計画的
に実行していく。

　今後も地域住民にとって利用
しやすいコミュニティセンター
を目指し、指定管理者による効
率的な施設の管理運営を行って
いくとともに、芦別市行政改革
推進委員会の提言や芦別市公共
施設等総合管理計画アクション
プランを踏まえた取組を進めて
いく。

現状

総合福祉センター管理運

営業務

市民福祉部 福祉
課 福祉係

①老人福祉法による65歳以上
の高齢者②障害者基本法によ
る障がい者③児童福祉法によ
る児童④母子及び寡婦福祉法
による母子及び寡婦⑤①～④
の者で構成する団体⑥社会福
祉法による社会福祉事業を行
う団体⑦指定管理者が適当と
認めるかた

　老人福祉及び障害者福祉の向上並び
に市民福祉の増進に寄与するため、老
人福祉センター、障害者福祉センター
及び市民福祉センター(これらを総称
して「総合福祉センター」という。)
を設置し、その管理運営を、同セン
ターに事務所を構える芦別市社会福祉
協議会（指定管理者）に委託すること
により、同協議会の持つ地域のさまざ
まな社会資源とのネットワークや多く
の人びととの協働を通じて、効率的か
つ効果的な管理運営を行う。

指定管理者（社会福祉法人芦別市社会
福祉協議会）にこの管理を委託してい
る。次の目的で利用を希望する方は、
指定管理者の許可を受け、使用料を支
払う（減額又は免除の手続きは別に市
に申請する。）ことにより、利用する
ことができる。
　①老人の各種相談、趣味、娯楽、教
養の向上を図るための研修、老人クラ
ブ等の育成、機能回復訓練の実施等
　②障害者の各種相談、健康の増進、
娯楽、教養の向上を図るための研修
等、③市民福祉の増進に必要な事業

39,907,619 Ｂ

　施設の老朽化に伴い、玄関タ
イルの破損が進むなど修繕が必
要な個所は増加傾向にある。

　市民サービスが維持向上する
よう計画的に改修を行い、適切
に対応していく。

　設置目的に応じて利用者の増
加を図り、福祉施設並びに福祉
避難施設としてのニーズに対応
するよう安心・安全な施設整備
に努める。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑵ 福祉 ① 地域福祉の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

-20/41-



<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

高齢者福祉事務
市民福祉部 介護
高齢課 高齢者支
援係

①高齢者保健福祉計画等推進
協議会開催～委員１２人
②高齢者福祉大運動会開催事
業補助～６０歳以上の高齢者
③外国人高齢者及び障がい者
福祉給付金～大正15年４月１
日以前に生まれた在日外国人
で永住許可等受けている者
④高齢者芦別温泉等利用券等
交付事業～７０歳以上の高齢
者

高齢者保健の向上及び高齢者福祉の増
進を図るため、法令に基づき老人福祉
計画を策定するほか、高齢者の社会参
加及び交流機会を提供し、健康の増進
及び身体機能の回復を助長するため
に、各種の事業を行い、高齢者福祉の
増進に寄与する。

①は、条例に基づき、市長が老人福祉
計画、介護保険事業計画の策定に係る
意見について諮問し、②は、規則に基
づき、市社協に運動会開催経費の２分
の１以内を補助し、③は、道の要綱等
に基づき、高齢者に月額１万円、障害
者に月額２万５千円を支給し、④は、
条例に基づき、温泉利用券（浴場利用
券）及び芦別温泉線のバス券（各年間
１０回分）を毎年６月下旬から市の窓
口で交付した。

11,632,163 Ａ

④高齢者芦別温泉等利用券等交
付事業の交付率向上が課題であ
る。

広報あしべつに定期的に掲載し
周知を図る。

平成２９年度に策定した第７期
高齢者保健福祉計画・介護保険
事業計画（平成３０年度～平成
３２年度）に基づき事業を実施
する。なお、高齢者芦別温泉等
利用券等交付事業については、
対象年齢を７０歳から７５歳に
引き上げることについて、今
後、検討を進めていく。

現状

敬老事業
市民福祉部 介護
高齢課 高齢者支
援係

①百歳祝品の対象者本市に１
年以上引き続き住所を有し
（住民登録されているこ
と。）百歳になるかた。
②75歳祝品の対象9月1日現在
において、本市に1年以上引き
続き住所を有する者であっ
て、当該年度中に75歳になる
かた。

高齢者に対して、祝品を贈呈すること
により、長年にわたり地域社会福祉の
発展に寄与されたかたに対し、その労
をねぎらい、その長寿を祝福し、併せ
て市民の敬老思想の高揚を期するとと
もに高齢者福祉の増進に寄与する。

①百歳祝品　１００歳の誕生日に祝品
（似顔絵）及び芦別市地域限定商品券
「どんぐり」5,000円分を贈呈
②75歳祝品　満７５歳になるかたに、
9月中に「お米３種食べ比べセット」
を贈呈

639,280 Ｂ

敬老会の参加者減少により、平
成２８年度より敬老会開催事業
を廃止し、市が直接、対象高齢
者全員に対して、７５歳祝品を
贈呈するよう制度を見直した
が、制度そのもののあり方につ
いて検討する必要がある。

将来的な事業のあり方を検討し
ていく。

平成３１年度に向けて７５歳祝
品贈呈事業の廃止について検討
していく。

現状

老人福祉共同住宅管理運

営業務

市民福祉部 介護
高齢課 高齢者支
援係

自分の身の回りのこと（炊
事・洗濯等）ができる満60歳
以上の単身のかたで、次のい
ずれかひとつに該当するか
た。
①生活環境又は住宅事情等の
理由で、今住んでいる居宅で
の日常生活が困難なかた
②扶養義務者がないかた、又
は家庭の事情で家族と同居生
活をすることが困難なかた
③その他市長が、特別の事情
により入居を必要と認めたか
た

６０歳以上の単身生活者の環境と住宅
福祉の向上を図るため、老人福祉共同
住宅「芦別市静和荘」を設置運営す
る。

全２０室を有し、管理人が常駐し、風
呂・トイレは共用部分となり管理人が
管理する。
入居希望の場合は、必要な書類を添え
て市長に申請し、月額使用料６，９０
０円、暖房料（冬期間１１月～４月）
６，３００円を支払うことにより入居
が可能。（電気・水道・ガス代は別途
入居者負担）
平成２２年度までに入居のかたの月額
使用料は、２３年度５，７００円、２
４年度６，３００円と緩和している。

3,164,380 Ｃ

経年劣化に伴う屋根、壁、設備
等の修繕が必要な状況にあり、
施設のあり方について検討する
必要がある。

施設のあり方について検討を行
う。

施設を廃止する方向で検討を進
めていく。

現状

老人クラブ支援事業
市民福祉部 介護
高齢課 高齢者支
援係

芦別市老人クラブ連合会交付
金～同連合会
単位老人クラブ助成事業～市
内の単位老人クラブ（同一地
域内に居住する60歳以上の会
員50人以上で組織され、会員
の互選による代表者１人を置
いているクラブ（原則））

本市に所在する老人クラブが行う高齢
者の生きがい対策及び健康増進を図
り、地域における高齢者の社会参加を
積極的に促進するために、老人クラブ
活動のうち市長が適当と認める活動に
ついて必要な経費を交付する。

芦別市老人クラブ連合会交付金～同連
合会からの申請に基づき、必要と認め
る経費の３分の１以内を交付する。
単位老人クラブ助成事業～各単位老人
クラブからの申請に基づき、（①教養
活動、②健康増進、③生きがい対策、
④世代交流のうち年間３事業以内）の
うち、市長が必要と認める経費の合計
額の２分の１以内を補助する。

1,564,968 Ｂ

単位老人クラブの対象経費につ
いて見直しを行い、介護予防や
健康増進など積極的な活用を図
る必要がある。
なお、単位老人クラブに入会す
る高齢者の減少に伴い、単位老
人クラブの高齢化や交通の便な
どの理由により老人クラブ連合
会を脱退する傾向にあり、運営
が困難になってきている。

単位老人クラブ助成事業につい
て対象事業の見直しを検討して
いく。

財政上の観点から、主に研修旅
行の施設見学に対し助成してい
る教養活動費の段階的廃止に向
け検討する。

現状

緊急通報システム事業
市民福祉部 介護
高齢課 高齢者支
援係

独り暮らしで次のいずれかに
該当する方
①身体虚弱な高齢者（65歳以
上）で緊急時に機敏に行動で
きない②重度身体障害者で、
緊急時に機敏に行動すること
が困難③突発的に生命に危険
な症状を発生する持病を有す
る。

緊急時に機敏に行動することが困難な
ひとり暮らしの高齢者等の日常生活の
不安解消と人命の安全を確保し、急
病、災害等の緊急時に迅速で適切な救
急救助活動を行うため、滝川地区広域
消防事務組合芦別消防署と自宅を電話
回線で結ぶ緊急通報装置の設置を支援
する。

緊急時において援護を行う緊急通報事
業協力員を選任したうえで、市に申請
することにより、設置事業者であるＮ
ＴＴが利用者と契約のうえ緊急通報装
置を設置し、自宅と滝川消防署の緊急
通報センターとを電話回線で結ぶ。市
は、同センターに利用者の情報を登録
し、急病や火災等の突発的な事故等が
発生した場合には、利用者が装置のボ
タンを押すだけで、センターに自動的
に通報され、協力員への安否確認又は
救急車・消防車の出動が行われる。設
置工事費は市が負担するが、これ以外
の電話回線使用料等は申請者が負担す
る。

759,034 Ｂ

２年に一度実施している電池交
換について、平成２９年度から
ペンダントの電池交換は自分で
行うこととなったが、高齢者の
ため理解が得にくい。また、電
池交換は１万円程度費用負担が
発生することから高齢者にとっ
ては負担になっている。

制度の周知徹底を図る。 将来的な事業の見直しを検討し
ていく。

現状

在宅福祉サービス事業
市民福祉部 介護
高齢課 高齢者支
援係

独居高齢者、虚弱高齢者夫婦
世帯、心身障害者世帯等

高齢者が、地域において安心した暮ら
しができるよう、独居老人、老人世帯
等に対して、訪問や電話による安否の
確認、除排雪サービス等の日常生活の
支援を行う。

市から市社協へ、市社協から３５町内
会へ事業委託することにより行う。

1,931,822 Ｂ
町内会に委託しているが、世話
する町内会の役員等が高齢化の
ため、担い手が不足している。
また、個人情報保護法による規
制のため、各世帯の情報収集が
困難である。

町内会ごとに必要なサービスを
見極めるなどの見直しが必要で
ある。

将来的な事業のあり方について
検討を行う。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑵ 福祉 ② 高齢者福祉の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

門口除雪事業
市民福祉部 介護
高齢課 高齢者支
援係

国、北海道又は市が除雪する
道路に面する一戸建ての住宅
（公住除く。）に居住し、自
力で除雪が困難な次のいずれ
かに該当する方
⑴65歳以上の者のみで構成さ
れる世帯⑵重度身体障害者
（１・２級）のみで構成され
る世帯⑶65歳以上の者と重度
身体障害者のみで構成される
世帯。(4)その他市長が特に必
要と認める世帯。

冬期間の早朝における国、北海道及び
市が実施する除雪作業後の住宅の門口
及び車庫前の残雪処理（排雪を除
く。）が困難な方に対し、門口除雪を
行い、安全を確保し、生活を支援す
る。

申請に基づき、１２月１日から翌年３
月３１日までの冬期間に、降雪による
夜間及び早朝の道路除雪作業が行われ
た日の午前10時ころまでに、１箇所に
つき幅２メートルの範囲内で、１世帯
当たり２箇所を上限として業者委託に
よる除雪を行う。（車庫前は、車両の
通行に支障のない幅の範囲内）
利用手数料は、１箇所3,750円～
15,000円で市町村民税の課税状況に応
じて決定する。

10,561,404 Ｂ

門口の除雪のみではなく、玄関
先までの除雪希望者が増えてい
るが、市内業者では対応できる
体制にない。

除雪範囲の拡大要望に対し、供
給量が不足するため、対応方法
を検討する必要がある。

機械単価及び人件費など経費の
増大傾向により市の負担が増加
していることから、平成３１年
度に向けて対象年齢や自己負担
額の引き上げを検討する。

現状

戦没者慰霊事務 市民福祉部 福祉
課 福祉係

戦没者の遺族及び芦別市民 先の大戦における芦別市関係戦没者に
対し、市民が追悼のまことを捧げ、平
和への誓いを新たにする機会とする。

平成１９年度までは、芦別市戦没者顕
彰奉賛会が実施していたが、平成２０
年度からは市が毎年８月２０日に福祉
センター大ホールにおいて、衆議院議
員、道議、市議等の来賓の他、遺族
会、一般市民に参加の案内をし、戦没
者追悼式を実施する。

19,720 Ｂ

　遺族の高齢化により参列者が
減少している。

　後継遺族となる者への周知
や、一般市民の出席を促すよう
な手法を検討する。

　平和への誓いと戦没者等の御
霊に追悼の意を捧げることによ
り残された遺族に対しての苦労
に報いるためにも今後も開催を
継続する。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

障害者在宅サービス事業 市民福祉部 福祉
課 福祉係

①身体障がい者送迎サービス
～歩行困難な身体障害者（１
～４級）、②身体障がい者芦
別温泉等利用券等交付～７０
歳未満の身体障害者（同）、
③血液透析等通院交通費助成
～腎機能障がい者、心臓機能
障がい者（人工弁）、④重度
障がい者ハイヤー券交付～重
度の身体障害者（児）、市立
芦別病院で血液透析療法を受
ける者、⑤在宅障がい者等紙
おむつ支給～常時介護を要す
る重度の身体又は精神障害者
（児）、⑥精神障がい者地域
活動支援センター等交通費扶
助～精神障害者、⑦知的障が
い者援護施設通所交通費扶助
～知的障がい者

市内における在宅の障がい者（児）に
対し、必要な在宅福祉サービスを提供
することにより、生きがいのある日常
生活を支援し、市民福祉の向上を図
る。

市に申請又は申し出ることにより、①
は外出時の送迎サービスを行い（市社
協委託）、②は、温泉券と芦別温泉の
バス券を各１０枚交付し、③は通院交
通費の２分の１を助成し（残り２分の
１は事業者が割引き制度適用）、④は
１枚当たり４９０円のハイヤー券２４
枚綴りを１冊又は２冊（透析のみ）交
付し、⑤は１日当たり３枚の紙おむつ
を現物支給し、⑥は交通費全額を助成
し、⑦は交通費の2分の１を助成す
る。

5,131,945 Ａ

　障がい者の経済的負担軽減に
係る事業については利用率は高
いが、一部事業については障が
いの状態等対象者が限定され、
全ての障がい者が利用できない
ものもある。

　障がいの状態により対象者が
限定されている事業について、
対象範囲、内容等を検証してい
く。

　障がい者（児）の生活支援の
ニーズが高く、経済的負担軽減
のためにも必要な事業ではある
が、財政上の観点から、身体障
がい者送迎サービス等の障がい
者に対する在宅サービス事業に
ついて見直しを検討する。

現状

地域生活支援事業 市民福祉部 福祉
課 福祉係

①成年後見制度利用支援～重
度の知的又は精神障害者、②
外出介護支援員派遣～障がい
者、③訪問入浴サービス～65
歳未満の身体障がい者、④居
宅介護支援員派遣～障がい
者、⑤日中一時支援～障がい
者（児）、⑥手話通訳者派遣
～聴覚・言語機能障がい者、
⑦精神障害者地域活動支援セ
ンター機能強化補助～障がい
者、⑧ボランティア活動支援
事業費補助～精神障害者回復
者クラブ亜志の会、⑨心身障
害者日常生活用具給付～障害
者（児）、⑩更生訓練費扶助
～自立訓練等利用者、⑪肢体
不自由の障害者

障がい者（児）がその有する能力及び
適正に応じ、自立した日常生活又は社
会生活が営むことができるよう、相談
支援をはじめ地域生活に必要な各種
サービスを提供する。

相談のほか、申請に基づき、①は成年
後見制度の申立てを行い、②は外出介
護支援員を派遣（社協委託）し、③は
居宅に訪問して行い（㈱三井ヘルス
サービスに委託）、④は居宅介護支援
員を派遣し介護を行い（委託）、⑤は
見守りや訓練を行い（北海道光生舎に
委託）、⑥は手話通訳者を派遣し（社
協、ろうあ連盟に委託）、⑦芦別あゆ
み会に運営経費の一部を補助し、⑧は
亜志の会に必要経費を補助し、⑨は必
要な用具の給付又は貸与を行い、⑩は
費用を支給し、⑪は改造費の一部を支
給する。⑥⑦⑧以外は利用者負担あ
り。

15,064,618 Ｂ

地域の実情にあった事業を実施
することとなっているが障がい
者にとっては他市が行っている
事業に対して希望があるものの
サービスを行える事業者がない
状況にある。

近隣市と連携し、サービスを利
用できるよう調整を進める。

障害者総合支援法及び障害者の
支援に関する法律等に基づき、
対象者の障害の状態に合った支
援・給付等を行っていく。ま
た、障がい者が自立した生活を
営むことができるよう、必要な
情報を提供し、助言等行うため
の業務を専門事業者に委託する
ことで、障がい者に対するきめ
細やかな相談支援を実施してい
く。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑵ 福祉 ③ 障がい者（児）福祉の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

４ 保健･医療･福祉 ⑵ 福祉 ② 高齢者福祉の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

障害者社会参加支援事業 市民福祉部 福祉
課 福祉係

①身体障害者スポーツ大会参
加補助～芦別市身体障害者福
祉協会
②障害者ふれあい広場開催事
業費補助～芦別市社会福祉協
議会

スポーツを通じて身体障害者の体力の
維持増進を図り、又、地域住民に対し
て障害者を地域社会の中に受け入れ
て、ともに暮らそうとする福祉の理念
の考え方を定着させ、語り合う場を設
定するため、事業主体となる身体障害
者福祉協会や社会福祉協議会に対して
経費の一部を補助する。

①身体障害者スポーツ大会参加補助～
団体からの申請に基づき、必要な経費
（身体障害者スポーツ大会参加、北海
道障害者スポーツ大会参加）の２分の
１以内を交付する。
②障害者ふれあい広場開催事業費補助
～社会福祉協議会、市をはじめとする
各関係団体が実行委員会を結成し、毎
年９月初めに、もとまち公園におい
て、ふれあい広場を開催しており、必
要な経費の２分の１以内（155千円上
限）を交付する。

184,099 Ｂ

身体障害者福祉協会会員の高齢
化により、年々スポーツ大会へ
の参加者が減少している。ふれ
あい広場の内容が毎年同じ状況
にあり参加者が減少している。
また、企業との連携により就業
の場を増やしていくなかでの社
会参加も課題である。

ノーマライゼーションの理念浸
透のため社会福祉協議会に対し
ふれあい広場の内容、市民への
周知方法等の見直しを要請して
いく。身体障害者福祉協会の新
会員の確保に協力していく。
また、事業主との連携を深める
等、障害者が自立し社会参加で
きる機会の増加に努める。

障がい者等がスポーツ大会に参
加し、表彰を受けることで自立
意識が向上しており、また、ふ
れあい広場を開催することで地
域住民へのノーマライゼーショ
ンの理念浸透のため、今後も継
続して支援をする。

現状

障害児援護事務
市民福祉部 児童
課 児童デイサー
ビスセンター係

知的障がい児と保護者 　知的障がい児（者）及び重複障がい
児（者）が将来健全な社会生活を営め
るよう援護し、その福祉を図ることを
目的とする。

　障がい児をもつ子どもと家族が相互
に励まし合い情報を交換し交流を深め
る場や集団訓練の場を選択し、療育の
推進及び自立心を高める為に必要な支
援をする。 - Ａ

　都市化の進行や生活様式の多
様化により、地域社会における
連帯感が薄れつつある中、障が
い児の種別に関わらず障がい児
とその家族が自立して社会参加
を進め、親子共に地域で安心し
て暮らすために福祉サービスを
利用しやすい環境作りが課題で
ある。

　障がいを持つ子どもと家族
が、相互に励ましあい情報交換
や交流を深める場、集団の訓練
の場を選択し療育推進及び自立
を高めるために手をつなぐ育成
会の促進を図る。

　今後も障がいを持つ子どもと
家族が安心して地域社会で生活
することができるよう支援して
いく。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

遺児手当支給事務 市民福祉部 福祉
課 福祉係

遺児と現に同居し、生計を同
じくし、監督保護又は養育す
る方
遺児：義務教育終了前（15歳
に達した日の属する学年の末
日以前）の児童で、両親又は
父親
（事実上母親と婚姻関係と同
様の事情にある者を合む。）
と死別したもの

義務教育修了前の児童で、両親又は父
親と死別した児童を養育する者に対し
て、遺児の健全な育成助長と福祉の増
進を図るため、遺児年金を支給する。

保護者等を受給権者として認定した場
合に、遺児１人につき月額３，０００
円を申請した月から支給する。

108,000 Ｂ

平成２７年４月から母親との死
別も対象とする制度改正をした
ことから、制度の周知を図る必
要がある。

広報紙やホームページを活用
し、周知に努める。

精神的及び経済的に厳しい状態
にあるひとり親家庭等の生活を
支援する事業ではあるが、財政
上の観点から、遺児手当につい
て見直しを検討する。

現状

子育て支援センター管理

運営業務

市民福祉部 児童
課 子育て支援セ
ンター係

子育て中の親及び子ども 子育てについての悩みを持つ家庭を支
援することにより、育児不安の解消を
図り、楽しく子育てができ良好な親子
関係を築けるよう支援していくことを
目的とする。

地域の社会資源を効果的に活用し、多
様なサービスを提供するとともに、安
心して子育てできるよう支援体制を図
る。

667,853 Ａ

　子育て家庭の孤立化や育児不
安の解消を図るために、現在提
供している事業については、い
つでも相談できる支援者がい
て、気軽に参加できる場がある
ことを知ってもらう事が大切で
ある。また事業場所が一つ増
え、親子の交流の場や事業内容
の幅も広がっているので、効率
よく実施するための工夫を引き
続き行っていく必要がある。

　子育てに役立つ情報や、地域
の子育て支援サービスに関する
情報を集約し保護者に対して提
供する。効果的な方法として、
インターネット配信や、乳幼児
健診でのパンフレット配布、ポ
スター掲示、施設内での情報提
供や掲示板の利用などを実施。
また道営住宅集会所の事業は基
本的に週２回実施することに
なっている為、引き続き２か所
の日程や時間調節及び職員配置
など工夫して対応する。

　子育て家庭の孤立化や育児不
安の解消を図り、現在提供して
いる事業について、気軽に参加
できる場であることを理解をし
てもらうよう努めるとともに、
親子の活動の場を広めるなど子
育て支援の機能充実に努め、地
域の子育てを担っていくことと
する。
　なお、これらの事業について
は、民間活力の活用も視野に入
れ検討していくこととする。

現状

留守家庭児童会運営事務
市民福祉部 児童
課 児童センター
係

 保護者が労働等により昼間家
庭にいない小学校に就学して
いる児童。

 放課後、土曜日及び長期休業期間の
安心・安全で基本的な生活ができる居
場所として、成長段階に見合った適切
な指導・援助を行い、児童の健全育成
を図る。

 保護者が迎えに来るまでの間、支援
員が生活を見守り、学習や遊びを通し
て健やかな成長を支援する。

7,777,816 Ａ

　芦別の児童数は減少している
が、留守家庭児童会を希望する
家庭は多い。すみれ児童会専用
部屋では狭く、学校と連携を図
り、支援学級や体育館を使用さ
せてもらっているが、常時使用
することができない。

　体育館の使用回数を増やすな
ど、今後の運営体制等について
学校と共に検討していく。

　円滑な留守家庭児童会の運営
を行えるように、学校や教育委
員会と協議しながら必要な情報
を共有する中で、保護者が安心
して預けられ、児童も安全で過
ごしやすい環境づくりに努め
る。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑵ 福祉 ④ 多様な子育て支援の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

４ 保健･医療･福祉 ⑵ 福祉 ③ 障がい者（児）福祉の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

児童福祉サービス事業 市民福祉部 児童
課 子ども家庭係

障がいや、障がいが想定され
支援の必要性が認められる児
童。

　障がい児が必要なサービスを受ける
ことができ、家庭や地域等で安心して
自立した生活を送ることができる。

　障がい児通所（児童発達支援、医療
型児童発達支援、放課後等デイサービ
ス等）を必要とする障がい児等に対
し、申請を受け、通所給付費の支給決
定を行う。事業所からは、国民健康保
険団体連合会からの審査を経て請求が
あり、その審査内容の点検を受け、支
払を行う。

7,136,186 Ａ

　児童福祉サービスが必要と思
われる対象児童の早期発見がな
されていない。

　市健康推進係の保健師を始
め、関係機関との連携により、
サービスが必要と思われる対象
児童の早期発見に努める。

　今後も継続して、サービスが
必要と思われる対象児童の早期
発見に努めていく。

現状

子ども・子育て支援事業 市民福祉部 児童
課 子ども家庭係

未就学児童及び小学生児童の
世帯。

　平成２７年度から実施されている子
ども・子育て支援新制度において、教
育・保育、地域の子ども・子育て支援
事業の量の確保やそれに対応する提供
体制の確立を図るため子ども・子育て
支援事業計画を策定しており、その計
画に基づき質の高い保育及び総合的な
子育て支援を行うことを目的とする。

　子ども・子育て支援法に基づき、子
ども・子育て会議を設置し、平成２７
年度から平成３１年度までの１期５年
間の子育てに関する事業計画を策定す
るため、子ども・子育て会議を開催す
る。

165,011,094 Ｂ

　平成２７年度から平成３１年
度までの子ども・子育て支援事
業計画に基づき必要な事業実施
は行ったが、国の制度改正に伴
う対応や私立幼稚園が行う小規
模保育所に係る施設整備事業な
どで事務が繁忙し、芦別市子ど
も・子育て会議の開催ができな
かった。

　芦別市子ども・子育て会議を
計画的に開催し、関係者の意
見・要望等を事業計画に反映
し、必要に応じ計画を見直し、
事業を実施していく。

　芦別市子ども・子育て会議委
員より意見・要望等いただき、
また、市民の幅広い意見を取り
入れながら、子ども・子育て支
援事業計画（平成３２年度第２
期作成）の諸準備等を進めてい
く。

現状

児童センター管理運営業

務

市民福祉部 児童
課 児童センター
係

 18歳未満のすべての子ども。
乳幼児は保護者同伴で利用で
きる。

　18歳未満のすべての子どもを対象と
し遊び及び生活の援助と地域における
子育て支援を行い、子どもを心身とも
に健やかに育成することを目的とす
る。

　遊びを通して児童の集団的、個別的
な指導を行っていく。地域における異
年齢の子どもや大人との交流、また母
親クラブ等の地域組織活動の機会を各
種行事等を通して提供していく。課題
をもった事業を展開するとともに教育
委員会とも連携し、子どもの育ちに関
する組織や人とのネットワークの中心
となり、活動の育成助長を図る。

179,001 Ｂ

　児童センター事業の参加人数
は定着しているが、行事の際に
女児の参加人数が多い傾向にあ
るので、事業の選定や工夫をし
ていく必要がある。

　芦別市公式ホームページに児
童センターだよりや行事ポス
ターで情報の発信を行い、小学
校や公共施設等へのポスター掲
示や各児童へのチラシ配布等で
参加者促進を図る。また、男児
が興味を持つような行事内容を
考える。

　魅力ある事業を取り入れるた
め、利用児童にアンケートをと
り、効果的な利用拡大が図れる
よう積極的な事業展開を進める
とともに、遊びの充実と地域の
人々の参加により異世代交流を
持てるよう努める。
　なお、これらの事業について
は民間活力の活用も視野に入れ
検討していくこととする。

現状

つばさ保育園管理運営業

務

市民福祉部 児童
課 つばさ保育園

生後8週以上～就学前の乳児ま
たは幼児。

保護者が家庭において十分保育するこ
とができない児童を、保護者に代わっ
て保育し、通所する児童の心身の健全
な発達を図る。

児童に健康と安全環境を整え、各種事
業を行いながら生活や遊びを通して総
合的な保育を行う。

26,009,345 Ａ

　家族構成や就労形態、子育て
意識の変化、地域の変化、地域
の結びつきの希薄化等を背景と
し、保護者の育児力が低下して
きており、保育所任せになって
きている問題がある。また、0歳
児１・２歳児については、母親
の家庭内外労働の増加に伴い、
低年齢児の保育所入所のニーズ
が高まってきている。

　育児不安や育児ストレスを抱
える母親等に対し、保育士・看
護師・管理栄養士・家庭相談員
等が連携を図りながらサポート
し不安を解消しつつ育児の手助
けをしていく。また、低年齢の
保育所入所に向けた保育環境の
改善を図る。

　安心・安全な保育環境づく
り、保育士等の資質向上、養護
と教育と食育の充実に努める。
地域の保育に対するニーズが多
様化することから、保護者の
ニーズに応じた保育環境のあり
方について、民間活力も含めて
検討していく。

現状

一時預かり事業 市民福祉部 児童
課 つばさ保育園

子育て中の保護者 専業主婦等育児疲れの解消、急病や継
続的勤務、短時間勤務等の勤務形態の
多様化等に伴う一時的な保育に対応す
る。

一時預かり事業を利用する児童に、健
康と安全な環境を整え、生活や遊びを
提供する。

133,054 Ａ

　里帰り出産など、市外在住の
利用の需要が増えている。

　保育士・看護師・管理栄養
士・家庭児童相談員等が連携を
図りながらサポートし不安を解
消しつつ、育児の手助けをして
いく。保護者の保育所へのニー
ズ等が高まってきているため保
育環境の改善を図る。

　安心・安全な保育環境づく
り、保育士等の資質向上、養護
と教育と食育の充実に努める。
また、みどり幼稚園においても
同様のサービスを行っているた
め、連携を図りながら事業を進
めていく。

現状

児童入所施設関係事務 市民福祉部 児童
課 子ども家庭係

　保健上必要があるにもかか
わらず、経済的な理由によ
り、入院助産を受けることが
できない妊産婦。

　法、市条例及び施行規則に基づき、
対象者の助産を実施する。

　妊婦健診時に助産施設案内のチラシ
を配布することにより、助産制度利用
の広報活動を行う。

860,230 Ｂ

　家庭の経済的な理由により出
産費用の負担が困難な妊婦の方
に、安心して出産ができる出産
費用の一部を助成する本制度に
ついて、知らない市民の方がい
る。

　妊婦健診時に助産施設案内の
チラシを配布することにより、
助産制度が必要と思われるケー
スにつき、助産施設において助
産を行う。

　制度に基づく法定の自治事務
であり、今後も申請に基づき適
正に対応する。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑵ 福祉 ④ 多様な子育て支援の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

児童デイサービスセン

ター管理運営業務

市民福祉部 児童
課 児童デイサー
ビスセンター係

　発達や成長の遅れや障がい
のある児童及びその疑いのあ
る児童とその保護者

　発達や成長の遅れや障害のある児童
及びその疑いのある児童とその保護者
が通園することにより、早期療育を実
施するとともに、家族の支援を行う事
を目的とする。

　教材等を効果的に活用し、個別指
導、支援を行いながら、各種行事を通
じ親子の交流を深める。北海道通園セ
ンター連絡協議会に加入し、職員の知
識や資質向上のため、各種研修等に参
加、また、ケース会議及び母親教室を
開催し、現状把握と対応に努める。

420,430 Ａ

　指定通所事業所において、障
がい児の適正、特性等を踏まえ
た支援を提供するための体制整
備が十分に図られていない。

　事業所職員による自己評価、
利用者による事業所への評価を
実施し、事業所全体の評価を行
い、その結果を利用者に公表
し、課題の改善に取り組むほ
か、教育委員会と福祉の連携を
図り、トライアングルプロジェ
クトの実施に向けて検討を進
め、言語聴覚士や作業療法士の
有効的な活用について検討す
る。

　利用者のニーズに沿った指定
通所支援（児童発達支援・放課
後等デイサービス）を図る。

現状

療育推進協議会運営事務
市民福祉部 児童
課 児童デイサー
ビスセンター係

　保護者、保育士、幼稚園教
諭、学校関係職員、保健師、
市民（近隣市町村関係職員）

　発達障害にかかる療育の知識の向上
と療育の充実を図るとともに啓発を行
う。

　専門知識を有する講師招へいによ
り、療育に対する理解と知識を深め
る。

75,000 Ａ
　療育推進協議会には18団体の
関係機関が参画しているが、活
発な意見交換がなく、会の活動
内容に対する認識度の低さも感
じられ、組織としての機能が十
分に図られていない。

　障がい児の早期発見、早期療
育が如何に重要であるか、組織
の重要性に対する認識を深める
ため、参画団体からの事例や外
部団体を活用した研修などを行
い組織の活性化を図る。

　障がい児教育の支援の向上を
図るため、今後も関係機関との
連携を強化するなど体制づくり
を進める。

現状

障害児発達相談支援強化

事業

市民福祉部 児童
課 児童デイサー
ビスセンター係

①発達や成長の遅れや障がい
のある児童及びその疑いのあ
る児童とその家族
②指導する保育士

成長及び発達の遅れや障がいのある児
童は、早期発見・早期療育が大切であ
るが保護者としては実際に我が子の障
がいを受け入れることは容易なことで
はなく、何年も悩みながら過ごしてい
る方も多くいる。そのため、外部から
高度な専門知識を有する講師を招き、
保護者の悩みを軽減し適切な支援を受
けられるような相談会を実施するとと
もに、障がい児とその家族の支援を行
い早く子どもの特性を理解し安心して
生活できる基盤づくりを目的とする。
また、様々な障がいに対応するための
知識や技能を指導方法や助言を通して
保育士のスキルアップを図る。

高度な専門知識を有する講師との相
談・面談を通じて、障がい等に対する
アドバイスを受ける一方、指導する保
育士に対し、今後の療育の方法等や適
切な支援の仕方のアドバイスを受け
る。

30,160 Ａ

　市民に障害児発達相談支援強
化事業について周知できるよ
う、広報やポスターの掲示に工
夫が必要である。また、現在は
先着順としている相談につい
て、相談内容や重要度の面を考
慮して受け付ける必要がある。

　より多くの市民に障害児発達
相談支援強化事業について周知
できるよう、引き続き広報あし
べつへの掲載、ポスター掲示に
工夫をしていく。障害児発達相
談の申込者に、緊急支援が必要
な場合もあるため相談の内容等
について聞き取るなどの対応を
検討していく。

　障害児発達相談支援強化事業
を通じて、発達・成長の遅れや
障害の疑いのある児童を把握
し、地域で切れ目のない支援体
制の整備を進める。また、高度
な専門知識を有する講師からの
助言を受け、関係者のスキル
アップを図る。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

家庭児童相談業務 市民福祉部 児童
課 子ども家庭係

１８歳未満の児童。 　社会情勢の変化に伴い、地域社会や
家庭環境が大きく変化し、児童に関わ
る問題は、いじめ、不登校、引きこも
り、児童虐待、非行及び犯罪の低年齢
化等多種多様化してきている。また、
家庭児童相談の内容も複雑・長期化し
ており、深刻な社会問題となっている
ことから、児童養育の支援や家庭児童
相談業務の充実を図る。

　家庭児童相談室だけでは対応しきれ
ない内容の相談も多く、専門機関であ
る児童相談所などと連携した支援体制
をつくる。

351,358 Ａ

　現代社会において、子育てを
取り巻く環境の変化が大きく、
これに伴い、家庭児童相談業務
の内容が複雑・長期化してお
り、深刻な社会問題となってい
る。

　家庭児童相談室だけでは対応
しきれない内容の相談も多く、
専門機関である児童相談所など
と連携し、支援体制の充実を図
る。

　子どもと家庭に関する様々な
問題の相談に応じ、家庭におけ
る適正な児童教育や児童福祉の
向上を図るため、児童相談所や
民生児童委員等とも連携を図る
とともに、相談業務体制の充実
を図る。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑵ 福祉 ⑤ 家庭児童相談の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

４ 保健･医療･福祉 ⑵ 福祉 ④ 多様な子育て支援の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

民生委員・児童委員事務 市民福祉部 福祉
課 福祉係

民生委員推薦会の開催～民生
委員推薦会委員５人
芦別市民生委員・児童委員協
議会交付金～民生委員・児童
委員協議会

援護が必要な高齢者、障がい者、児童
等に対して、相談や援助などを行い地
域で安心して生活ができるよう民生委
員・児童委員の定数を維持できるよう
確保に努め、民生委員・児童委員の活
動を支援し、市民の福祉サービスの推
進を図る。

民生委員推薦会の開催～法に基づき、
民生委員・児童委員の候補者の適否を
審査し、適任者を北海道知事に推薦す
る。
芦別市民生委員・児童委員協議会交付
金～民生委員協議会の行う各種活動を
支援するため、毎年４月１日現在の本
市民生委員の定数に29,550円を乗じて
得た額を交付する。

6,352,720 Ａ

民生委員・児童委員及び主任児
童委員の成り手を確保する。

町内会と連携しながら各委員の
選出を行う。

高齢者や障がい者の増加ととも
に少年非行や児童・高齢者虐待
など社会問題が山積みする中
で、地域住民の相談者として活
動する民生委員・児童委員及び
主任児童委員の役割はますます
重要となっていることから、活
動に対するさまざまな支援を行
い、地域福祉の向上を図る。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

保険税賦課徴収事務 市民福祉部 健康
推進課 国保係

国民健康保険法による被保険
者

国保財源を維持するため、国民健康保
険税の適正な賦課を行い収納率の向上
を図る

口座振替による納付推奨を行うととも
に、差押え等滞納処分を行う

425,251 Ａ

　国民健康保険の新規加入者
は、稼働していないかたが多い
ため、口座振替の新規加入者に
大きな伸びがないのが現状であ
る。

　新規資格取得時及び広報誌
「国保だより」等で、口座振替
について勧奨する。

　平成30年度から市町村国民健
康保険は都道府県単位に移行し
たが、保険税の賦課徴収は引き
続き市町村が行うこととされて
いるため、今後も税務課と連携
して、口座振替の勧奨及び滞納
処分等を実施し、収納率の向上
に努める。

現状

医療費適正化特別対策事

業

市民福祉部 健康
推進課 国保係

国民健康保険による被保険者 診療報酬明細書の点検等を行い、医療
費の適正化を図る。

診療報酬明細書の点検及び医療費適正
化啓発普及用パンフレット等の配布、
後発医薬品の差額通知を行う。

3,864,562 Ａ

　１人当たり医療費が増加傾向
にあるため、抑制を図る必要が
ある。

　診療報酬明細書の点検の充実
強化により、医療費の適正な給
付を図るとともに、被保険者全
世帯に対して、啓発普及用パン
フレットや後発医薬品（ジェネ
リック医薬品）希望カードを送
付するなど医療費の削減に向け
た取り組みを行う。

　平成30年度から市町村国民健
康保険は都道府県単位に移行し
たが、保険給付の実施主体は引
き続き市町村であることから、
診療報酬明細書の点検は市町村
が実施すべきものとされてお
り、今後もさらなる充実強化を
図ることとする。また、医療費
増加の要因分析結果を活用し、
医療費抑制に努める。

現状

特定健康診査等事業 市民福祉部 健康
推進課 国保係

４０歳から７４歳までの国民
健康保険被保険者

芦別市国民健康保険特定健康診査等実
施計画に基づき、４０歳から７４歳ま
での被保険者を対象に、メタボリック
シンドロームに着目した生活習慣病予
防のための特定健康診査及び特定保健
指導を実施し、医療費の適正化を図る

被保険者への広報周知等。未受診者対
策（電話勧奨、未受診者訪問等）。他
健診、人間ドック等との連携（情報提
供等）。

5,474,250 Ｂ

　生活習慣病予防のための特定
健康診査については、平成29年
度の市の目標値60％を達成でき
ず、27％の結果であったため、
受診率の向上が課題となってい
る。

　平成２８年度から実施してい
る自己負担金無料化を継続実施
し、継続受診の定着を図る。

　特定健康診査は法律により医
療保険者が実施することが義務
とされており、廃止することは
できない。平成30年度から市町
村国民健康保険は都道府県単位
に移行したが、特定健康診査等
の保健事業は引き続き市町村が
実施するため、今後も受診率の
目標達成に向け、市民への周
知、受診勧奨等の対応を図る。

現状

保健事業 市民福祉部 健康
推進課 国保係

国民健康保険被保険者 被保険者に対し、各種検診に係る費用
の負担を行い、医療費の適正化を図る

被保険者に対し、がん検診費、骨粗鬆
症及びインフルエンザ予防接種に係る
費用の負担を行う

3,551,647 Ａ

　受診者数が目標値に達してい
ない。

　集団健診時に特定健康診査を
受診する場合、がん検診等を併
せて受診するよう勧奨したり、
広く市民周知することにより、
受診者数の増加に繋げる。

　平成30年度から市町村国民健
康保険は都道府県単位に移行し
たが、保健事業は引き続き市町
村が実施するため、今後も多く
の被保険者が継続して毎年受診
するような対策を検討し、疾病
の早期発見、重症化予防につな
げることで、医療費の抑制を図
る。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑶ 社会保障 ③ 国民健康保険の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

４ 保健･医療･福祉 ⑶ 社会保障 ① 生活安定福祉の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

介護保険事業賦課徴収事

務

市民福祉部 介護
高齢課 介護保険
係

６５歳以上の高齢者 保険給付の財源となる介護保険料の徴
収確保を図る

年金からの引き去りによる特別徴収及
び納付書による普通徴収を実施し、普
通徴収の滞納分については、税務課納
税係で督促や催告等を行い徴収する。 243,624 Ａ

　介護保険料においては、年金
から引き去りする特別徴収と納
付書による普通徴収があるが、
普通徴収における滞納分の回収
が課題となっている。

　滞納者に対しては催告状、勧
告状を発送し納付を促している
ほか、税務課納税係において、
保険料の徴収業務を行ってい
る。

　今後も、滞納者に対しては、
督促状及び催告状を発送し税務
課納税係とも連携を図る。

現状

介護予防・生活支援サー

ビス事業

市民福祉部 介護
高齢課 介護保険
係

６５歳以上の高齢者・40歳以
上６５歳未満の医療保険に加
入している者で要支援認定者
及び市が行なう「基本チェッ
クリスト」で生活機能の低下
が認められた方

日常生活に支援を必要とする状態と
なっても、できるだけ従来の生活が続
けられるよう、また、重度化しないよ
う、介護予防・生活支援サービスを提
供することで、被保険者自身とその家
族を支援する。

被保険者が要支援状態等となることを
予防するとともに、要支援状態となっ
た場合においても、可能な限り、地域
において自立した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

41,848,895 Ｂ

　介護人材不足やボランティア
不足により、新たな多様なサー
ビスの展開が図れない。

　今後、サービス利用者が増加
する一方、担い手である生産人
口が減少するため、増大する生
活支援ニーズに対し、住民同士
の支え合い体制を構築する。

　高齢者の状態に合わせて、支
援の内容を柔軟に変化させる仕
組みづくりを構築すると共に、
介護人材確保対策を強化する。

現状

介護予防ケアマネジメン

ト事業

市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

要支援１，２及びサービス事
業対象者

介護予防の目的である「高齢者が要介
護状態になることを出来る限り防ぐ」
「要支援・要介護状態になっても、そ
れ以上悪化しないようにする」ため
に、高齢者自身が地域における自立し
た日常生活を送れるよう支援するもの
である。

対象者に対して、介護予防及び生活支
援を目的として、その心身の状況、置
かれているその他の状況に応じて、そ
の選択に基づき、適切な事業が包括的
かつ効率的に提供されるよう、専門的
視点から援助を行う。

10,498,088 Ｂ

　要介護状態になることをでき
る限り防ぐためにも、自立に向
けたケアマネジメントが要求さ
れるが、ケアマネジャーの資質
により、ケアマネジメントにも
差が出ている状況である。

　担当するケアマネジャーに
よって、ケアマネジメントに差
が出ないように、ケアマネ
ジャーの資質向上のための対策
を検討する。

　国や道主催の、ケアマネ
ジャーの資質向上に係る研修へ
の参加促進や、地域包括支援主
催で市内のケアマネジャーを対
象とした意見交換会、研修等を
実施する。

現状

認知症サポーター等養成

事業

市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

市民 認知症になっても、本人の意思が尊重
され、できる限り住み慣れた地域で、
良い環境のもと自分らしく暮らし続け
ることができるように、地域全体が認
知症への理解を深めるための普及・啓
発の促進。

認知症サポーター養成講座の企画・立
案及び開催と併せて、養成講座の講師
となるキャラバンメイトを養成すると
ともに、地域や職場において、認知症
の人と家族を支える認知症サポーター
を養成する。

64,000 Ｂ

　認知症サポーター養成講座受
講者に対し、更に、知識を深め
るためのスキルアップ講座の開
催や、実際に地域で活動するた
めの仕組みづくりに取り組めて
いない。

　認知症サポータースキルアッ
プ講座の開催と、サポーターの
活動方法についての検討を進め
る。

　認知症になっても住み慣れた
地域で安心して暮らせるよう
に、認知症サポーター養成講座
及びスキルアップ講座を開催
し、サポーターが早期に地域で
活動できるように仕組みづくり
の検討を進めていく。

現状

一般介護予防事業
市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

高齢者 地域における介護予防に資する自発的
な活動が広く実施され、地域の高齢者
が自ら活動に参加し、介護予防に向け
た取組が主体的に実施されるような地
域の構築を目指して健康教育、健康相
談等の取組みを通じて介護予防に関す
る活動の普及・啓発や地域における自
発的な介護予防に資する活動の育成・
支援を行う。

市が主催する介護予防運動教室や、委
託により実施している「えがお塾」
「高齢者ふれあいサロン」、市内の各
老人クラブをはじめ、町内会等の各種
活動の場において、介護予防運動の指
導や講話による普及啓発をおこなうこ
とで、高齢者への意識付けを図る。

7,419,840 Ａ

　介護予防運動教室、高齢者ふ
れあいサロンともに、立ち上げ
が難しい、かつ、交通手段の問
題から、他の地域での介護予防
運動教室に参加することも難し
い地域がある。

　第１層生活支援コーディネー
ターと協力し、地域での通いの
場の立ち上げを支援し、その中
で段階的に介護予防事業への取
組みを促していく。

　「まる元」では年２回、「い
きいき百歳体操」、一部の「高
齢者ふれあいサロン」では年に
１回、体力測定を実施している
ため、今後、そのデータを活用
して事業参加による効果の検証
と、介護予防の重要性を市民に
ＰＲしていくことで、介護認定
者数の減少に努めていく。

現状

在宅医療・介護連携推進

事業

市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

市民 ２０２５年度を目途に、医療と介護の
両方を必要とする状態の高齢者が、住
み慣れた地域で自分らしい暮らしを人
生の最期まで続けることができるよ
う、在宅で医療と介護を一体的に提供
するために必要な支援を行う。

在宅医療・介護連携推進事業に係る８
つの事業項目（（ア）地域の医療・介
護資源の把握、（イ）在宅医療・介護
連携の課題の抽出と対応策の検討、
（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の
提供体制の構築推進、（エ）医療・介
護関係者の情報共有の支援、（オ）在
宅医療・介護連携に関する相談支援、
（カ）医療・介護関係者の研修、
（キ）地域住民への普及啓発、（ク）
在宅医療・介護連携の関する関係市町
村の連携）を、すべて実施できるよう
に取り組みを進める。

69,977 Ａ

　８つの取組項目のうち、
（ウ）切れ目のない在宅医療と
介護の提供体制の構築推進、
（オ）在宅医療・介護連携に関
する相談支援が未実施である。

　（ウ）については、地域ケア
会議を利用し、医師会をはじ
め、医療機関の関係者、介護事
業関係者により取組について検
討し、（オ）については地域包
括支援センターに相談支援担当
窓口を設置することとする。

　要介護状態になっても、本人
の意思を尊重し、安心して在宅
生活が送れるように、医療機関
と介護関係機関が情報を共有
し、本市の現状をお互いの立場
から把握できるよう、さらに連
携を強化していくための取組み
を進めていく。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑶ 社会保障 ④ 介護保険の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

総合相談事業
市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

市民 地域の高齢者が住み慣れた地域で安心
してその人らしい生活を継続してでき
るよう、地域における関係者とのネッ
トワークを構築するとともに、高齢者
の心身の状況や生活の実態、必要な支
援等を幅広く把握し、相談を受け、地
域における適切な保健・医療・福祉
サービス、機関又は制度の利用につな
げる等の支援を行う。

支援を必要とする高齢者を見出し、各
種サービス等の適切な見守りを行い、
更なる問題を防止するため、地域にお
ける関係者のネットワークを構築し、
それを活用するほか、様々な社会資源
との連携による情報収集や戸別訪問等
により高齢者及び家族の状況等を把握
する。

6,651,186 Ａ

　新規の相談や、内容が複雑な
相談など、対応に時間がかかる
ケースが増加している。

　相談の複雑化、ニーズの多様
化に対応するため、平成29年10
月から地域包括支援センターを
市本庁舎横の旧消防庁舎に移転
し、介護認定申請からサービス
利用までの流れがスムーズにな
り、市民の利便性も高まったこ
とから、今後、さらに市民が相
談及び利用しやすい環境を整備
するとともに、地域包括支援セ
ンターの役割についてPRする。

　認知症高齢者が増加傾向にあ
るため、今後も相談件数は多い
こと予想されるが、現状の体制
での対応を維持しながら、関係
機関との連携も含め相談しやす
い窓口を作っていくことを検討
する。

現状

権利擁護事業
市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

高齢者 地域の住民、民生委員、介護支援専門
員などの支援だけでは十分に問題が解
決できない、適切なサービス等につな
がる方法が見つからない等の困難な状
況にある高齢者が、地域において尊厳
のある生活を維持し、安心して生活を
行うことができるよう、専門的・継続
的な視点から、高齢者の権利擁護のた
めの必要な支援を行う。

高齢者の権利擁護のため支援が必要と
判断した場合には、成年後見制度の活
用促進、老人福祉施設等への措置支
援、高齢者虐待・困難事例への対応、
消費者被害の防止等の制度を活用す
る。 5,693,302 Ａ

　身体的虐待の事例が多いた
め、緊急性が高く、また、内容
も複雑化してきていることなど
から、対応にかかる時間が大幅
に増加してきている。

　今後も、緊急性の高い事例
や、複雑化する相談に対する対
応が増加することが予想される
ことから、関係機関や弁護士と
の協力体制をさらに強化し、効
率化を図る。

　高齢者が、住み慣れた地域で
尊厳ある生活を維持できるよ
う、地域及び関係機関のネット
ワーク機能を強化し、専門的か
つ継続的な支援体制づくりを検
討していくとともに、複雑化す
る事例に迅速かつ適切に対応す
るため、「芦別市高齢者虐待防
止対応マニュアル」の見直しを
行う。

現状

包括的・継続的ケアマネ

ジメント支援事業

市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

介護支援専門員等の関係者 高齢者が住み慣れた地域で暮らし続け
ることができるよう、介護支援専門
員、主治医、地域の関係機関等の連
携、在宅と施設の連携など、地域にお
いて、他職種相互の協働等により連携
し、個々の高齢者の状況や変化に応じ
て、包括的かつ継続的に支援していく
包括的・継続的ケアマネジメントが重
要であり、地域における連携・協働の
体制づくりや個々の介護支援専門員に
対する支援等を行う。

介護支援専門員が、医療機関を含めた
関係機関との連携体制を構築し、地域
の介護支援専門員と関係機関の間の連
携を支援するための会議等を開催す
る。

4,145,921 Ａ

　介護支援専門員に対する包括
的・継続的ケア体制の充実のた
めに、医療・介護関係者をはじ
めとした関係機関が集まる、地
域ケア会議での支援が必要と思
われるが、全ての関係機関が集
まる会議が開催できていない。

　より多くの関係機関が集まれ
るよう、連絡会議の内容の充実
や開催方法などを検討していく
必要がある。

　地域ケア会議や勉強会の開催
を通して、介護支援専門員の支
援及び情報共有に努め、介護事
業所と連携しながらより充実し
た事業展開に向けて検討する。

現状

家族介護継続支援事業
市民福祉部 介護
高齢課 高齢者支
援係

常時寝たきり状態で要介護
３・４・５に認定された常時
紙おむつが必要と認められる
高齢者又は特定疾患患者

在宅で常時紙おむつを必要とする者の
介護者に対し経済的負担を軽減する。

申請に基づき、１人１日当たり３枚の
紙おむつを現物支給する。

661,077 Ｂ
在宅介護者に限定しているた
め、利用者は限られている。な
お、支給対象基準に該当しない
が、現に紙おむつを使用してい
る高齢者もおり、支給を希望す
る者がいる。

介護認定時の判定により支給対
象基準を判定することにより、
基準が明確になることから現行
制度のまま継続する。

平成２９年度に策定した第７期
高齢者保健福祉計画・介護保険
事業計画に基づき事業を実施す
る。

現状

地域自立生活支援事業
市民福祉部 介護
高齢課 高齢者支
援係

①６５歳以上の独り暮らしの
者で食事の用意が困難な者。
②６５歳以上の者のみの世帯
で、食事の用意が困難な者。
③その他市長が特に認める者
で、食事の用意が困難な者。

食事の用意の困難な高齢者に対して、
定期的に居宅を訪問して栄養バランス
のとれた食事を提供するとともに、当
該高齢者の健康状態及び安否を確認す
る。

給食サービスを受けようとする者は、
配食の時に不在となる場合に備えて、
給食を保管する給食サービス事業協力
員を選任した上で市長に利用の申請を
する。
市は、これを審査のうえ決定し、委託
業者を通じて１週につき３回又は６
回、夕食を戸口まで配食する。
利用者は、１食につき５００円を翌月
末日までに納入する。

5,194,499 Ｂ

　民間事業者は、同様のサービ
スを本事業よりも利用者負担が
少ない金額で実施している。

　民間事業者によるサービス
は、利用者負担が少ないが配送
地域が限られ、民間事業者では
カバーできない地域への配送
は、料金が割高となるため市に
よるサービスが必要となること
から、それぞれの利点やサービ
ス内容を広くわかりやすく市民
に周知し、最良のサービスを選
択できるよう努めていく。

　平成２９年度に策定した第７
期高齢者保健福祉計画及び介護
保険事業計画（平成３０年度～
平成３２年度）を踏まえて事業
を進めていく。

現状

４ 保健･医療･福祉 ⑶ 社会保障 ④ 介護保険の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

認知症高齢者見守り事業
市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

市民 地域における認知症高齢者の見守り体
制の構築を図る。

認知症サポーター養成講座を開催する
ほか、高齢者見守り協定の締結、認知
症高齢者を対象としたＳＯＳネット
ワークを構築する。

- Ａ

今後、認知症高齢者が増加する
ことを想定した場合、さらに事
業内容を見直す必要がある。

芦別市高齢者ＳＯＳネットワー
ク会議を開催するとともに模擬
訓練を実施し、認知症高齢者が
行方不明になった際における早
期かつ適切な対応に備える。

芦別市高齢者ＳＯＳネットワー
ク事業については、事業のＰＲ
をする一方、実際に行方不明に
なるおそれがある認知症高齢者
を同事業に登録してもらうとと
もに、認知症高齢者に対する声
掛け訓練をし、行方不明等に
なった際の早期対応を図る。

現状

認知症総合支援事業
市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

市民 認知症になっても本人の意思が尊重さ
れ、できるかぎり住み慣れた地域で安
心して暮らし続けられるように「認知
症初期集中支援チーム」の関与による
早期診断・早期対応や、認知症地域支
援推進員による相談対応等、認知症の
かたに対する支援体制の構築を図る。

認知症サポート医及び医療・介護の専
門職から構成される「認知症初期集中
支援チーム」による、認知症患者の早
期発見・早期対応と、適切な医療・介
護サービスへつなげるまでの支援、ま
た、認知症地域支援推進員による認知
症相談への対応や、認知症のかたや家
族の支援を目的とした「認知症カ
フェ」等の開催などへ取組む。 8,763,881 Ｂ

　認知症地域支援推進員は、地
域包括支援センター職員が担
い、認知症カフェの企画から開
催まで、中心となって行ってき
たが、介護予防事業やケアプラ
ンの作成業務など業務量が増加
していく中で、認知症地域支援
推進員としての役割を十分果た
すことができていない。

　認知症地域支援推進員の資格
要件（介護福祉士）を満たし、
高齢者や認知症のかたへの対応
も経験豊富な職員が社協にお
り、平成２９年度末でその職員
が担当する事業が終了するた
め、新たに、認知症地域支援推
進員業務を委託することとし
た。

　加速する高齢化に伴い、認知
症高齢者の増加が予想されるこ
とから、チームの需要はさらに
高まっていくものと考えられる
ため、チーム員業務の一部を担
う民間精神科病院との連携を強
化し、認知症高齢者の早期発
見・早期対応に努め、さらに本
市の認知症施策を推進してい
く。新たに社協へ委託する、認
知症地域支援推進員も、地域と
の繋がりが深い社協のメリット
を活かし、相談しやすく誰もが
気軽に立ち寄れる認知症カフェ
となるよう、市も協力しながら
事業を進めていく。

改善

生活支援体制整備事業
市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

市民 ボランティア、民間企業、社会福祉法
人等の多様な事業主体による介護保険
外のインフォーマルな生活支援・介護
予防サービスの提供体制の構築と、元
気な高齢者の参加も想定した生活支援
の担い手となるボランティアの養成・
発掘等の地域資源の開発やそのネット
ワーク化などを行う「生活支援コー
ディネーター」や「協議体」を設置す
ることにより、独居高齢者や高齢者の
みの世帯が安心して在宅生活が送るこ
とができる。

行政、社会福祉協議会、介護サービス
事業所、医療機関、地縁組織等から構
成される「協議体」を設置し、芦別に
必要な生活支援サービスを検討すると
ともに、生活支援サービスとそれを必
要とする高齢者をつなぐ「生活支援
コーディネーター」の設置と併せて、
生活支援サービスの担い手となるボラ
ンティアの養成を行い市全体としての
高齢者の支援体制の充実・強化に努め
る。

11,291,072 Ａ

　第1層生活支援コーディネー
ターは配置したが、第２層（日
常生活圏域）の生活支援コー
ディネーターを配置できていな
いことと、養成した生活支援ボ
ランティアが活動する仕組みが
できていないことが課題となっ
ている。

　民生委員に対し、第２層生活
支援コーディネーターの打診を
しているところであり、引き続
き、協議を行っていく。また、
生活支援ボランティアの活動に
ついては、これまで、活動に向
けての意見交換会を数回実施し
ており、平成３０年度中に活動
を開始できるように準備を進め
ていく。

　第１層、第２層の生活支援
コーディネーターと、その活動
を支える協議体とが連携して
「ずっと住み続けたいまち芦
別」を目指し、生活支援ボラン
ティアなども活用した、地域の
支え合い体制づくりをさらに進
めていく。

現状

介護教室開催事業
市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

市民 要介護状態になっても、できるだけ住
み慣れた自宅で生活を続ける「在宅介
護」を推進するため、在宅で介護する
家族の介護負担軽減を目的とした取り
組みを推進する。

在宅で介護する家族の介護負担を軽減
するため、市内の介護サービス事業所
協力のもと、介護等の専門職が自宅に
訪問し、家族のニーズにあわせ介護技
術のテキストに沿って、正しい介護知
識や技術の指導を行う。 21,200 Ｂ

　ＰＲ不足と、自宅に訪問し実
施することに抵抗があるかたも
いることから、利用者が伸びな
い。

　広報あしべつやチラシでのＰ
Ｒのほか、会議や研修会、サロ
ン等でのＰＲも積極的に行い、
事業を浸透させる。また、平成
３０年度に、自宅への訪問に抵
抗があるかた向けに、会場を設
け「基礎介護講座」を開催する
ため、参加状況等も踏まえなが
ら、事業の見直しを行う。

　引き続きＰＲ活動を行い、事
業の内容を広く市民に理解して
もらい、利用に結びつけていく
ことと併せて、自宅で介護して
いる家族のニーズを聞き、利用
しやすい事業となるように検討
していく。

改善

４ 保健･医療･福祉 ⑶ 社会保障 ④ 介護保険の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

地域包括支援事業
市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

高齢者 要支援者の心身機能の維持向上のた
め、介護予防サービス等の提供に必要
な調整を行うとともに介護が必要な状
態になる恐れのある高齢者に対するケ
ア、介護予防のための普及啓発を行
う。また、高齢者が住み慣れた地域で
安心して生活できるよう介護サービス
を始めとした高齢者に関わる保険、医
療、福祉等の各種サービスへ結び付け
るため、高齢者の総合相談や権利譲
渡、虐待防止のための事業、介護支援
専門員への情報提供・連携促進のため
の事業を実施する。

介護予防サービスの提供他

10,794,340 Ｂ

　要支援の認定を受ける高齢者
の増加に伴い、困難事例の相談
や支援の対応に係る時間、業務
量が増加している。また、３年
毎の介護保険制度改正に伴い、
介護予防事業や認知症施策の充
実、在宅医療・介護連携推進事
業への取り組み強化など、業務
量が増加する一方で、時間の調
整に苦慮している。

　ケアプラン作成業務は市内の
居宅介護支援事業所へ委託する
ことで、業務の効率化が図られ
るため、引き続き市内事業所と
連携しながら、さらに委託化を
進め、介護予防事業や認知症施
策についても、委託可能な事業
は委託化する方向で検討する。
また、相談・支援業務への迅速
な対応とよりよいサービスの提
供ができるよう関係機関との情
報共有及び連携強化に努める。

　市直営の地域包括支援セン
ターであるメリットを活かし、
認知症施策や介護予防事業、在
宅医療・介護連携推進事業のう
ち、市が主導で行うことにより
事業がスムーズかつ効果的に進
められるものを主に地域包括支
援センターが担い、ケアプラン
作成業務のように委託可能なも
のは民間事業所への委託を進
め、事業の効率化を図る。

現状

訪問看護事業
市民福祉部 介護
高齢課 地域包括
支援係

在宅で療養される要支援・要
介護者

本人や家族の希望により在宅で療養さ
れる要支援・要介護者等に対して、主
治医の指示に基づき病状や障害の観察
や医療措置等の療養上の世話、清拭や
身体の清潔保持を行い可能な限り居宅
において自立した生活が出来るよう支
援する。

訪問看護によるサービスを提供する。

601,332 Ｂ

　国が進める在宅医療・介護連
携の推進では、切れ目のない在
宅医療・介護サービス提供体制
の構築を打ち出しており、２４
時間利用可能なサービスの提供
体制が求められているが、対応
可能な事業所がなく、また、現
在の職員体制（３名）では対応
が困難である。

　２４時間３６５日体制にする
とすれば、現在の職員体制（３
名）では対応できないため、市
立芦別病院の看護部との連携体
制や民間事業所への委託を検討
する必要がある。

　介護保険での利用者は減少傾
向にあるものの、医療保険を含
めると訪問看護は需要があるた
め、市内全体の需要に対し対応
が可能となるよう、民間事業者
の動向を把握するとともに、市
立病院看護部との連携について
も視野に入れ対応策を検討す
る。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

社会教育委員活動事務
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

社会教育委員 社会教育委員の活動に対し支援するこ
とにより、社会教育行政を推進する。

社会教育委員は、本市の社会教育に対
する立案や助言を行うため、他市町の
諸施設・活動の視察、住民の意識調査
などを行い、社会教育行政や生涯学習
社会の実現に向けた課題等の研究を行
う。

282,820 Ｂ

　年２回の会議のほか、委員の
活動の場を広げていくことが課
題である。

　各研修会の参加や市内で行わ
れる教育委員会の事業見学な
ど、委員の参加できる場を拡大
する。

　社会教育委員による相互及び
対外での発言の場の拡大、活動
の推進を促し、社会教育事業全
体の推進を図る。

現状

各種講座・教室等実施事

業

教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

市民 市民の多様化する学習ニーズに応え、
生涯学習の観点を踏まえながら、明る
く豊かな郷土のまちづくりを図ること
を目的とする。

各年齢層を対象とした講座・教室等
（市民講座、レッツ・チャレンジ、出
前講座）を定期的に開催する。 73,020 Ｂ

　多種多様の学習ニーズに対応
するため、今後も継続して事業
後の効果検証を行い、それを踏
まえて講座内容の見直しを行う
必要がある。

　市ホームページや広報等で市
民に対して情報提供を行い、市
民と行政が双方向で新しい市民
講座の創出を図る。

　市民のニーズが高い講座の継
続及び創出を図り、生涯学習を
推進する。

現状

各種大学等実施事業
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

高齢者大学・大学院：６０歳
以上の市民
女性大学：１８歳以上の女性

市民の多様化する学習ニーズに応え、
生涯学習の観点を踏まえながら、明る
く豊かな郷土のまちづくりを図ること
を目的とする。

原則、月２回（４月から翌年２月ま
で）の頻度で開講し、市民に学習機会
を提供する。

86,780 Ａ

　多種多様化する学習ニーズに
対応するため、いかに多彩な学
習プログラムを企画していくか
が課題である。

　市民や地域のニーズを把握
し、適格な学習情報の提供及び
市内の社会教育施設の利用を進
め、誰もが生涯を通じて学び地
域に参画し、豊かな知識・技
術・経験を生かせる環境の整備
に努める。

　大学で習得した知識から自主
的な学習活動の推進及び地域づ
くりに繋げられるよう、学習機
会の充実に取り組む。

現状

成人式実施事業
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

成人該当者 新しい時代に向かって夢と希望を抱
き、成人となる者の門出を祝うことを
目的とする。

式典及び交流会を実施する。

55,139 Ｂ
　芦別市独自の演出を行い、出
席者のさらなる増加に努める。

　芦別の特産品試食等について
検討し、ふれあい広場の内容充
実を図る。

　目標である出席率７割を維持
するべく、参加者のニーズを把
握し、事業内容の充実を図る。

現状

異文化活動事務
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

市民 市民の学習ニーズに合わせた英会話講
座等を開催し、国際交流の基礎となる
英語能力の向上、異文化交流の促進に
努めることにより、生涯学習の充実を
図る。

英会話講座・語学指導教室を定期的に
開催する。

Ａ
　英会話講座への参加者が伸び
悩んでいる。

　市ホームページ・広報で周知
するとともに、内容等も充実さ
せる必要がある。

　市民の国際交流ニーズに対応
するために、英会話講座・語学
指導教室等の実施内容を充実さ
せる。

現状

学習活動情報提供事務
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

市民 市民の自発的・自主的な学習活動を支
援することを目的とする。

広報あしべつのほか、新聞、チラシ、
ホームページ等の活用や生涯学習情報
紙を発行し、学習活動に関する情報提
供を行う。 Ｂ

　個人情報を掲載しない形で簡
素化した内容の情報誌「まな
びぃ通信」を発行したが、市民
がよりわかりやすく、親しみや
すい情報誌の作成に努める必要
がある。

　市民の学習意欲向上や学習支
援体制を充実させるため、「ま
なびぃ通信」の内容をより充実
させる。

　市民の学習・体験活動ニーズ
の向上を図るため、情報誌をよ
り身近なものにする。

現状

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

４ 保健･医療･福祉 ⑶ 社会保障 ④ 介護保険の充実

５ 教育・文化 ⑴ 生涯学習 ① 社会教育の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

市民会館・青年センター

管理運営業務

教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

市民 社会教育の拠点施設として、市民への
学習機会の場を提供する。

施設の利用拡大に向けて、市民会館及
び青年センターの適正な管理運営をす
る。

54,510,424 Ｂ

　利用者の拡大を図るととも
に、老朽化している施設の整
備・修繕への対応が課題となっ
ている。

　事業実施により、利用者の拡
大を図るとともに、老朽化して
いる施設の整備・修繕を計画的
に実施し、良好な状態で施設を
維持管理する。

　老朽化している施設の整備・
修繕を計画的に実施しながら、
生涯学習活動振興の拠点として
施設を提供していく。
　また、行財政改革の観点か
ら、将来的な指定管理制度の導
入を検討していく。

現状

図書館管理運営業務 教育委員会 図書
館 管理係

市民 図書館施設の維持管理及び施設周辺の
環境整備を行うとともに、図書館の運
営について図書館協議会その他団体の
協力のもと実施することにより、市民
の教養と文化の発展に寄与する

適切な維持管理の実施、計画的な設備
機器の更新、適切な図書館運営の実施

8,565,493 Ｂ

エレベーター、冷暖房設備、地
下タンク等の施設の老朽化に伴
う整備・改修費用の増加が課題
となっている。

来館者が快適に図書館を利用で
きるように、今後、公共施設等
総合管理計画の内容を踏まえ、
適切な施設の維持管理を図る。

老朽化する施設等の改善に努め
るとともに、図書館の運営につ
いて、先進地等を視察するなど
情報の収集を図り、利用者の
ニーズに即した読書環境を整備
していく。また、行財政改革の
推進を図る観点から、今後の図
書館の管理運営方法について、
民間委託の手法も含め、他市の
事例なども参考にしながら、ス
ピード感を持って検討してい
く。

現状

読書普及活動 教育委員会 図書
館 管理係

市民 図書館活動に関して、図書館法に則り
各種事業を展開し、読書の普及に努め
る。

各種事業の開催により、利用者増を図
る。

3,892,127 Ｂ

これまでの方策で、一定の効果
は得られているが、貸出冊数の
増加や「絵本おはなし会」など
の事業への参加者の増加など、
新たな図書館利用者を増やして
いくための方策について検討し
ていく必要がある。

利用者のニーズにあった冊子や
資料を整備するとともに、現在
実施している各種事業の内容を
精査・検証し、施設を利用しや
すい状況に整え、読書活動の普
及啓発を図っていく。

市内小中学校と連携し、移動図
書館車を使った貸出文庫や学級
文庫、学校向け図書館事業を充
実し、積極的な利用を促す。ま
た、保健センターや子どもセン
ターと更なる連携を図り、就学
前の幼児への読書活動の推進を
図るブックスタート事業や絵本
講座を行うなど、子どもの読書
活動を推進する。

現状

視聴覚ライブラリー運営

事務

教育委員会 図書
館 管理係

市民 図書館活動の一環として、充実した視
聴覚資料を提供し、社会教育・学校教
育の推進を図る。

ニーズにあった視聴覚資料を確保し、
上映会の開催などにより利用者の増加
に努める。

253,519 Ｂ

一定数の利用はあるが、利用者
が横ばい状態であるため、新た
な利用者を増やしていくための
方策について検討していく必要
がある。

芦別の歴史的な映像資料など、
利用者からの人気が高い資料も
収集を行い、また、上映機会を
増やすことや上映方法などを検
討し、利用者の増加を図る必要
がある。

視聴覚施設についての周知を図
り、購入資料の新着情報を作成
しＰＲするなど、周知方法を見
直し、利用者の増加を図ってい
く。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

家庭教育事業
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

親子体験教室：親子（小学
生・幼児と保護者）
通学合宿：各小学校４年生～
６年生
芦別市ＰＴＡ連合会

家庭教育の充実、家庭の教育力向上を
図る。

家庭教育に関する事業の実施や、関係
団体への補助を行う。

144,127 Ｂ
　保護者、地域の方及び関係機
関の理解と協力が必要であるこ
とと、参加者数の確保が課題で
ある。

　子ども達に対する周知はもと
より、市民に対する周知も行
い、参加者確保のため開催日や
事業内容の精査に努める。

　通学合宿や親子体験教室の事
業内容の充実を図り、学校・地
域・青少年育成連絡協議会等と
連携し、家庭教育の充実や家庭
の教育力の向上を図る。

現状

５ 教育・文化 ⑴ 生涯学習 ② 家庭教育の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

５ 教育・文化 ⑴ 生涯学習 ① 社会教育の充実

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

青少年育成事業
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

青少年育成団体等 青少年の健全育成に有効な全ての活動
に対し、支援協力するとともに、青少
年健全育成につながるリーダーの育成
や指導者養成等の青少年健全育成事業
を実施する。

各種青少年育成健全育成事業を実施す
る。
青少年育成団体等の活動を促進するた
め、交付金、補助金を交付する。

1,750,838 Ｂ

　子どもの減少に伴い、事業へ
の参加者確保が困難になってき
ており、学校等への協力依頼を
するとともに、事業内容を検討
する必要がある。

　青少年健全育成事業を見直
し、市全体で青少年の健全育成
に努め、青少年リーダー及び育
成指導者の養成を図り、事業を
実施する。
　また、平成２８年度から実施
している青少年育成連絡協議会
主催事業については、平成３０
年度も実施予定となっており、
事業を通して青少年健全育成に
努める。

　今後においても、青少年育成
連絡協議会を通し、各育成連合
会・単位育成会と協議しなが
ら、事業内容を検討し、地域を
生かした事業を含め、青少年健
全育成事業に努める。
　なお、財政上の観点から、青
少年体験活動推進事業参加負担
金について見直しを検討する。

現状

青少年非行防止活動業務
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

青少年、青少年センター職員
（専門員・補導員等）

青少年の健全育成を目的に行う非行防
止活動を効果的かつ総合的に推進す
る。

青少年センターを設置し、関係機関・
団体との連携を密にし、協力しながら
各種補導業務、環境浄化活動等に当た
る。

659,900 Ｂ

　各町内会からの推薦により補
導員を任命しているが、補導員
が欠員となっている町内会もあ
り、また、仕事等により街頭補
導活動に従事できない補導員も
いる。

　補導員が欠員となっている町
内会に、継続的に推薦の依頼を
行い、補導員に対しては積極的
な街頭補導活動を行うよう指導
及び周知を図る。
　また、青少年が健全に成長す
ることのできる環境づくりのた
め、関係機関との連携を図る。

　今後も青少年センターを中心
に、警察・学校等の関係機関と
連携を取りながら巡回補導等の
強化を図り、非行防止活動に努
める。

現状

青少年安全対策事務
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

市民、事業所、関係団体 不審者による事件・事故の未然防止、
被害の拡大防止・早期解決の手助けを
行う。

青少年が事件・事故に遭遇し、助けを
求めてきたときに、速やかに警察官の
出動を要請し、青少年の安全を確保す
るため、「子ども１１０番緊急避難
所」を設置するとともに、犯罪等を抑
止するため、避難所のステッカーを作
成し避難所の見やすい場所に掲示する
ことや、青色回転灯装着公用車による
巡回パトロールを実施する。また、不
審者情報等が発生した場合、メールに
よる情報発信を行う。

Ａ

　広報誌、市ホームページ等で
市内事業所等に対し、「子ども
１１０番緊急避難所」の登録募
集の周知を行っているが増加傾
向に至らない。また、不審者が
出没した際に、職員によるパト
ロールと補導員への巡回強化で
対応しているが、メールによる
送信システムへの登録者が少な
い。

　子ども達の安全を守るため、
地域・学校・警察との連携を図
り、「子ども１１０番緊急避難
所」の設置拡大に努める。ま
た、駆け込み訓練の創意工夫を
図り、継続して各小学校、保育
園等での実施の継続に努める。
これに併せて、不審者が出没し
た際に、補導員・専門員へ迅速
に情報を周知するため、メール
による情報提供が必要であるこ
とから、登録要請の強化を図
る。

　今後も緊急避難所の登録拡大
を図るとともに、不審者が出没
した際に、メールにより迅速に
情報提供ができるよう、今後も
継続して補導員・専門員に登録
要請を行う。
　また、不審者情報については
各関係機関と補導員・専門員の
情報共有を徹底し、パトロール
の強化を図る。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

芸術・文化活動業務
教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

市民 地域に根ざした芸術文化を支援すると
ともに、市民が文化的活動に触れる機
会や体験する機会を提供し、地域の芸
術文化活動の活性化を図ることを目的
とする。

市民が芸術文化に親しめるよう、芸術
家・芸術文化団体の作品の展示場所や
発表できる機会を提供するとともに、
広く市民に知ってもらうよう周知す
る。

1,401,460 Ａ
　芸術文化に触れる機会を提供
しているが、活動等につながっ
ていない。また、芸術文化団体
も高齢化となってきており、若
い世代を増やすことが課題であ
る。

　市民が芸術文化に触れ合う機
会を増やすため、事業等の積極
的なＰＲ活動を継続していく。

　市民が気軽に芸術文化に触れ
親しめる環境の整備や展示等の
事業展開を図る。

現状

芸術文化交流館管理運営

業務

教育委員会 生涯
学習課 生涯学習
係

市民 芸術文化活動の発表・交流の場を提供
するため、芦別市芸術文化交流館の管
理運営を図ることを目的とする。

市民が気軽に芸術文化活動に参加でき
るよう、既存施設の有効活用に努め
る。

1,488,942 Ｂ
　来館者を増加させる方法及び
施設の老朽化に伴う今後の維持
管理が課題である。

　施設利用の芸術家の方々の協
力のもと、魅力ある作品展示に
より、来館者の増加を図るとと
もに、老朽化した施設の修繕を
計画的に行う。

　今後もＰＲ活動を行い来館者
の増加を図りながら、芸術家及
び市民が利用しやすい芸術文化
活動振興の拠点施設を目指し、
指定管理者による効果的な管理
運営に努める。

現状

５ 教育・文化 ⑴ 生涯学習 ④ 芸術文化の振興

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

５ 教育・文化 ⑴ 生涯学習 ③ 青少年の健全育成

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

星の降る里百年記念館管

理運営業務

教育委員会 百年
記念館 管理係

星の降る里百年記念館建物及
び展示、収蔵品全般。

教育及び学術文化と地域の活性化に寄
与するため、郷土の自然、歴史、文化
に係るあらゆる文化財を収集、保管、
調査研究し、展示や教育普及活動に活
かし、合わせて学習情報の提供事業を
行う。

建物本体及び設備機器の適正な管理を
行い、収蔵している文化財の適切な保
存を行う。また、展示物や収蔵品の調
査研究に基づき、企画展や教育普及活
動を実施する。 8,561,873 Ｂ

　展示活動と教育普及活動を充
実させることにより、施設観覧
者及び利用者の増加を図る。

　新しい発想により魅力ある展
示活動を行うとともに、市内外
の学校・団体等と連携し、教育
普及活動を展開する。

　多角的・広域的視野から展示
素材及び情報を収集し、展示・
教育普及活動を充実させること
により、観覧者等の増加を目指
す。
　なお、行財政改革の推進を図
る観点から施設の管理運営につ
いて民間委託を含めて検討す
る。

現状

文化財保護事業 教育委員会 百年
記念館 管理係

指定文化財全般。 文化財の保護及び教育的活用の促進を
図る。

適切な保護、保存を図るための環境を
整備し、文化財の保護及び教育的活用
を行う。 416,500 Ｂ

　新規指定文化財に関する情報
収集と調査

　文化財候補に関する情報収集
に努めるとともに、適宜、実地
調査を行う。

　新たな文化財候補を見出しな
がら、その文化的価値や重要性
に関する教育活動を行う。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

幼児教育推進事業 教育委員会 学務
課 総務係

・市内に私立幼稚園を設置す
る学校法人
・私立幼稚園に通園する市内
に住所を有する園児の保護者

・市内に私立幼稚園を設置する学校法
人の振興発展及び幼児教育の充実に資
する。
・園児保護者の負担軽減を図る。

・私立幼稚園を設置する学校法人に対
して運営補助金を交付する。（私立学
校運営費補助金）
・私立幼稚園が行う園児に係る入園料
及び保育料を減免する事業に対して就
園奨励費補助金を交付する。（就園奨
励費補助金）

224,000 Ａ

　就園奨励費補助金は、平成２
９年度より対象の私立幼稚園
が、「子ども・子育て支援給
付」に制度移行するものの、芦
別市外の私立幼稚園に通園する
市内に住所を有する園児を対象
に補助金交付事業は継続してお
り、国の補助金が要綱上の額を
満たしていないため、市の負担
額が大きくなっている。

　就園奨励費補助金について
は、国に対して補助要綱に定め
る補助率を改正して「３分の
１」とし、適切な補助を行うよ
う要請する。

　芦別市外の私立幼稚園に通園
する市内に住所を有する園児を
対象に補助金交付事業を継続す
るため、引き続き、北海道市長
会、北海道都市教育委員会連絡
協議会などの団体と連携し、要
請活動を実施していく。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

学校支援地域本部事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

支援をする側（地域住民）、
支援を受ける側（学校・教
員）

いじめや不登校など青少年を巡る諸問
題の発生の背景に地域の教育力の低下
があげられており、学校現場では、教
員の業務量の増加から教員が子どもと
向き合える時間の確保が求められてい
る。このため、地域全体で学校教育を
支援する「学校支援ボランティア」の
取組を推進し、学校と地域の連携体制
を構築し、教員が子どもと向き合える
時間の拡充を図る。また、地域住民が
自らの知識や経験を生かす場を広げ、
生涯学習社会の実現や地域の教育力の
向上を図る。

学校が求める支援内容に対して、ボラ
ンティアを募集・登録（無償）し、学
校の教育活動・学校行事等に対する支
援を行う。

226,522 Ａ

　学校におけるボランティア支
援の要請にこたえるようボラン
ティアの登録は一定程度なされ
てはいるものの、その登録内容
が、一部学校のニーズに合った
内容ではないことが課題となっ
ている。

　　積極的な周知と募集活動を
進めることにより、学校ニーズ
に対応できる人材の確保に努め
なければならない。また、市の
単独事業となっても、事業実施
の効果は高いことから、最小の
経費で効果を上げられるように
取り組んでいく必要がある。
　市民周知の方法として、教育
だより（年２回発行）やホーム
ページなどの媒体を活用し、事
業の推進に努める。

　引き続き学校支援ボランティ
アの活動を市民全体に周知する
とともに、学校が求める支援内
容に合ったボランティアを積極
的に募集し、地域の人材を活用
できるように取り進める。

現状

５ 教育・文化 ⑵ 学校教育 ② 小中学校教育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

５ 教育・文化 ⑵ 学校教育 ① 幼児教育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

５ 教育・文化 ⑴ 生涯学習 ⑤ 文化財の保護

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

開かれた学校づくり事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

学校運営（教育目標、教育計
画など）

学校が家庭と連携・協力しながら、特
色のある教育的活動を展開するととも
に、学校評価の実施により学校の教育
目標達成に向けて組織的・継続的な改
善及び学校教育の質の保証・向上を図
り、地域や社会に開かれた学校づくり
を推進する。

中学校区を単位として、学校関係者評
価委員（各５名）を配置し、教育活動
の参観及び意見交換等を通じて、各校
に対する外部評価を行うとともに、学
校長の求めに応じ助言・意見交換を行
い、教育目標等の達成に向けた学校運
営の改善を図る。

58,840 Ｂ

　任期満了ごとに委員となる人
材を確保することが課題となっ
ている。

　芦中校区（芦小・芦中）、啓
中校区（上小・啓中）ごとに５
人の委員を推薦してもらうこと
になるが、人材の発掘にあたっ
てはＰＴＡ関係者や町内会、育
成会など幅広い分野から人選で
きるよう、学校行事の公開や学
校関係者評価委員の活動状況・
役割について理解を深めてもら
うため、日頃からの情報発信・
情報提供に努める。

　各学校においては、学校関係
者評価委員会における評価の内
容を学校経営や教育活動の改善
に役立てるとともに、各委員が
学校支援者の一人として学校運
営の様々な場面に参加し助言す
るなど活動を継続することによ
り地域とともにある学校づくり
を推進する。 また、法令改正に
基づき平成２９年度からコミュ
ニティ・スクール（学校運営協
議会）の導入が努力義務とされ
たことに伴い、平成３１年度か
ら各中学校区ごとに当該学校運
営協議会を導入することで取組
を進めていく。

現状

就学指導事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

未就学児童（新入学児童）及
び就学指導が必要な小中学校
児童生徒

　適切な就学指導を行うことにより、
児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに
応じた教育的支援を適切に行い、人間
性豊かな児童生徒の育成を図る。

　芦別市教育支援委員会（平成２６年
４月に就学指導委員会設置規則を改正
し、名称変更）の開催。

27,084 Ａ

　教育支援委員会の活動は適切
に実施されているが、審議結果
に基づいた保護者との就学相談
において、保護者の理解を得ら
れずに児童生徒の状態に応じた
適切な就学が実施できない場合
が発生していることから、保護
者に対する就学指導や相談対応
について、より専門性を持った
対応を検討していく必要があ
る。

　未就学児童（新入学児）につ
いては、保健・福祉関係部局や
関係機関との連携体制を構築
し、保護者に対する就学指導や
相談対応を早い段階から実施す
ることにより、児童の適切な就
学に結びつけるよう取り組む。
また、既に就学している児童生
徒については、学校において保
護者と連携の上、必要な検査や
調査を実施し、児童生徒の実情
にあった就学指導、相談を行う
ようにする。

　教育支援委員会を適切に開催
し、関係機関との連携を図りな
がら、児童生徒の態様に応じた
よりきめ細かい就学指導を実施
する。

現状

外国語教育推進事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

小中学校児童生徒 　外国語（英語）を通じて、言語や文
化についての理解を深め、積極的にコ
ミニュケーションを図ろうとする態度
の育成を図り、小学校においては、外
国語(英語）の音声や基本的な表現に
慣れ親しませながら、コミュニケー
ション能力の素地を養い、中学校にお
いては、聞くこと、話すこと、読むこ
と、書くことなどのコミュケーション
能力の基礎を養うことを目的とする。
さらに他国の生活や文化などを体験し
たり、調査したりするなどの学習活動
を行うことにより国際理解や国際交流
を推進し、その充実を図ることを目的
とする。

　英語指導助手（ＡＥＴ）及び国際交
流員等のネイティブスピーカーや学校
支援ボランティアを小中学校に配置
し、授業の協力者として学級（教科）
担任を補助する。

4,050,000 Ａ

　平成３２年度からの小学校に
おける学習指導要領の完全実施
により、小学校における外国語
活動の時間が増加したことか
ら、英語指導助手の効率的な活
用を図るほか、担当教諭が自ら
研修を積み、授業の充実を図ら
なければならない。

　中学校教諭との連携を図ると
ともに、英語指導助手に加え、
平成２５年度から国際交流員と
の２名体制とし、授業内容の充
実に向けて取り組んでいる。
 また、学習指導要領の改訂に伴
い、小学校高学年による外国語
（英語）の教科化及び中学年に
よる外国語活動の必須化を踏ま
え、平成３０年度から、外国語
（英語）担当教員の研修機会の
創出や専科、外国語（英語）に
精通したAＬT１人を増員する。

　小学校の外国語活動及び中学
校の外国語指導の充実を図るた
め、引き続き、英語指導助手等
を配置し、社会の国際化に対応
していく。

拡充

教職員研修・研究等推進

事業

教育委員会 学務
課 学校教育係

小中学校教職員 　教育の成果の多くは、教員の指導力
によるものであることから、研修活動
の充実を図り、相互に研鑽しあう環境
を構築し、教員としての深遠なる教育
愛に満ちた指導力と資質の向上に努め
る。

学校及び教育振興会等各種教育諸団体
における研修体制と事業の実施を支援
する。
 教職員に対して、各種研修会・講習
会・セミナーなど資質の向上を目的と
した研修・研究の機会を創出し、積極
的な参加を奨励する。

962,443 Ａ

　校内における研修体制の充実
は図られてきているが、専門機
関や各種教育団体が実施する各
種研修への参加については、教
職員数の減少などにより校内体
制が整わず困難な部分がある。
学校課題の解決と児童生徒の指
導に生かすことができ、すべて
の教職員が参加できる校内にお
ける専門的な研修を実施する必
要がある。

　校内研修を一層進めるため、
指導主事等の招へいによる学校
教育指導における研修活動など
を充実させるとともに市内公開
研究会や各校で実施する授業公
開に積極的に参加するものとす
る。

　研修の充実を図るため、北海
道立教育研究所等から派遣され
る講師の活用などにより、地元
開催を可能とし、さらに開催時
期を長期休業期間や秋休みとす
ることにより、多数の教職員が
参加できる研修機会の創出に努
める。

現状

５ 教育・文化 ⑵ 学校教育 ② 小中学校教育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

教育課程管理事務 教育委員会 学務
課 学校教育係

市内の各小中学校 　学校における教育課程、学習指導そ
の他学校教育に関する専門的事項の指
導・助言等を行う。

　地方教育行政の組織及び運営に関す
る法律に基づき、市町村教育委員会に
指導主事・その他の職員を配置しなけ
ればならないことから、「学校教育専
任指導員」を配置し、各小中学校にお
ける教育課程の管理を実施する。

11,480 Ａ

　複雑・専門化する学校教育を
適正に推進していくためには、
教育現場にも明るく、専門的な
知識を有する人材が必要であ
り、その能力の一部は、事務局
職員にも求められている。

　引き続き「学校教育専任指導
員」を雇用することにより、学
校に対する教育課程の管理や指
導・助言を実施していく必要が
ある。また、事務局職員につい
ては、それぞれが自己研さんに
努めることにより、専門性を高
めていく必要がある。

　学校教育専任指導員の配置に
より、市立学校の学校教育推進
と教育課程の適切な管理ができ
ており、今後においても同様な
事務の推進が必要である。

現状

いじめ・不登校対策事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

小中学校児童生徒、保護者、
教職員

　不登校及びいじめ等の心の問題を解
決するため、心の触れ合いを大切に
し、一人ひとりの児童生徒の個性の伸
長を図りつつ、社会的な資質や能力・
態度と自己指導能力を育成し、生徒指
導の充実を図ることを目的とする。

・教育委員会の組織として、「適応指
導教室」を設置し、学校に行くことが
できない児童生徒を受け入れ、専任指
導員の指導の下に個別活動、集団活
動、体験活動等を行うことによって、
学習習慣とコミュニケーション能力を
身につけ、対人関係の改善を図る。・
学校における生徒指導校内委員会など
の問題行動に対応する組織体制の機能
を充実させるための指導・助言を行
う。・関係機関（家庭児童相談員・児
童相談所等）との連携を図り、問題行
動の解決に当たる。・スクールカウン
セラー（道事業）を活用し、教育相談
体制を充実させ、問題行動の解決に当
たる。

136,346 Ａ

　不登校児童生徒は、減少傾向
にあるが、長期の不登校生徒が
複数名存在する。しかし、不登
校となった要因の多様化等に
伴って、適応指導教室への通級
に結びつかない現状にある。ま
た、いじめの芽はどの児童生徒
にも生じ得ることから、学校、
地域間の連携を深め、児童生徒
に関わる全ての人々が共通の認
識を持っていじめの防止等の取
組を推進していく必要がある。

　不登校となった児童生徒が通
級しやすい環境と指導体制を模
索し、不登校が発生した場合の
受入先として適応指導教室を継
続して設置する。さらに不登校
だけではなく、いじめや非行行
為などの防止についての市内に
おける相談窓口としての役割を
担えるよう、より一層機能の強
化を図る。

　適応指導教室専任指導員（市
嘱託職員）による指導を中心と
した不登校児童生徒への対応を
継続するとともに、不登校の発
生予防とその解消に向けた取組
を推進する。いじめ問題への対
応については、平成２７年度に
策定及び制定した芦別市いじめ
防止基本方針及び芦別市いじめ
問題対策連絡協議会等条例に基
づき、いじめ根絶に向けた取組
みを推進する。

現状

学力向上事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

小中学校児童生徒 　次代を担う子どもたちのために、創
意に満ちた調和と統一のある教育課程
を編成し、児童生徒に基礎的・基本的
な内容の確実な定着を図り、これらを
活用して課題を解決するために必要な
思考力、判断力、表現力等の確かな学
力を身に付けさせる。

　全国学力・学習状況調査、市内統一
学力テストの実施による児童生徒の学
力の的確な把握とその結果分析を通じ
た指導改善の取組みを推進する。
　また、基礎的・基本的な学力を身に
付けるため、家庭学習の習慣化を進め
ることが必要なことから、児童生徒に
家庭学習用ドリルワークの配布を実施
する。

11,883,006 Ａ

　平成１９年度からの全国学
力・学習状況調査や市内統一学
力テストへの取組結果から、基
礎的・基本的な学力が十分に定
着していない状況にあることが
わかった。学校における指導方
法のより一層の工夫等が求めら
れる一方で、家庭における学習
習慣が定着していないこともわ
かってきている。このため、家
庭での学習習慣を定着させるた
めの取組が必要である。

　学校における指導方法として
協力教員等によるティーム
ティーチングや習熟度別指導な
どの実施のほか、朝学習や長期
休業日を活用した補充的な学習
の実施など引き続き取り組む。
また、家庭における学習習慣の
確立のため、学校ごとに家庭学
習の手引きなどを作成配布して
啓発に努めるとともに、宿題や
ドリルワークなどを活用し習慣
化を図る。今後も引き続き全国
学力・学習状況調査への参加及
び市内統一学力テストを実施
し、各学校における指導改善の
取組みを推進する。

　平成２７年度から実施してい
る漢字検定などの各種検定料助
成事業を継続し受検率の向上を
目指すほか、平成２８年度から
は新聞を活用した事業に対し１
校当たり１万円を上限に負担を
しており、引き続き、読む力の
向上等言語教育の充実を図る。
また、先進事例等を参考に学力
向上に効果のある取組を本市に
おいても取り入れ、実施、検
証、改善のサイクルにより、学
力向上に係る施策の取捨選択を
行う必要がある。さらに、学力
向上の根幹は教員の指導力や指
導体制の充実にあることから、
学力向上に関して国内を代表す
る先進的な取組を行っている道
外の学力上位県を継続的に訪問
するほか、市費負担により継続
的に教員を配置する。

現状

改革・改善（Action）評価（Check）実施（Do）計画（Plan）

所管課係名事務事業名

② 小中学校教育の推進⑵ 学校教育５ 教育・文化
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

文化・体育活動振興事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

小中学校教職員、児童生徒 児童生徒の健康増進と体力の向上及び
芸術に対する造詣を深め、自主性・協
調性・責任感・連帯感などを育成し、
他校との親睦を図る。

児童生徒の文化・体育振興行事開催
を、教育振興会に委託して実施する。
児童等対外競技、中体連体育大会、児
童又は生徒の文化行事について、必要
な経費を補助する。

1,187,409 Ａ

　中学校部活動に対する対外競
技出場補助については、保護者
が負担する経費の軽減について
の要望があり、補助率の見直し
を求められている。

　中学校部活動に対する対外競
技出場補助については、学校及
び保護者と補助割合の拡充や補
助対象とする範囲（大会）を含
めて検討する。

　児童生徒が市内において本物
の芸術・文化に親しむ機会が少
ないという現状から、その機会
の確保を前提とし、加えて、前
年度の実施状況や反省点を踏ま
えて実施内容の検討を進める。
また、中学校部活動に対する対
外競技出場補助については、貸
切バス料金の高騰を受けて保護
者負担の軽減要望が強く出され
ていることから補助率のかさ上
げについての見直しに向けて検
討を進める。

現状

特別支援教育推進事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

小中学校児童生徒及び教員 LD、ADHD、高機能自閉症等の障害及び
学習面につまずき感や困り感のある児
童生徒に対して、その一人ひとりの教
育的ニーズを把握し、当該児童生徒の
持てる力を高め、生活や学習上の困難
を改善または克服するために、適切な
教育を通じて必要な支援を行う。ま
た、特別支援教育コーディネーター
（小中学校教員）を養成することによ
り、特別支援教育の更なる推進を図
る。

特別支援教育推進員及び学習支援員の
配置、特別支援教育コーディネーター
の養成

17,782,760 Ａ

　学習支援員による特別支援の
実践は進んでいるが、学校から
のニーズに比べ人員が不足して
いる。
　芦別市特別支援教育連携協議
会に置かれている相談支援部会
の活用体制の整備、個別の教育
支援計画の作成を進める必要が
ある。

　必要とする学校にそれぞれ学
習支援員を配置できることが理
想であるため、各校に配置でき
るよう星槎大学との連携により
人材の確保に努め、取組の充実
を図る。
　相談支援部会員の共通理解・
共通認識のもと、部会の機能を
十分に発揮させて個別の教育支
援計画の作成を進める。

　平成２８年度からは学習支援
員を１名増員し４名体制として
市内全小中学校に配置すること
ができ、今後もこの体制を堅持
する。これまでの活動実績が浸
透してきており、通常学級に在
籍している特別な支援を要する
児童生徒に対するきめ細かい支
援・一人ひとりの特性に応じた
指導を行うため継続して各校に
配置する。また、各学校におい
ては特別支援教育コーディネー
ターを中心として様々なケース
やニーズに対応できる体制を整
備し、特別支援教育の充実を図
る。

現状

教員住宅管理業務 教育委員会 学務
課 総務係

市内公立小中学校に勤める教
職員

老朽化している教職員住宅の営繕を主
体とし、恒常的に適正な管理を実施す
ることにより住宅の耐用年数延長及び
居住の快適性を維持する。

教員住宅の管理

8,830,568 Ｂ

　建設年度からの経年により老
朽化が進んでいることや空家の
まま管理している戸数が多いこ
とから、今後における管理戸数
の縮小・整理や整備の管理計画
を策定し適切な管理戸数の確保
と維持管理に努める必要があ
る。

　ニーズの把握に努めるととも
に、今後も入居が見込まれる住
宅について適時に適切な修繕等
を実施することにより施設の維
持を図るとともに、現在入居者
がなく老朽化の激しい教職員住
宅は、順次用途廃止していく。

　芦別市教職員住宅管理計画に
基づき、校長及び教頭住宅につ
いては良好な住宅環境が提供で
きるよう努める。また、現在入
居者がいるその他の住宅につい
ては当面継続して貸与するため
に必要とされる整備を行うこと
で、住宅環境の維持管理に努め
る。

現状

通学自動車運行事業 教育委員会 学務
課 総務係

・小中学校の統合に伴い、通
学校が変更となった児童生徒
・上記のほか、徒歩による通
学が困難な地域に居住する児
童生徒
・学校行事等のために通学時
以外での運行を要請する小中
学校長

　小中学校の統合に伴う児童生徒及び
徒歩による通学が困難な地域に居住す
る児童生徒の通学手段を確保する。ま
た、学校行事等のために通学時以外に
スクールバスを運行することにより、
学校教育の円滑な実施に資する。

・小中学校の統合に伴い通学校が変更
となった児童生徒に対しては、市で購
入したスクールバスを業者へ貸与し運
行を委託する。
・徒歩による通学が困難な地域に居住
し、かつ、その居住地がスクールバス
の運行経路上にない児童生徒に対して
はスクールタクシーを運行する。
・学校行事等のための通学時以外の運
行は、スクールバスの委託業者と別途
契約し運行を委託する。

15,893,408 Ａ

　安全な運行を実施するため、
バスの購入年度や運行距離など
をもとに計画的な更新を進め
る。また、学習活動や学校行事
による利用回数が増加する傾向
にあり、通学時以外の利用希望
に対して十分に対応できない場
合がある。

　現有車両の状況や対象児童生
徒数の推移を考慮しながら、計
画的にスクールバスを更新して
いく。また、通学時以外の利用
についても、学校と調整のうえ
可能な限りの対応を図る。

　市がスクールバスを所有し、
運行業務を民間委託する形式に
よることが経費の節減にもつな
がることから、今後も現状どお
りの体制で事業を進める。ま
た、小学校の統合に伴い対象児
童数が増加したため運行距離・
便数も増加しているが通学に不
便が生じることがないよう適切
な運行に努める。

現状

小学校管理業務 教育委員会 学務
課 総務係

市内各小学校（２校） 各小学校の適切な管理運営を行い、教
育環境の改善と充実を図る。

小学校の管理運営

36,174,022 Ａ

　建設年度からの経年により学
校施設・設備の老朽化があり、
大規模な修繕や取替等が必要と
なる時期を迎えている。

　大規模な修繕や設備の取替え
は、現状を把握しながら、年次
計画を立て、適切に実施する。
　また軽微な修繕・補修につい
ては学校からの要望をもとに対
応し、日常的な維持管理を適切
に実施する。

　適時適切に修繕等の対応を行
い、安全・安心な学校施設の維
持管理に努める。

現状

５ 教育・文化 ⑵ 学校教育 ② 小中学校教育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

小学校教育振興事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

児童及び教員 学習指導要領に基づいた教育活動を適
切に実施することによって、基礎的・
基本的な事項の確実な定着と確かな学
力の向上を目指した学習指導の充実に
努める。

適切な教材・教具を選定し、それらを
活用して指導方法の工夫改善を図ると
ともに特別支援学級の在籍児童に対し
ても学習活動に必要な経費を支援す
る。

7,177,068 Ａ

　平成２３年度から実施されて
いる現行の学習指導要領に対応
するための教材・教具を適切に
確保し、児童の教育活動に支障
が生じないように対応しなけれ
ばならない。また、特別支援学
級に対しても、対象児童の状態
を適切に把握し、よりきめ細か
い支援が必要である。

　学校要望を踏まえ、必要な教
材・教具を整備する。また、教
育活動に支障を生じないよう、
今後もより充実した学習指導と
なるように対応する。

　整備する教材教具の精選と経
費の節減に努めながら、学習指
導要領の改訂内容に基づく教育
活動の充実に努める。

現状

小学校就学援助事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

経済的理由のため就学困難と
認められる児童の保護者

　経済的理由のため就学困難と認めら
れる児童に対し、教育の機会を確保す
る。

　就学援助該当者と認定した者に就学
援助費を支給する。

4,448,276 Ａ

　保護者の収入格差に伴う子ど
もの貧困が社会問題化している
ことや生活保護基準が平成２５
年８月に改定されたことに伴っ
て、準要保護世帯の認定基準
（世帯収入が生活保護基準額の
１．３倍未満）の見直しなどの
対応が求められているが、市内
の経済状況が好転を見せない中
で、準要保護世帯の認定基準の
見直しなどは困難である。

　就学援助認定者の影響を考慮
し、国等の通達を踏まえ、平成
３０年度以降についても従前の
生活保護基準により認定を行
う。

　準要保護者に対しては、平成
２８年度からＰＴＡ会費を対象
費目として追加して援助を行っ
ており、当面は現行の取扱いを
維持するとともに、経済的理由
により就学や教育機会を奪われ
るようなことがないよう事業を
継続する。

現状

小学校情報化教育推進事

業

教育委員会 学務
課 学校教育係

児童及び教員 初等教育におけるコンピューター教育
の充実を図る。

教員によりコンピューターを使った指
導を行う

13,989,210 Ａ

　現在、国においては、新たな
情報通信技術戦略を策定し、教
育の情報化を進め、デジタル教
科書の普及や移行への動きを見
せており、教員がコンピュータ
の操作や活用を習熟しているこ
とが求められ、研修機会を持つ
ことも必要となる。

　現在配置されているコン
ピュータ機器を十分に活用する
ため、必要な各種機器の導入及
びＷｉ－ＦＩ環境の整備につい
て検討する。また、教員の研修
への参加を促していくほか、必
要に応じて教育委員会が主催す
る研修会の実施についても検討
していく。

　現在配置している機器は経年
により故障の頻度が高くなって
いるほか、学習指導要領の改訂
により、今後、ＩＣＴ教育の一
層の推進を図る必要があること
から、コンピュータ環境の効果
的な活用を目指し、教員を対象
とした研修会を実施する。

現状

中学校管理業務 教育委員会 学務
課 総務係

市内各中学校（２校） 各中学校の管理運営のため、教育環境
の改善と充実を図る。

中学校の管理運営

52,656,700 Ｂ

　建設年度からの経年により学
校施設・設備の老朽化があり、
大規模な修繕や取替等が必要と
なる時期を迎えている。

　大規模な修繕や設備の取替え
は、現状を把握しながら、年次
計画を立て、適切に実施する。
　また軽微な修繕・補修につい
ては学校からの要望をもとに対
応し、日常的な維持管理を適切
に実施する。

　適時適切に修繕等の対応を行
い、安全・安心な学校施設の維
持管理に努める。

現状

中学校教育振興事業 教育委員会 学務
課 総務係

スクールバスを運行しない日
に部活動などのために登校す
る生徒の保護者

遠距離通学に係る通学費を補助するこ
とにより、保護者負担の軽減を図る。

対象者に対して補助金を交付する。

－ Ｂ

　補助の対象となる生徒数は少
ないが、遠距離通学しなければ
ならない現状から考えると制度
は継続しなければならない。

　新入生・転居者について的確
な情報収集を行って補助対象者
への周知漏れがないように努め
る。

　保護者負担の軽減を図るた
め、条例に基づいた適正な補助
金交付事業を継続していくが、
公共交通機関であるバスの便数
の減少により、部活動の実態に
そぐわない傾向にあるため、今
後対応策について検討する必要
がある。

現状

中学校教育振興事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

生徒及び教員 学習指導要領に基づいた教育活動を適
切に実施することによって、基礎的・
基本的な事項の確実な定着と確かな学
力の向上を目指した学習活動の充実に
努める。また、部活動は、自らの適正
や興味・関心等を追求していく機会と
して有効であることから、その意義や
役割を踏まえながら、学校における取
り組みを支援する。

適切な教材・教具を選定し、それらを
活用して指導方法の工夫改善を図ると
ともに特別支援学級の在籍生徒に対し
ても学習活動に必要な経費を支援す
る。 2,551,285 Ａ

　平成２４年度から実施された
学習指導要領に対応するための
教材・教具を適切に確保し、生
徒の教育活動に支障が生じない
ように対応していかなければな
らない。また、特別支援学級に
対しても、対象生徒の状態を把
握し、よりきめ細かい支援が必
要である。

　学校要望を踏まえ、必要な教
材・教具を整備する。また、教
育活動に支障が生じないよう、
今後もより充実した学習指導と
なるように対応する。

　整備する教材教具の精選と経
費の節減に努めながら、学習指
導要領の改訂内容に基づく教育
活動の充実に努める。

現状

５ 教育・文化 ⑵ 学校教育 ② 小中学校教育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

中学校就学援助事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

経済的理由のため就学困難と
認められる生徒の保護者

経済的理由のため就学困難と認められ
る生徒の保護者に対し、教育の機会を
確保する。

就学援助該当者と認定した者に就学援
助費を支給する。

5,173,611 Ａ

　保護者の収入格差に伴う子ど
もの貧困が社会問題化している
ことや生活保護基準が平成２５
年８月に改定されていることに
伴って、準要保護世帯の認定基
準（世帯収入が生活保護基準額
の１．３倍未満）の見直しなど
の対応が求められているが、市
内の経済状況が好転を見せない
中で、準要保護世帯の認定基準
の見直しなどは困難である。

　就学援助認定者の影響を考慮
し、国等の通達を踏まえ、平成
３０年度以降についても従前の
生活保護基準により認定を行
う。

　準要保護者に対しては、平成
２８年度からクラブ活動費・生
徒会費・ＰＴＡ会費を対象費目
として追加して援助を行ってお
り、当面は現行の取扱いを維持
するとともに、経済的理由によ
り就学や教育機会を奪われるよ
うなことがないよう事業を継続
する。

現状

中学校情報化教育推進事

業

教育委員会 学務
課 学校教育係

生徒及び教員 中等教育におけるコンピュータ教育の
充実を図る。

教員によりコンピューターを使った指
導を行う

12,184,054 Ａ

　現在、国においては、新たな
情報通信技術戦略を策定し、教
育の情報化を進め、デジタル教
科書の普及や移行などの動きを
見せており、教員がコンピュー
タの操作や活用を習熟している
ことが求められるため、研修機
会を持つことが必要となる。

　各学校に配置しているコン
ピュータ機器を十分に活用する
ため、各種機器の導入及びＷｉ
－ＦＩ環境の整備について検討
する。また、教員の研修への参
加を促していくほか、必要に応
じて教育委員会が主催する研修
会の実施についても検討してい
く。

　現在配置している機器は経年
により故障の頻度が高くなって
いるほか、学習指導要領の改訂
により、今後、ＩＣＴ教育の一
層の推進を図る必要があること
から、コンピュータ環境の効果
的な活用を目指し、教員を対象
とした研修会を実施する。

現状

体育振興事業 教育委員会 学務
課 学校教育係

小中学校児童生徒 児童生徒の冬期間における体力増進を
図る。

小中学校におけるスキー授業に伴い利
用するスキーリフト使用料の全額を負
担する。

123,000 Ａ

　各学校の教育課程に従って実
施されているが、体育授業の授
業時数等により、スキー授業実
施回数が限られるほか、滑走技
術の向上のための指導者確保が
課題となっている。

　冬期間における児童生徒の健
康増進と体力の向上を図るた
め、スキー授業の継続実施を進
めていく。また、学校支援ボラ
ンティア等を活用し、指導者の
確保を図り、専門的な技術・知
識に基づく指導を行う。

　北海道の冬期間における特有
の自然環境を生かし、児童生徒
の健康増進と体力の向上を図る
ため、学習指導要領と学校の教
育課程に基づき引き続き実施し
ていく。

現状

学校プール管理運営業務 教育委員会 学務
課 総務係

市内小学校の児童及び教職員 児童各自の健全な育成及び水泳能力に
応じた指導を行うため、学校プールの
安全と運営管理の強化を目指す。

学校プールの安全確保に配慮した管理
運営を図る。

5,446,436 Ｂ
　小学校各校に学校プールが設
置されているので円滑に授業を
実施できているが、ろ過設備の
老朽化が進んでいる。

　ろ過設備については、定期的
にフィルター清掃や交換を実施
するとともに、機器本体の取替
えなど計画的な修繕を実施す
る。

　上芦別小学校プールのろ過設
備及び上屋シート等の諸設備が
老朽化しているため、今後の運
用について利用実態を調査検討
していく必要がある。

現状

学校給食事業
教育委員会 学校
給食センター 管
理係

小中学校児童生徒等 「学校給食法」に基づき、安全で栄養
バランスのとれた食事を提供すること
により、児童生徒の心身の健全な育成
に資するとともに、学校給食を通して
児童生徒に日常生活における望ましい
食習慣を育成する。また、学校給食セ
ンター施設の適正管理により、安心、
安全な給食を提供する。

①地場産の米や野菜を多く活用すると
ともに芦別産小麦を100%使用した麺類
を提供し地産地消の推進を図る。②食
中毒防止について職員の知識等の向
上、調理施設内の徹底した衛生管理、
安定的な調理体制の充実を図る。③
「芦別市学校給食における食物アレル
ギー対応指針」に基づき、食物アレル
ギーに対応した提供体制及び緊急時の
体制整備を図る。

70,237,836 Ａ

　安全・安心な給食を提供する
ためには、施設と調理器具等の
万全な維持管理が必要となる
が、いずれも老朽化の域に達し
ており、今後、計画的な更新が
必要である。また、児童生徒数
の減少による食数減に伴う収入
減が推測される中で、施設の維
持管理や設備更新など、投資の
妥当性、経費効率を勘案したと
き、いつまで現状におけるセン
ター運営が可能なのかの見極め
が課題となる。

　当面は、現体制と施設を維持
しつつ、給食センターの目的を
果たすべく、安全・安心な学校
給食の提供を図りながら、将来
の食数減少の見込みと既存施
設・設備の活用の限界点などを
掌握し、共同調理場としての運
営の在り方を検証する。

　上記の対応から、本市にとっ
て最善となる運営方法を見極め
ていくこととする。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

高等学校教育推進事業 教育委員会 学務
課 総務係

星槎国際高校～当該私立学校
の経営に携わる者及び通学、
スクーリング等で来校する
者。
芦別高校～芦別高校に在学す
る生徒の保護者。

星槎国際高校～私立学校の振興発展及
び教育の充実に資する。
芦別高校～芦別高校の生徒確保及び保
護者の負担軽減を図り、高等教育の充
実に資する。

星槎国際高校～私立学校に対して運営
補助金を交付する。修学者又はその保
護者に対して修学奨励金を交付する。
芦別高校～保護者に対して通学費及び
検定試験等受験料を助成する。

22,927,122 Ａ

　私立高校への支援は効果を上
げているものの、少子高齢化に
より入学生の確保が課題となっ
ている。また、芦別高校につい
ては、間口の維持が課題となっ
ている。

　星槎国際高校～星槎高校の特
色ある教育活動をＰＲするとと
もに、修学奨励金について、平
成30年度は、住所要件を廃止し
拡充する。
　芦別高校～コース制の導入な
ど芦別高校の特色ある教育課程
をＰＲするとともに、市の独自
施策である芦別高校修学費助成
制度の周知に努める。

　星槎国際高校～学校法人の安
定的な運営を支援するための補
助制度、生徒確保対策のための
修学奨励金交付制度を継続して
実施する。
　芦別高校～芦別高校修学費助
成制度及び学力向上等支援事業
等について、予算縮小を考慮し
た制度の見直しを検討するとと
もに、間口確保に向けた新たな
支援策について検討する。

拡充

５ 教育・文化 ⑵ 学校教育 ③ 高等学校教育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

５ 教育・文化 ⑵ 学校教育 ② 小中学校教育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

高等教育機関支援業務
総務部 企画政策
課 まちづくり推
進係

市内の高等教育機関 本市が誘致した専門学校北日本自動車
大学校及び星槎大学の支援策として、
北海道内の高等学校を訪問し、学校の
PRと学生募集活動を行い入学者の確保
等に努める。

北海道内の高等学校を訪問し、進路指
導（進学）の教諭に専門学校北日本自
動車大学校の概要、及び本市の支援制
度について説明し、自動車関係の進学
状況についての聞き取り調査と学校の
PRを行う。星槎大学については、大学
の概要説明を簡単に行い生徒及び教諭
へのPRを依頼する。

170,300 Ａ

全道的に人口減少が見られるほ
か学生の自動車離れが現状と
なっている。更に、道内主要都
市に自動車整備士養成学校が開
校していることから学生が流出
している状況がみられるため、
どのように学生を確保するかが
課題である。

学生募集活動の見直しや強化、
看板設置や市ホームページ等で
のＰＲ支援を推進しているが、
少子化等による影響のため入学
生の確保が厳しい状況にあるこ
とから、修学奨励金及び奨学金
制度の見直しにより学生の確保
に努めている。なお、平成30年
度から入学生に対する支援制度
の拡充を行った。

専門学校北日本自動車大学校
は、入学生の確保が喫緊の課題
となっていることから、学生募
集活動については、高校への共
同訪問や募集活動地域の割り振
りを行い、効率的に募集活動を
行う。

拡充

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

専門学校・大学による高

等教育推進事業

教育委員会 学務
課 総務係

・市内の私立学校（星槎大
学・北日本自動車大学校）の
経営に携わる者及び通学、ス
クーリング等で来校する者。
・市内の専修学校に在学し奨
学金を必要とする者。

・私立学校の振興発展及び教育の充実
に資する。
・修学が困難な者に対して、修学を奨
励し職業に必要な能力を育成する。

・私立学校に対して運営補助金を交付
する。修学者又はその保護者に対して
修学奨励金を交付する。
・市内の専修学校に在学する者に対し
て奨学金を貸与する。 8,108,000 Ｂ

　入学生の確保対策の一つとし
て修学奨励金、専修学校奨学金
の貸付制度について、平成２９
年度に引き上げを行ったところ
であるが、今後も、安定的・継
続的に学校が運営していくため
には入学生の確保が課題であ
る。

　学校の特色ある教育活動をＰ
Ｒするとともに、入学生の保護
者に対する修学奨励金の交付や
専修学校奨学金の貸付など、市
の独自施策を周知する。また入
学生の確保対策の一つとして修
学奨励金、専修学校奨学金の貸
付制度について住所要件を廃止
する。

　引き続き、学校法人の運営に
関する補助を行うことにより安
定的な運営を支援するととも
に、入学生の確保対策の一つと
して修学奨励金、専修学校奨学
金の貸付制度について継続して
実施する。

拡充

大学等による高等教育推

進のための奨学金貸付事

業

教育委員会 学務
課 総務係

大学等へ修学し、奨学金を必
要とする者

大学等への修学が困難な者に対して、
修学を奨励し、等しく教育を受ける機
会を与える。

大学等への修学が困難な者に対する奨
学金の貸付け

30,756,000 Ａ

　本事業のＰＲは、市のホーム
ページ、広報及び芦別高校生の
保護者に対して行っているが、
民間団体が行う奨学金制度の動
向を把握し、確実に保護者に周
知できる時期や方法を工夫し
て、さらなる周知をすることが
課題である。

　本市よりも貸与金額が大きい
民間団体の奨学金制度を利用す
るケースが多いと思われること
から、本市の制度は無利子であ
ることの有利性を訴える等ＰＲ
方法を工夫する。

　奨学金貸与者の増加に伴い、
滞納者も増加することが考えら
れるため、その回収方法につい
て検討する必要がある。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

スポーツ推進委員事務
教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

市民 各種団体の育成や市民がスポーツにつ
いて理解を深め、スポーツの普及・発
展・体力の増進を図る。

スポーツ推進委員として必要な熱意と
能力並びにスポーツに関する深い関心
と理解を持つものを委嘱し、市民の求
めに応じて、スポーツの実技指導や市
主催スポーツ行事・事業等の協力やそ
れらの打合せを含め各月行っている定
例会議等により市民にスポーツに対し
ての啓発を行う。

196,906 Ａ

スポーツ推進委員は市民へのス
ポーツの実技指導、助言のほか
市民との連絡調整役として市民
のスポーツニーズを行政に反映
させ、その施策を市民と密接に
結びつける役割を担っている
が、現状はスポーツ実技の指
導、市主催スポーツ事業への協
力、毎月開催の定例会議での市
のスポーツ事業に対する意見交
換、論議に留まっている。

市主催スポーツ教室、事業の場
で市民ニーズの把握を行うとと
もに、研修会等へ参加しスポー
ツ知識及び技術の向上を図る。
また、毎月の定例会議で市主催
スポーツ事業について論議しス
ポーツ施策を検討していく。

市民のスポーツ振興を図る観点
から、スポーツ推進委員の知
識・技術の向上を図り、より一
層市主催スポーツ事業への協
力、各種スポーツ実技指導を実
施し、各事業での市民との交流
で市民の意見を聞き出しスポー
ツに関する諸計画や事業へ反映
させる。

現状

スポーツ教室開設事業
教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

市民 日頃スポーツのできない市民の運動不
足を解消するため、スポーツの普及、
健康増進を図る。

年齢に合わせた各種スポーツ教室を開
催し、日頃スポーツとふれあいのない
市民の参加を促す。

354,250 Ｂ

一般市民を対象とした健康づく
りのためのスロージョギング、
ノルディックウォーキング教
室、ストレッチ教室は市民に定
着してきているが、参加者があ
る程度、固定化されつつあるた
め、新規の参加者を取り込むこ
とが課題である。

スポーツ推進委員及び地域おこ
し協力隊と連携を図りながら、
一般市民が参加しやすいスロー
ジョギング、ノルディックウ
オーキング教室、ストレッチエ
クササイズを実施する。また、
健康づくり、子どもの体力向上
を図るため健康推進課、児童課
と連携し市民周知を図る。

スポーツ推進委員を活用し、よ
り多くの市民が参加できるよう
な教室の企画・運営を行い、ス
ポーツの普及、スポーツ技術の
向上、健康増進に繋げていく。

現状

５ 教育・文化 ⑶ スポーツ ① スポーツの振興

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

５ 教育・文化 ⑵ 学校教育 ④ 専門学校・大学による高等教育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

５ 教育・文化 ⑵ 学校教育 ③ 高等学校教育の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

健康都市宣言等事業
教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

市民 　健康都市宣言記念事業を開催し、ス
ポーツを通して健康づくりを行なうと
ともに、本市の社会体育の振興を図
り、各種団体の育成や市民が楽しめる
スポーツの普及・発展・体力の増進を
図る。

　健康都市宣言記念大会事業（チャレ
ンジデー、あるけあるけ運動、少年団
交流事業）を開催し、より多くの市民
の参加を促す。 439,773 Ｂ

幅広く市民が参加できる事業に
見直し、参加者は、年々増加傾
向にあるが、継続したスポーツ
への取組みの定着化を図る必要
性がある。

事業内容を検討するとともに、
多くの市民が参加でき、継続し
て取り組めるスポーツを取り入
れたイベントの開催を図る。

幅広い年代層が参加しやすい取
組みや、継続したスポーツへの
取り組みへの意識掲揚を図るな
ど、健康都市宣言等事業を関係
部署と連携してその見直しを検
討していく。

現状

Ｂ＆Ｇ海洋センター事業
教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

市民 水泳・海洋性スポーツ等を通じて水泳
技術の向上と健康・体力づくりを推進
するとともに、地域住民相互のふれあ
い交流の場の提供を図ることを目的と
する。

Ｂ＆Ｇ海洋クラブ・芦別市水泳連盟・
Ｂ＆Ｇ財団と連携を取りながら、水泳
教室、大会等の派遣事業を実施する。

1,126,902 Ｂ

キッズ、ジュニアについては、
概ね目標人数に達しているが、
シニアの参加者が減少してい
る。また、施設の老朽化が課題
である。

従来の水泳教室や安全教室に加
え、健康に配慮したメニューを
検討していく。また、施設の故
障個所については、随時修繕を
行う。

少子化により幼児、小中学生向
け教室の参加者の増加は望めな
いことから、一般及び高齢者が
参加しやすい内容の教室を検討
する。また、施設の修繕につい
ては、Ｂ＆Ｇ財団の補助等を視
野に関係機関と連携し対策を講
じていくが、プールのあり方に
ついても検討する。

現状

各種体育団体助成事業
教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

芦別市体育協会、芦別市体育
協会加盟団体、芦別市体育協
会に加盟する芦別市スポーツ
少年団本部に登録された単位
スポーツ少年団

各種体育団体の育成及びスポーツ振興
を図ることを目的とする。

各種体育団体に対して、交付金または
補助金を交付する。

896,300 Ｂ

少子高齢化による競技人口の減
少から、スポーツ団体の会員数
の減少、団体運営費の減少が問
題となっている。

スポーツ少年団をはじめとした
各スポーツ団体の事業に対し補
助金を交付し、各スポーツ団体
の運営を支援していく。

スポーツ団体に対して要望等を
聴取しより使い勝手の良い補助
等に見直すことを検討し、ス
ポーツ団体の活動の活性化を図
り市民スポーツの振興、健康増
進に努めていく。

現状

各種スポーツ大会等招致

事業

教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

市内外スポーツ選手、観戦者 各種スポーツ大会等を招致することに
より、市民をはじめ市内外のスポーツ
関係団体及び教育関係者等にスポーツ
への関心を高める、スポーツの魅力や
すばらしさを学ぶ機会を与えることが
でき、さらなる市民のスポーツ意識の
向上を図ることができる。

各種スポーツ大会を開催し多くの市民
に観戦を促す。

2,351,016 Ｂ

大会等の招致、開催にあたって
は、職員及び運営協力の人的不
足が課題となっている。

スポーツ競技団体との連携を図
り人的支援体制を整え、ベース
ボールサマーキャンプの継続実
施、フットサル大会の継続開催
の要請を行う。

市民のより一層のスポーツ意識
の向上を図るため、また、体育
施設の有効活用を図るため大会
等の誘致活動を積極的に展開す
る。

現状

学校体育施設開放事業
教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

市民 市民の心身の健全な発達及び体育の普
及振興の効果を図るため、市民に対し
て、スポーツを行う場を提供し、体
力・健康を増進することを目的とす
る。

地域住民のスポーツの活動の場とし
て、学校開放施設を有効に利用するた
め市町村が設置する小学校、中学校の
体育施設を地域住民に開放する。 789,800 Ａ

利用団体から利用可能日の拡充
の要望等を受け、学校側と利用
日の調整を図り利用日を確保し
ているが、学校行事、部活動等
による体育館の利用もあり全て
の意見を取り入れることは困難
な状況である。

利用可能学校が限定されている
ことから、利用団体と意見交換
を行うとともに、学校側と利用
可能な日数の増に向けて調整を
図る。

学校体育施設を有効に利用でき
るよう学校、利用団体との調整
を図り、活動の場の確保に努
め、市民の健康づくり、スポー
ツ振興に繋げていく。

現状

各種社会体育施設管理運

営業務

教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

市民 市民の心身の健全な発達及び体育の普
及振興の効果を図るため、市民に対し
て、スポーツを行う場を提供し、体
力・健康を増進することを目的とす
る。

各種社会体育施設の現状・利用状況等
を把握し、市民がより快適に利用でき
るよう適切な管理運営を行う。
該当施設：①勤労者体育センター、②
本町テニスコート、③上芦別球場、④
芦別市Ｂ＆Ｇ海洋センター

19,542,196 Ｂ

各種体育施設おいては老朽化が
目立っており、維持管理が課題
である。

施設の状況を勘案しながら計画
的に適宜修繕等を行い、また、
運営管理については、経費節減
と利用者や団体のニーズに対応
した適切な運営、管理に努め
る。

芦別市公共施設等総合管理計画
に基づき、計画的な維持修繕を
行うとともに、財政上の観点か
ら、将来の体育施設のあり方に
ついて検討を進める。

現状

総合運動公園維持管理業

務

教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

大会・合宿及び一般利用者な
どの体育施設利用者

市民の心身の健全な発達及び体育の普
及振興を図るため、スポーツを行う場
を提供するとともに、地域のスポーツ
振興と交流人口の拡大を図る。

各体育施設の利用状況を把握し、市民
利用のほか、大会や合宿の受入等適切
な管理運営を行う。

174,983,863 Ｂ
各体育施設とも供用開始から１
０年以上経過し経年劣化による
建物、機器類及び付帯設備の破
損、故障が増加している。

体育施設の状況を勘案しながら
計画的に適宜修繕等を行い、ま
た、運営管理については、経費
節減と利用者や団体のニーズに
対応した適切な運営、管理に努
める。

財政上の観点から、将来の管理
運営体制について検討を進め
る。

現状

５ 教育・文化 ⑶ スポーツ ① スポーツの振興

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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<資料３>　平成30年度事務事業評価結果一覧

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

合宿振興事業
教育委員会 体育
振興課 体育振興
係

本市で合宿を行う団体 各種スポーツ・文化団体による合宿の
誘致・受入れを通じ、選手・スタッフ
が快適に練習に専念できる環境を提供
するとともに、本市のスポーツ及び文
化の振興並びに地域の活性化に努め
る。

後援会との連携による全日本、実業団
クラスの受入れのほか大学・高校等の
合宿が快適に練習するための環境づく
りとして宿泊交流センターの適切な管
理運営を行う。

22,051,817 Ｂ

リピーター利用が多いところで
あるが、大型合宿時には利用者
を全て市内宿泊施設で対応する
ことが出来ず、合宿延利用者数
が減少している。また、冬期間
においては体育施設に空きが無
く新たな団体を受け入れること
が出来ない状況である。

宿泊施設については、市内宿泊
施設の有効活用を図るととも
に、利用者の確保に向けて、継
続利用の確保、新規に夏季にお
ける屋外施設の合宿団体の誘致
を進める。また、利用者が快適
に練習に専念できる環境整備を
図るとともに、合宿支援につい
ては合宿の里推進協議会をはじ
めとした関係団体との協議を進
めていく。

これまで合宿を実施した団体の
継続的な合宿実施に向けた誘致
活動を行うとともに、大型合宿
の受入が出来るよう、あしべつ
宿泊交流センターの増員に向け
た改修の検討を行う。また、２
０２０年東京オリンピック・パ
ラリンピックに向けて日本代表
チーム、選手、海外チームの合
宿誘致に向け情報発信に努め
る。

現状

→ →

総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切）

対象 意図 手段 事業費（円）
所管課

総合評価

現時点に

おける課題

課題に対する

対応方策
今後の方向性 総合判定

国際交流促進事業 総務部 企画政策
課 秘書係

市民、道内在住の外国人青年
等

国際化の著しい進展により、地域レベ
ルや草の根レベルでの国際交流が活発
化するなか諸外国との関わりが日常的
で身近なものとなり、地域においても
国際化に対応した環境づくりを進め、
世界に開かれた地域社会の形成を図る
ことが必要となってきていることか
ら、地域住民の諸外国に対する知識や
国際意識の向上を推進する事業の展開
を積極的に行うものである。

各種国際交流イベントの開催、姉妹都
市との連絡調整

60,000 Ｂ

・姉妹都市交流事業は、芦別市
側からの訪問にかたよってお
り、シャーロットタウン市側か
らの交流が課題である。
・シャーロットタウン市長よ
り、平成３０年度９月に芦別市
へ中学生の訪問団を派遣すると
の連絡があり、訪問団受け入れ
態勢の準備が必要である。

・姉妹都市交流の現状（シャー
ロットタウン市からの受け入れ
が長年にわたり実施されていな
い）について、シャーロットタ
ウン市長へ親書を送り、本市へ
来ていただけるよう要請。国際
交流員からも都度、シャーロッ
トタウン市の担当者へお誘いの
連絡を行い、本市がシャーロッ
トタウン市からの派遣生を受け
入れる用意があることを伝えて
いく。
・派遣生の受け入について、国
際交流協会、教育委員会及び市
内各中学校と連携する。

・姉妹都市交流事業は、これま
での交流経過や国際交流協会と
の関わりなど総合的に検証した
うえで、都市間交流のあるべき
姿を模索していく必要があり、
今後の展開や方向性について検
討する。
・国際交流親善パーティー、
ジャンボかぼちゃ祭り及び国際
理解講座の国際交流イベント
は、参加者も多く今後も継続す
る。

現状

５ 教育・文化 ⑷ 国際交流 ① 国際交流の促進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）

５ 教育・文化 ⑶ スポーツ ② スポーツ合宿の推進

事務事業名 所管課係名

計画（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改革・改善（Action）
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